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第 1 章 調査の概要 

１．調査の概要

(1)調査の趣旨・目的

近年、企業において女性・高齢者・外国人材等の活用が進む中、職場における人材

の多様性が高まっている。これらを踏まえ、多様な人材一人ひとりの能力が発揮され、

いきいきと働き続けられる職場環境の構築に向けた人材マネジメントに関する諸課題

を明らかにすることを目的として、企業・労働者アンケート調査を行った。

本調査は、厚生労働省労働政策担当参事官室の要請に基づき実施したものである。

(2)調査名

「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査・労働者調査）」 

(3)調査期間：2018 年 2 月 14 日から 3 月 2 日。

(4)調査方法

郵送による調査票の配付・回収。

(5)調査対象

企業調査：全国の従業員 100 人以上1の企業；12,000 社（農林漁業、公務除く）。

労働者調査：調査対象企業で正社員 8 人に配付、本人が直接返送；計 96,000 人。 
※企業調査では、信用調査機関の企業データベースにより、産業・従業員規模別に層化無作為抽出。

※本調査は、企業を通じて労働者調査票を配付している。なお、調査対象企業に対する配布方法では、可能な

範囲で、「貴社の正社員全体の年齢構成、性別構成、国籍構成等といった特徴を踏まえ、なるべく偏りなく

配布」するよう求めた。また、高度外国人材2に配布する場合、調査の趣旨を口頭で補足説明してもらうと

ともに、なるべく日本語の読み書きに負担感がない方を選定することや、高度外国人材が一定程度いる場合

には、積極的に配布してもらうことなども注記している。

(6)有効回収数

企業調査：有効回収数：2,260 件／有効回収率：18.8％
労働者調査：有効回収数：12,355 件／有効回収率：12.9％

信用調査機関の企業データベース上の従業員規模を指し、本調査における調査時点で企業が回答した従業員規

模とは必ずしも一致しないことに留意が必要。

調査票の定義において、本調査における「高度外国人材」とは、在留資格「高度専門職」「経営・管理」「研

究（企業内の研究職）」「技術・人文知識・国際業務」「法律・会計業務」「企業内転勤」等といった就労目的

の在留資格を所有している外国人を指す。
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２．企業調査の回答企業の属性

(1)回答企業の属性

回答企業の属性は図表 1-2-1、図表 1-2-2 のとおり。

図表 1-2-1：回答企業の属性【企業調査】

n ％ n ％

2,260 100.0 2,260 100.0

問1：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 4 0.2 １億円以下 1,604 71.0

建設業 164 7.3 １億円超３億円以下 205 9.1

製造業 624 27.6 ３億円超 349 15.4

電気・ガス・熱供給・水道業 13 0.6 無回答 102 4.5

情報通信業 81 3.6 国内資本のみ 2,114 93.5

運輸業、郵便業 208 9.2 いわゆる外資系(※3） 16 0.7

卸売業、小売業 356 15.8 その他 68 3.0

金融業、保険業 50 2.2 無回答 62 2.7

不動産業、物品賃貸業 28 1.2 ２年以内 5 0.2

学術研究、専門・技術サービス業 52 2.3 ２年超５年以内 32 1.4

宿泊業、飲食サービス業 111 4.9 ５年超１０年以内 52 2.3

生活関連サービス業、娯楽業 60 2.7 １０年超（経過） 2,165 95.8

教育、学習支援業 48 2.1 無回答 6 0.3

医療、福祉 134 5.9 大幅に増加・上昇 161 7.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 4 0.2 増加・上昇 970 42.9

サービス業（他に分類されないもの） 284 12.6 ほぼ横ばい 662 29.3

その他 28 1.2 減少・低下 351 15.5

無回答 11 0.5 大幅に減少・低下 41 1.8

９９人以下 99 4.4 無回答 75 3.3

１００～２９９人 1,380 61.1 大幅に増加・上昇 183 8.1

３００～９９９人 569 25.2 増加・上昇 1,030 45.6

１，０００～９，９９９人 192 8.5 ほぼ横ばい 609 26.9

１万人以上 12 0.5 減少・低下 340 15.0

無回答 8 0.4 大幅に減少・低下 29 1.3

正社員を雇用している（※2） 2,237 99.0 無回答 69 3.1

非正社員がいる 2,007 88.8 大幅に増加・上昇 50 2.2

無回答 6 0.3 増加・上昇 810 35.8

３割以下 274 12.1 ほぼ横ばい 1,033 45.7

４割程度 153 6.8 減少・低下 258 11.4

５割程度 125 5.5 大幅に減少・低下 12 0.5

６割程度 186 8.2 無回答 97 4.3

７割程度 262 11.6 大幅に増加・上昇 191 8.5

８割程度 382 16.9 増加・上昇 1,382 61.2

９割程度 716 31.7 ほぼ横ばい 439 19.4

１０割 127 5.6 減少・低下 183 8.1

無回答 35 1.5 大幅に減少・低下 8 0.4

０％ 17 0.8 無回答 57 2.5

０超～５％ 243 10.8 大幅に増加・上昇 60 2.7

１割程度 511 22.6 増加・上昇 1,502 66.5

２割程度 402 17.8 ほぼ横ばい 592 26.2

３割程度 325 14.4 減少・低下 52 2.3

４割程度 228 10.1 大幅に減少・低下 1 0.0

５割程度 149 6.6 無回答 53 2.3

６割以上 273 12.1 大幅に増加・上昇 52 2.3

無回答 112 5.0 増加・上昇 1,355 60.0

０％ 1,760 77.9 ほぼ横ばい 735 32.5

０超～５％ 336 14.9 減少・低下 16 0.7

１割程度 41 1.8 大幅に減少・低下 1 0.0

２割程度 17 0.8 無回答 101 4.5

３割程度 15 0.7 大幅に増加・上昇 111 4.9

４割程度 - - 増加・上昇 1,022 45.2

５割程度 - - ほぼ横ばい 616 27.3

６割以上 1 0.0 減少・低下 265 11.7

無回答 90 4.0 大幅に減少・低下 17 0.8

６０歳以上はいない 75 3.3 無回答 229 10.1

０超～５％ 922 40.8 大幅に増加・上昇 120 5.3

１割程度 663 29.3 増加・上昇 978 43.3

２割程度 310 13.7 ほぼ横ばい 704 31.2

３割程度 132 5.8 減少・低下 388 17.2

４割程度 37 1.6 大幅に減少・低下 14 0.6

５割程度 28 1.2 無回答 56 2.5

６割以上 42 1.9 大幅に増加・上昇 72 3.2

無回答 51 2.3 増加・上昇 806 35.7

展開している 307 13.6 ほぼ横ばい 950 42.0

展開していない 1,933 85.5 減少・低下 307 13.6

無回答 20 0.9 大幅に減少・低下 22 1.0

無回答 103 4.6

※1：調査票上、「貴社が直接雇用している、正社員 及び 非正社員（パート、契約、嘱託等）を指すものとします（派遣・請負労働者は含めないでくださ

い）」と定義。

※2：調査票上、「正社員とは、貴社に直接雇用されている無期労働契約の、いわゆる正規従業員を指すものとします（非正社員はそれ以外の従業員（パート、

契約、嘱託等）を指すものとします（派遣・請負労働者は含めないでください））」と定義。

※3：調査票上、「資本金全体に占める外国資本の割合が、１／３を超える日本法人を指すものとします」と定義。

⑤正社員１人当たり

の賃金

⑥非正社員１人当た

りの時給

問1：正社員に占

める高度外国人正

社員比率

⑦全従業員

問1：従業員に占

める６０歳以上

（高齢者）比率

⑦－１

うち、正社員の人数

⑦－２

うち、非正社員の人

数問1：海外事業所

展開

問1：創業（現在から）

問

６
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と
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を
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問１：従業員規模

（※1） ②売上高

問1：貴社に１名

以上在籍する従業

員（ＭＡ）

③労働生産性

問1：従業員に占

める正社員比率

④総人件費

問1：正社員に占

める女性正社員比

率

問1：資本関係

合計 合計

問1：資本金
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２．企業調査の回答企業の属性

(1)回答企業の属性

回答企業の属性は図表 1-2-1、図表 1-2-2 のとおり。

図表 1-2-1：回答企業の属性【企業調査】

n ％ n ％

2,260 100.0 2,260 100.0

問1：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 4 0.2 １億円以下 1,604 71.0

建設業 164 7.3 １億円超３億円以下 205 9.1

製造業 624 27.6 ３億円超 349 15.4

電気・ガス・熱供給・水道業 13 0.6 無回答 102 4.5

情報通信業 81 3.6 国内資本のみ 2,114 93.5

運輸業、郵便業 208 9.2 いわゆる外資系(※3） 16 0.7

卸売業、小売業 356 15.8 その他 68 3.0

金融業、保険業 50 2.2 無回答 62 2.7

不動産業、物品賃貸業 28 1.2 ２年以内 5 0.2

学術研究、専門・技術サービス業 52 2.3 ２年超５年以内 32 1.4

宿泊業、飲食サービス業 111 4.9 ５年超１０年以内 52 2.3

生活関連サービス業、娯楽業 60 2.7 １０年超（経過） 2,165 95.8

教育、学習支援業 48 2.1 無回答 6 0.3

医療、福祉 134 5.9 大幅に増加・上昇 161 7.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 4 0.2 増加・上昇 970 42.9

サービス業（他に分類されないもの） 284 12.6 ほぼ横ばい 662 29.3

その他 28 1.2 減少・低下 351 15.5

無回答 11 0.5 大幅に減少・低下 41 1.8

９９人以下 99 4.4 無回答 75 3.3

１００～２９９人 1,380 61.1 大幅に増加・上昇 183 8.1

３００～９９９人 569 25.2 増加・上昇 1,030 45.6

１，０００～９，９９９人 192 8.5 ほぼ横ばい 609 26.9

１万人以上 12 0.5 減少・低下 340 15.0

無回答 8 0.4 大幅に減少・低下 29 1.3

正社員を雇用している（※2） 2,237 99.0 無回答 69 3.1

非正社員がいる 2,007 88.8 大幅に増加・上昇 50 2.2

無回答 6 0.3 増加・上昇 810 35.8

３割以下 274 12.1 ほぼ横ばい 1,033 45.7

４割程度 153 6.8 減少・低下 258 11.4

５割程度 125 5.5 大幅に減少・低下 12 0.5

６割程度 186 8.2 無回答 97 4.3

７割程度 262 11.6 大幅に増加・上昇 191 8.5

８割程度 382 16.9 増加・上昇 1,382 61.2

９割程度 716 31.7 ほぼ横ばい 439 19.4

１０割 127 5.6 減少・低下 183 8.1

無回答 35 1.5 大幅に減少・低下 8 0.4

０％ 17 0.8 無回答 57 2.5

０超～５％ 243 10.8 大幅に増加・上昇 60 2.7

１割程度 511 22.6 増加・上昇 1,502 66.5

２割程度 402 17.8 ほぼ横ばい 592 26.2

３割程度 325 14.4 減少・低下 52 2.3

４割程度 228 10.1 大幅に減少・低下 1 0.0

５割程度 149 6.6 無回答 53 2.3

６割以上 273 12.1 大幅に増加・上昇 52 2.3

無回答 112 5.0 増加・上昇 1,355 60.0

０％ 1,760 77.9 ほぼ横ばい 735 32.5

０超～５％ 336 14.9 減少・低下 16 0.7

１割程度 41 1.8 大幅に減少・低下 1 0.0

２割程度 17 0.8 無回答 101 4.5

３割程度 15 0.7 大幅に増加・上昇 111 4.9

４割程度 - - 増加・上昇 1,022 45.2

５割程度 - - ほぼ横ばい 616 27.3

６割以上 1 0.0 減少・低下 265 11.7

無回答 90 4.0 大幅に減少・低下 17 0.8

６０歳以上はいない 75 3.3 無回答 229 10.1

０超～５％ 922 40.8 大幅に増加・上昇 120 5.3

１割程度 663 29.3 増加・上昇 978 43.3

２割程度 310 13.7 ほぼ横ばい 704 31.2

３割程度 132 5.8 減少・低下 388 17.2

４割程度 37 1.6 大幅に減少・低下 14 0.6

５割程度 28 1.2 無回答 56 2.5

６割以上 42 1.9 大幅に増加・上昇 72 3.2

無回答 51 2.3 増加・上昇 806 35.7

展開している 307 13.6 ほぼ横ばい 950 42.0

展開していない 1,933 85.5 減少・低下 307 13.6

無回答 20 0.9 大幅に減少・低下 22 1.0

無回答 103 4.6

※1：調査票上、「貴社が直接雇用している、正社員 及び 非正社員（パート、契約、嘱託等）を指すものとします（派遣・請負労働者は含めないでくださ

い）」と定義。

※2：調査票上、「正社員とは、貴社に直接雇用されている無期労働契約の、いわゆる正規従業員を指すものとします（非正社員はそれ以外の従業員（パート、

契約、嘱託等）を指すものとします（派遣・請負労働者は含めないでください））」と定義。

※3：調査票上、「資本金全体に占める外国資本の割合が、１／３を超える日本法人を指すものとします」と定義。

⑤正社員１人当たり

の賃金

⑥非正社員１人当た

りの時給
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める高度外国人正
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⑦全従業員

問1：従業員に占

める６０歳以上

（高齢者）比率

⑦－１

うち、正社員の人数

⑦－２

うち、非正社員の人

数問1：海外事業所

展開

問1：創業（現在から）

問
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を

比
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変
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①経常利益

問１：従業員規模

（※1） ②売上高

問1：貴社に１名

以上在籍する従業

員（ＭＡ）

③労働生産性

問1：従業員に占

める正社員比率

④総人件費

問1：正社員に占

める女性正社員比

率

問1：資本関係

合計 合計

問1：資本金

図表 1-2-2：回答企業の属性（人事・処遇制度関連）【企業調査】 

 
 
(2)回答企業の雇用方針、採用・配置・人材育成方針 

基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針（ＡとＢのどちらに近いか）については図

表 1-2-3 のとおり。 

図表 1-2-3：雇用方針、採用・配置・人材育成方針（SA、単位＝％）【企業調査】 

％ ％

年功重視 個人の目標の達成度に基づいたもの

能力重視 チームやグループの目標の達成度に基づいたもの

成果・業績重視 事業所の目標の達成度に基づいたもの

職務内容重視 会社の目標の達成度に基づいていたもの

無回答 目標設定していない

年功重視 その他

能力重視 無回答

成果・業績重視 計（問17「目標設定をしていない」以外）（※1）

職務内容重視 毎日

無回答 週に１度

年功重視 月に１度

能力重視 四半期に１度

成果・業績重視 半年に１度

職務内容重視 年に１度

無回答 指導・管理されない

年功重視 その他

能力重視 無回答

成果・業績重視 ある

職務内容重視 どちらかと言えばある

無回答 どちらかと言えばない

５％未満 ない

５～１０％未満 無回答

１０～２０％未満 計（問19「ある」「どちらかと言えばある」）（※2）

２０～３０％未満 過去話し合った

３０％以上 現在話し合いをしている

無回答 話し合ったことがない

無回答

問19付問：人事評

価制度の改善に向

けた、労働組合や

従業員との話し合

い

問30：正社員に占める管理

職比率

合計 合計

問

１

６

　

処

遇

制

度

（

①

非

管

理

職
）

①非管理職層

【現状】

問17：従業員の業

務上の目標設定を

どのようにしてい

るか（ＭＡ）

①非管理職層

【今後の見通し】

問18：従業員が設

定した目標の達成

に向けて、管理職

等からの指導・管

理の実施頻度問

１

６

　

処

遇

制

度

（

②

管

理

職
）

②管理職層

【現状】

②管理職層

【今後の見通し】

問19：人事評価制

度の改善点の有無

※1：問18（従業員が設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理の実施頻度）は、問17（従業員の業務上の目標設定をどのようにしているか）の選

択肢「5．目標設定していない」回答企業以外が集計対象。

※2：問19付問（人事評価制度の改善に向けた、労働組合や従業員との話し合い）は、問19（人事評価制度の改善点の有無）で、「ある」「どちらかと言えばあ

る」と回答した企業が集計対象。

Ａ
Ａで

ある

どち

らか

とい

うと

Ａ

何と

も言

えな

い

どち

らか

とい

うと

Ｂ

Ｂで

ある

無回

答
Ｂ

Ａ計

（※3）

Ｂ計

（※3）

①
Ａ．人事評価において、転勤・配置転

換の経験を積極的に評価

Ｂ．人事評価において、転勤・配置転

換の経験の有無を勘案しない

②
Ａ．将来の幹部候補を早期選抜し、重

点的に育成していくことを重視

Ｂ．ある程度のポストまでは、入社同

期を一律に育成していくことを重視

③
Ａ. 従業員が教育訓練を受けることに

ついて、積極的に支援を実施

Ｂ. 従業員が教育訓練を受けることに

ついて、個人の判断に委ねる

④
Ａ. 教育訓練はОＪＴ（※1） を重視 Ｂ. 教育訓練はОｆｆ－ＪＴ（※2）を

重視

⑤
Ａ 教育訓練投資は、対象者を絞り込

んで重点的に配分する

Ｂ. 教育訓練投資は、できるだけ平等

に一律的に配分する

⑥
Ａ 従業員の自己啓発に対して、広報

や金銭的な支援を実施

Ｂ. 従業員の自己啓発については、個

人の判断・金銭負担に委ねる

⑦
Ａ. 社内人材の多様性を重視 Ｂ. 社内人材の同質性を重視

⑧

Ａ 非正社員に対しても、企業が積極

的に能力開発を行うべき

Ｂ. 非正社員の能力開発は、非正社員

自身が行うべきであり、企業は支援し

ない

⑨
Ａ 非正社員にも、正社員と同様の基

幹的な職務を任せる

Ｂ. 非正社員と正社員の職務は、明確

に分離する

※3：Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

雇

用

方

針
、

採

用

・

配

置

・

人

材

育

成

方

針

非

正

社

員

の

能

力

開

発

※1：調査票上、「ＯＪＴとは、日常的な業務を遂行する中で行われる指導・教育訓練を指します」と定義。

※2：調査票上、「Оｆｆ－ＪＴとは、講習会への参加等、日常の業務を一時的に離れて行う教育訓練を指します」と定義。
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３．労働者調査の回答者の属性

労働者調査3の回答者属性は図表 1-3-1、図表 1-3-2 のとおり。 
図表 1-3-1：回答者の属性【労働者調査】 

                                                 
労働者調査の企業を通じた配付対象は正社員であることから、以下では、労働者調査に回答した者の就業形態

は正社員であることに留意されたい。

％ ％

合計 合計

問１：性別 男性 管理職（リーダー職を含む）

女性 事務職（一般事務等）

無回答 事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

日本 技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

日本以外 医療・福祉関係専門職

無回答 教育関係専門職

問３：年齢 １５～２４歳 営業職

２５～２９歳 販売職

３０～３４歳 接客・サービス職

３５～３９歳 保安職

４０～４４歳 製造・生産工程職

４５～４９歳 輸送・機械運転職

５０～５４歳 建設・採掘職

５５～５９歳 その他

６０～６４歳 無回答

６５～６９歳 役職なし（一般社員）

７０歳以上 係長・主任相当職

無回答 課長・課長相当職

いる 部長・部長相当職以上

いない 無回答

無回答 新卒採用

配偶者がいる・計 中途採用

無職 無回答

有職 ある（登用された経験がある）

無回答 ない

配偶者有職・計 無回答

正社員 ある（登用された経験がある）・計

非正社員 現在～１年前

それ以外（自営業等） １年超～３年前

無回答 ３年超～６年前

３歳未満 ６年超～１０年前

３歳以上、小学校就学前 １０年超前

小学生 無回答

中学生 変わらない

高校生以上 登用前の業務に、新しい業務が加わった

子供はいない 登用前と全く異なる業務に従事している

無回答 無回答

いる（同居している） 勤続期間

いる（別居している） 職場の上司の推薦

いない 人事評価における一定以上の評価実績

無回答 職務遂行能力・スキル

中学校卒 特定の資格の保有

高等学校卒 登用試験の結果

専修・各種学校卒 能力開発に対する積極性

短大・高専卒 その他

四年制大学卒 無回答

大学院（修士課程修了） ３割以上増加した

大学院（博士課程修了） １割以上～３割未満増加した

大学院（専門職学位課程修了） １割未満増加した

無回答 変わらない

罹患している 減少した

罹患していない 無回答

無回答 １年未満

９９人以下 １～５年未満

１００～２９９人 ５～１０年未満

３００～９９９人 １０～２０年未満

１，０００～９，９９９人 ２０～３０年未満

１万人以上 ３０～４０年未満

無回答 ４０年以上

鉱業、採石業、砂利採取業 無回答

建設業 実施した

製造業 実施していない

電気・ガス・熱供給・水道業 企業に実施が認められていない

情報通信業 無回答

運輸業、郵便業 実施した

卸売業、小売業 実施していない

金融業、保険業 企業に実施が認められていない

不動産業、物品賃貸業 無回答

学術研究、専門・技術サービス業 通常の勤務時間制度

宿泊業、飲食サービス業 フレックスタイム

生活関連サービス業、娯楽業 変形労働時間制

教育、学習支援業 交替制（昼シフト、夜シフトなど）

医療、福祉 裁量労働制

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 事業場外労働のみなし労働時間制

サービス業（他に分類されないもの）

その他

無回答 無回答

問17：適用されてい

る勤務時間制度

問12：現在の役職

時間管理なし（裁量労働制・みなし労働時間以外

で、管理職などの場合）

問２：あな

たの国籍

問５：子ど

もの同居の

有無(MA)

問８：従業

員規模

問９：業種

問７：最終

学歴（在学

中及び中退

は卒業に含

まない）

問８：定期

的通院を要

する病気

問４：配偶

者

問13：勤め先企業で

の非正社員から正社

員への登用

問15：勤め先企業へ

の採用方式問４－付問

１：配偶者

の仕事

問４－付問

２：配偶者

の就業形態

問６：家族

の中の要介

護・介助者

の有無(MA)

問

付

問

　

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

経

験

問10：職種

問１８①副業・兼業

問１８②テレワーク

問13付問3：正社

員登用の際に、勤

め先から評価され

た事柄(MA)

問13付問１：正社

員への登用時期

問13付問2：正社

員登用前後の仕事

内容変化

問16：勤め先企業で

の勤続年数

問13付問１：正社

員の転換前と転換

後の年収（賞与含

む）の増減

調査シリーズNo.184
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３．労働者調査の回答者の属性

労働者調査3の回答者属性は図表 1-3-1、図表 1-3-2 のとおり。 
図表 1-3-1：回答者の属性【労働者調査】 

                                                 
労働者調査の企業を通じた配付対象は正社員であることから、以下では、労働者調査に回答した者の就業形態

は正社員であることに留意されたい。

％ ％

合計 合計

問１：性別 男性 管理職（リーダー職を含む）

女性 事務職（一般事務等）

無回答 事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

日本 技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

日本以外 医療・福祉関係専門職

無回答 教育関係専門職

問３：年齢 １５～２４歳 営業職

２５～２９歳 販売職

３０～３４歳 接客・サービス職

３５～３９歳 保安職

４０～４４歳 製造・生産工程職

４５～４９歳 輸送・機械運転職

５０～５４歳 建設・採掘職

５５～５９歳 その他

６０～６４歳 無回答

６５～６９歳 役職なし（一般社員）

７０歳以上 係長・主任相当職

無回答 課長・課長相当職

いる 部長・部長相当職以上

いない 無回答

無回答 新卒採用

配偶者がいる・計 中途採用

無職 無回答

有職 ある（登用された経験がある）

無回答 ない

配偶者有職・計 無回答

正社員 ある（登用された経験がある）・計

非正社員 現在～１年前

それ以外（自営業等） １年超～３年前

無回答 ３年超～６年前

３歳未満 ６年超～１０年前

３歳以上、小学校就学前 １０年超前

小学生 無回答

中学生 変わらない

高校生以上 登用前の業務に、新しい業務が加わった

子供はいない 登用前と全く異なる業務に従事している

無回答 無回答

いる（同居している） 勤続期間

いる（別居している） 職場の上司の推薦

いない 人事評価における一定以上の評価実績

無回答 職務遂行能力・スキル

中学校卒 特定の資格の保有

高等学校卒 登用試験の結果

専修・各種学校卒 能力開発に対する積極性

短大・高専卒 その他

四年制大学卒 無回答

大学院（修士課程修了） ３割以上増加した

大学院（博士課程修了） １割以上～３割未満増加した

大学院（専門職学位課程修了） １割未満増加した

無回答 変わらない

罹患している 減少した

罹患していない 無回答

無回答 １年未満

９９人以下 １～５年未満

１００～２９９人 ５～１０年未満

３００～９９９人 １０～２０年未満

１，０００～９，９９９人 ２０～３０年未満

１万人以上 ３０～４０年未満

無回答 ４０年以上

鉱業、採石業、砂利採取業 無回答

建設業 実施した

製造業 実施していない

電気・ガス・熱供給・水道業 企業に実施が認められていない

情報通信業 無回答

運輸業、郵便業 実施した

卸売業、小売業 実施していない

金融業、保険業 企業に実施が認められていない

不動産業、物品賃貸業 無回答

学術研究、専門・技術サービス業 通常の勤務時間制度

宿泊業、飲食サービス業 フレックスタイム

生活関連サービス業、娯楽業 変形労働時間制

教育、学習支援業 交替制（昼シフト、夜シフトなど）

医療、福祉 裁量労働制

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 事業場外労働のみなし労働時間制

サービス業（他に分類されないもの）

その他

無回答 無回答

問17：適用されてい

る勤務時間制度

問12：現在の役職

時間管理なし（裁量労働制・みなし労働時間以外

で、管理職などの場合）

問２：あな

たの国籍

問５：子ど

もの同居の

有無(MA)

問８：従業

員規模

問９：業種

問７：最終

学歴（在学

中及び中退

は卒業に含

まない）

問８：定期

的通院を要

する病気

問４：配偶

者

問13：勤め先企業で

の非正社員から正社

員への登用

問15：勤め先企業へ

の採用方式問４－付問

１：配偶者

の仕事

問４－付問

２：配偶者

の就業形態

問６：家族

の中の要介

護・介助者

の有無(MA)

問

付

問

　

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

経

験

問10：職種

問１８①副業・兼業

問１８②テレワーク

問13付問3：正社

員登用の際に、勤

め先から評価され

た事柄(MA)

問13付問１：正社

員への登用時期

問13付問2：正社

員登用前後の仕事

内容変化

問16：勤め先企業で

の勤続年数

問13付問１：正社

員の転換前と転換

後の年収（賞与含

む）の増減

図表 1-3-2：回答者の属性【労働者調査】
n ％ n ％

合計 12,355 100.0 合計 12,355 100.0

１００万円未満 14 0.1 満足している 1,561 12.6

１００～２００万円未満 547 4.4 どちらかと言えば満足 6,982 56.5

２００～３００万円未満 2,428 19.7 どちらかと言えば満足していない 2,973 24.1

３００～４００万円未満 2,990 24.2 満足していない 763 6.2

４００～５００万円未満 2,282 18.5 無回答 76 0.6

５００～６００万円未満 1,703 13.8 満足している 2,632 21.3

６００～７００万円未満 1,002 8.1 どちらかと言えば満足 5,985 48.4

７００～８００万円未満 578 4.7 どちらかと言えば満足していない 2,697 21.8

８００～９００万円未満 300 2.4 満足していない 990 8.0

９００～１０００万円未満 175 1.4 無回答 51 0.4

１０００万円以上 168 1.4 満足している 1,093 8.8

無回答 168 1.4 どちらかと言えば満足 4,363 35.3

年功重視 4,841 39.2 どちらかと言えば満足していない 4,372 35.4

能力重視 2,478 20.1 満足していない 2,472 20.0

成果・業績重視 2,730 22.1 無回答 55 0.4

職務内容重視 2,077 16.8 満足している 2,989 24.2

無回答 229 1.9 どちらかと言えば満足 5,275 42.7

年功重視 1,361 11.0 どちらかと言えば満足していない 2,701 21.9

能力重視 5,001 40.5 満足していない 1,341 10.9

成果・業績重視 2,383 19.3 無回答 49 0.4

職務内容重視 3,229 26.1 満足している 1,722 13.9

無回答 381 3.1 どちらかと言えば満足 6,702 54.2

個人の目標の達成度に基づいたもの 5,116 41.4 どちらかと言えば満足していない 3,103 25.1

チームやグループの目標の達成度に基づいたもの 4,687 37.9 満足していない 774 6.3

事業所の目標の達成度に基づいたもの 2,968 24.0 無回答 54 0.4

会社の目標の達成度に基づいていたもの 6,922 56.0 満足している 1,249 10.1

目標設定していない 1,287 10.4 どちらかと言えば満足 6,107 49.4

その他 48 0.4 どちらかと言えば満足していない 3,812 30.9

無回答 250 2.0 満足していない 1,133 9.2

計（問33「目標設定をしていない」以外）（※1） 11,068 100.0 無回答 54 0.4

毎日 722 6.5 満足している 2,210 17.9

週に１度 1,204 10.9 どちらかと言えば満足 6,404 51.8

月に１度 2,811 25.4 どちらかと言えば満足していない 2,785 22.5

四半期に１度 1,180 10.7 満足していない 914 7.4

半年に１度 2,788 25.2 無回答 42 0.3

年に１度 993 9.0 満足している 943 7.6

指導・管理されない 945 8.5 どちらかと言えば満足 5,392 43.6

その他 156 1.4 どちらかと言えば満足していない 4,543 36.8

無回答 269 2.4 満足していない 1,413 11.4

大幅に上昇 1,288 10.4 無回答 64 0.5

やや上昇 5,422 43.9 満足していない 1,975 16.0

変わらない 4,314 34.9 どちらかと言えば満足していない 4,053 32.8

やや低下 912 7.4 どちらかと言えば満足している 5,279 42.7

大幅に低下 223 1.8 満足している 604 4.9

無回答 196 1.6 無回答 444 3.6

大幅に上昇 821 6.6 6,028 100.0

やや上昇 3,310 26.8

変わらない 4,753 38.5 評価基準が不明瞭で、恣意的になっている 4,041 67.0

やや低下 2,423 19.6 評価者が直属の上司しかおらず、評価が一面的 1,766 29.3

大幅に低下 871 7.0 126 2.1

無回答 177 1.4

大幅に上昇 2,377 19.2 853 14.2

やや上昇 4,206 34.0

変わらない 3,929 31.8 被評価者の仕事ぶりがよく把握されていない 2,275 37.7

やや低下 1,158 9.4 1,269 21.1

大幅に低下 512 4.1

無回答 173 1.4 評価結果に基づく評価者からの指導・助言がない 1,808 30.0

大幅に上昇 943 7.6 自分に課されている業務目標が適切ではない 667 11.1

やや上昇 4,271 34.6 1,919 31.8

変わらない 5,055 40.9

やや低下 1,535 12.4 その他 246 4.1

大幅に低下 350 2.8 無回答 77 1.3

無回答 201 1.6 ６０歳未満 2,100 17.0

大幅に上昇 549 4.4 ６０歳～６５歳未満 5,553 44.9

やや上昇 3,542 28.7 ６５歳～７０歳未満 2,528 20.5

変わらない 6,425 52.0 ７０歳～７５歳未満 281 2.3

やや低下 1,172 9.5 健康である限り、できるだけ長く 1,647 13.3

大幅に低下 447 3.6 無回答 246 2.0

無回答 220 1.8

問34：職場

で、設定した

目標の達成に

向けて、管理

職等からの指

導・管理の実

施頻度

①現行の処

遇制度

問35：人事評価制

度の満足度

②希望する

処遇制度

問33：職場で

の業務上の目

標設定(MA)

問

２

２

　

現

在

の

仕

事

に

関

す

る

満

足

度

①仕事全体

②労働時間

③賃金

④休日・休暇

⑤仕事の内容

⑥仕事の量

⑦職場でのコ

ミュニケー

ション

⑧能力開発の

機会

問21：あなた

の年収（税引

前）

問

１

９

処

遇

制

度

①労働生産

性（時間あ

たりの成

果）

問

２

０

　

5

年

前

と

現

在

と

の

比

較

⑤あなたの

職場におけ

る能力開発

への取組・

支援体制

問27：何歳まで就

労を続けたい（勤

め先企業の定年制

度の有無・内容に

かかわらず）

計（問35「満足していない」「どちらかと言えば満

足していない」）（※2）

多面的な評価（３６０度評価）を実施しているが、

部下に積極的に指導することができなくなった

多面的な評価（３６０度評価）を実施しているが、

部下の評価が好き嫌いで評価されてしまう

成果のみが重視され、調整等のプロセス面が適切に

評価されていない

人事評価の結果が、給与や昇進に適切に反映されて

いない

問35付問：満足し

ていない理由(MA)

※1：問34（職場で、設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理の実施頻度）は、問33（職場での業務上の目標設定）の選択肢「5．目標設定していない」を回答し

た者以外が集計対象。

※2：問35付問（満足していない理由）は、問35（人事評価制度の満足度）で、「満足していない」「どちらかと言えば満足していない」と回答した者が集計対象。

④あなた自

身の能力開

発への意欲

②仕事に対

するモチ

ベーション

③仕事に対

するストレ

ス
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第２章 調査結果の概要

１．雇用人員（人手）の過不足の状況

1-1．雇用人員（人手）の過不足の状況（企業調査）

企業調査では、雇用人員（人手）の過不足の状況について、(a)正社員と(b)非正社員の別に

聞いており、また、正社員については、人材の種類ごとに過不足の状況を尋ねている。これ

をまとめたものが図表 2-1-1 である。

まず、正社員と非正社員の過不足状況をみると、正社員では、「不足・計」（「大いに不足」

「やや不足」の合計）が 59.7％、「適当」が 24.3％、「過剰・計」（「大いに過剰」「やや過剰」

の合計）が 2.1％となっている。非正社員は「不足・計」が 33.7％、「適当」が 55.0％、「過

剰・計」が 4.2％となっている。

「不足・計」の割合について、正社員と非正社員を比較すると、正社員が 59.7％、非正社

員が 33.7％となっており、非正社員に比べ正社員のほうが、「不足・計」の割合は高い。「過

剰・計」はいずれも少数である。

次に、正社員について、人材の種類ごとに、「不足・計」の割合をみると、「現場の技能労

働者」が 64.4％でもっとも高く、次いで、「社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職」

（56.5％）、「社内の IT 化を推進する人材」（56.4％）、「マーケティングや営業の専門人材」

（47.9％）、「財務や法務の専門人材」（45.9％）、「研究開発等を支える高度人材」（33.2％）、

「海外展開に必要な国際人材」（26.0％）となっている。

図表 2-1-1：雇用人員（人手）の過不足の状況（SA、単位＝％）【企業調査】

1-2．人材（人手）不足を緩和するための対策の取り組み状況（企業調査）

企業調査では、人材（人手）不足を緩和するための対策の取り組み状況を尋ねている。そ

れによれば、「取り組んでいる」が 49.2％、「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」

が 6.3％となっている（図表 2-1-2）。
次に、企業調査では、「取り組んでいる」「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」

とする企業に対して、人材（人手）不足を緩和するために重要視している対策について、上

n
大いに不

足
やや不足 適当 やや過剰

大いに過

剰
無回答 不足・計

(a)正社員 2,260 12.2 47.5 24.3 2.0 0.

　現場の技能労働者 2,260 19.5 44.9 25.9 1.0 0.1

　社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職 2,260 9.4 47.1 33.4 1.2 0.3

　社内のIT化を推進する人材 2,260 11.8 44.6 31.4 0.1 0.1

　マーケティングや営業の専門人材 2,260 6.7 41.2 39.4 0.5 0.0

　財務や法務の専門人材 2,260 5.8 40.1 41.2 0.4 0.0

　研究開発等を支える高度人材 2,260 9.6 23.6 42.3 0.2 0.5

　海外展開に必要な国際人材 2,260 11.1 14.9 45.1 0.1 0.7

(b)非正社員 2,260 8.3 25.4 55.0 3.9 0.3

※「不足・計」は「大いに不足」「やや不足」の合計。

13.8 59.7

8.6 64.4

8.7 56.5

12.0 56.4

12.2 47.9

12.4 45.9

23.8 33.2

28.2 26.0

7.0 33.7

1
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図表 2-1-1：雇用人員（人手）の過不足の状況（SA、単位＝％）【企業調査】

1-2．人材（人手）不足を緩和するための対策の取り組み状況（企業調査）

企業調査では、人材（人手）不足を緩和するための対策の取り組み状況を尋ねている。そ

れによれば、「取り組んでいる」が 49.2％、「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」

が 6.3％となっている（図表 2-1-2）。
次に、企業調査では、「取り組んでいる」「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」

とする企業に対して、人材（人手）不足を緩和するために重要視している対策について、上

n
大いに不

足
やや不足 適当 やや過剰

大いに過

剰
無回答 不足・計

(a)正社員 2,260 12.2 47.5 24.3 2.0 0.

　現場の技能労働者 2,260 19.5 44.9 25.9 1.0 0.1

　社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職 2,260 9.4 47.1 33.4 1.2 0.3

　社内のIT化を推進する人材 2,260 11.8 44.6 31.4 0.1 0.1

　マーケティングや営業の専門人材 2,260 6.7 41.2 39.4 0.5 0.0

　財務や法務の専門人材 2,260 5.8 40.1 41.2 0.4 0.0

　研究開発等を支える高度人材 2,260 9.6 23.6 42.3 0.2 0.5

　海外展開に必要な国際人材 2,260 11.1 14.9 45.1 0.1 0.7

(b)非正社員 2,260 8.3 25.4 55.0 3.9 0.3

※「不足・計」は「大いに不足」「やや不足」の合計。

13.8 59.7

8.6 64.4

8.7 56.5

12.0 56.4

12.2 47.9

12.4 45.9

23.8 33.2

28.2 26.0

7.0 33.7

1

位 5 つの複数回答と、最も重要視する対策（単一回答）の 2 種類で尋ねている。これをまと

めたものが図表 2-1-3 である。

まず、上位 5 つに該当する対策についてみると、「中途採用を強化する（採用チャネルの

多様化、応募要件の緩和等含む）」が 56.3％、「新卒採用を強化する（通年採用化、新卒定義

の拡大、インターンシップの受入強化等含む）」が 53.5％でともに 5 割台で高く、次いで、

「業務の効率化を進める（無駄な業務の削減、業務の標準化、仕事の分担・進め方の見直し

等）」（45.0％）、「定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う」（39.0％）、「募集時の賃金を

引き上げる」（37.9％）、「募集時の賃金以外の処遇・労働条件を改善する」（28.8％）、「非正

社員から正社員への登用を進める」（28.8％）などとなっている。

図表 2-1-2：人材（人手）不足を緩和するための対策の取り組み状況（SA、単位＝％）

【企業調査】

n

取

り

組

ん

で

い

る

未

だ

取

り

組

ん

で

い

な

い

が

今

後

取

り

組

む

予

定

取

り

組

む

予

定

は

な

い 無

回

答

合計 2,260 49.2 6.3 5.3 39.2

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業 4 75.0 - - 25.0

建設業 164 53.7 3.7 - 42.7

製造業 624 50.2 7.4 5.0 37.5

電気・ガス・熱供給・水道業 13 61.5 7.7 7.7 23.1

情報通信業 81 49.4 4.9 4.9 40.7

運輸業、郵便業 208 49.5 5.8 2.9 41.8

卸売業、小売業 356 48.6 6.7 4.8 39.9

金融業、保険業 50 46.0 12.0 12.0 30.0

不動産業、物品賃貸業 28 46.4 3.6 10.7 39.3

学術研究、専門・技術サービス業 52 42.3 5.8 7.7 44.2

宿泊業、飲食サービス業 111 55.0 0.9 1.8 42.3

生活関連サービス業、娯楽業 60 46.7 6.7 - 46.7

教育、学習支援業 48 39.6 10.4 25.0 25.0

医療、福祉 134 45.5 6.0 6.0 42.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 4 25.0 - 25.0 50.0

サービス業（他に分類されないもの） 284 47.9 6.7 7.0 38.4

その他 28 57.1 10.7 14.3 17.9

＜従業員規模＞

９９人以下 99 40.4 9.1 15.2 35.4

１００～２９９人 1,380 48.8 7.3 5.1 38.8

３００～９９９人 569 49.0 4.2 4.0 42.7

１，０００人以上 204 57.4 4.4 4.4 33.8

一方、最も重要視する対策についてみると、「新卒採用を強化する（通年採用化、新卒定

義の拡大、インターンシップの受入強化等含む）」が 22.5％ともっとも割合が高く、次いで、

「中途採用を強化する（採用チャネルの多様化、応募要件の緩和等含む）」（15.7％）、「業務

の効率化を進める（無駄な業務の削減、業務の標準化、仕事の分担・進め方の見直し等）」

（15.6％）、「募集時の賃金を引き上げる」（9.7％）、「募集時の賃金以外の処遇・労働条件を

改善する」（5.7％）などとなっている。 
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図表 2-1-3：人材（人手）不足を緩和するために重要視している対策（単位＝％）【企業調査】 

２．社内人材の多様化の状況

2-1．社内人材の多様化の状況 
(1)企業からみた社内人材の多様化（企業調査） 

企業調査では、「性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から 5 年前と

現在を比較し、貴社の社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、5 年先の社内人材の

多様化は、現在と比較し進むと思いますか」と尋ねている。 
それによれば、まず、①5 年前と現在の比較（これまで）でみると、社内人材の多様化で

「多様化推進・計」（「多様化が大幅に推進」（4.8％）、「多様化がやや推進」（43.7％）の合計）

の割合は、48.5％と約半数を占めている。 
一方、②現在と 5 年先の比較（今後）では、「多様化推進・計」（「多様化が大幅に推進」（10.6％）、

中途採用を強化する（採用チャネルの多様化、応募要件の緩和等含む）

新卒採用を強化する（通年採用化、新卒定義の拡大、インターンシップ

の受入強化等含む）

業務の効率化を進める（無駄な業務の削減、業務の標準化、仕事の分

担・進め方の見直し等）

定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う

募集時の賃金を引き上げる

募集時の賃金以外の処遇・労働条件を改善する

非正社員から正社員への登用を進める

離職率を低下させるための雇用管理の改善

既存人材の配置転換

非正社員の活用を進める（非正社員の量的な拡大や業務の高度化）

省力化投資（機械化・自動化、ＩＴ化）を行う

教育訓練・能力開発による生産性等の向上

教育訓練・能力開発による既存人材の業務可能範囲の拡大

周辺業務の外部委託化（アウトソーシング）を進める

出向・転籍者を受け入れる

出産・育児等による離職者の呼び戻し・優先採用を行う

既存人材の時間外労働（残業や休日出勤）を増加させる

事業の縮小・見直し（営業時間の短縮、製品・サービスの絞込み等）を

行う

人材確保を主目的としたＭ＆Ａの実施

その他

無回答

上位５つに該当 （ つまでの ）

最も重要視 ）（ ）

※人材（人手）不足を緩和するための対策について、「取り組んでいる」「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」とする企業を対象に集

計。「上位 つに該当」は つまでの複数回答であり、「最も重要視」はそのうちの最も重要視しているもので、単一回答。
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図表 2-1-3：人材（人手）不足を緩和するために重要視している対策（単位＝％）【企業調査】 
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新卒採用を強化する（通年採用化、新卒定義の拡大、インターンシップ

の受入強化等含む）

業務の効率化を進める（無駄な業務の削減、業務の標準化、仕事の分

担・進め方の見直し等）

定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う

募集時の賃金を引き上げる

募集時の賃金以外の処遇・労働条件を改善する

非正社員から正社員への登用を進める

離職率を低下させるための雇用管理の改善

既存人材の配置転換

非正社員の活用を進める（非正社員の量的な拡大や業務の高度化）

省力化投資（機械化・自動化、ＩＴ化）を行う

教育訓練・能力開発による生産性等の向上

教育訓練・能力開発による既存人材の業務可能範囲の拡大

周辺業務の外部委託化（アウトソーシング）を進める

出向・転籍者を受け入れる

出産・育児等による離職者の呼び戻し・優先採用を行う

既存人材の時間外労働（残業や休日出勤）を増加させる

事業の縮小・見直し（営業時間の短縮、製品・サービスの絞込み等）を

行う

人材確保を主目的としたＭ＆Ａの実施

その他

無回答

上位５つに該当 （ つまでの ）

最も重要視 ）（ ）

※人材（人手）不足を緩和するための対策について、「取り組んでいる」「未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定」とする企業を対象に集

計。「上位 つに該当」は つまでの複数回答であり、「最も重要視」はそのうちの最も重要視しているもので、単一回答。

「多様化がやや推進」（52.4％）の合計）の割合が 63.0％となっている。これまでに比べて、

今後のほうが、14.5 ポイント高くなっている（図表 2-2-1）。

次に、企業調査では、①5 年前と現在の比較において、「多様化が大幅に推進」又は「多様

化がやや推進」と回答した企業を対象に、社内人材の多様化が進んできた中で、人材（女性

社員、60 歳以上の高齢社員、高度外国人社員）について、これまでの増減の状況を尋ねてい

る。

それによれば、「増加・計」（「大幅に増加」「やや増加」の合計）の割合は、「60 歳以上の

高齢社員」が 78.8％、「女性社員」が 62.3％、「高度外国人社員」が 17.9％となっている（図

表 2-2-2①）。

一方、②現在と 5 年先の比較においても、「多様化が大幅に推進」又は「多様化がやや推

進」と回答した企業を対象に、人材（女性社員、60 歳以上の高齢社員、高度外国人社員）に

対する将来的な採用意欲を尋ねたところ、「上昇・計」とする割合（「大幅に上昇」「やや上昇」

の合計）は、「60 歳以上の高齢社員」が 72.7％、「女性社員」が 68.8％、「高度外国人社員」

が 27.6％となっている（図表 2-2-2②）。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

多様化が大幅に推進 多様化がやや推進 変わらない 一様化がやや推進 一様化が大幅に推進 無回答

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

増

加

・

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

上

昇

・

計

女性社員

６０歳以上の高齢社員

高度外国人社員

②現在と5年先を比較した将来的な採用意欲

※①5年前と現在を比較した増減状況は、社内人材の多様化について、5年前と現在の比較において、「多様化が大幅に推進」「多様化がやや推進」と回答し

た企業を対象に集計。②現在と5年先を比較した将来的な採用意欲は、社内人材の多様化について、現在と5年先の比較において、「多様化が大幅に推進」

「多様化がやや推進」と回答した企業を対象に集計。「①5年前と現在を比較した増減状況」の「増加・計」は「大幅に増加」「やや増加」の合計。「②現

在と5年先を比較した将来的な採用意欲」の「上昇・計」は、「大幅に上昇」「やや上昇」の合計。

①5年前と現在を比較した増減状況

図表 2-2-1：性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等の観点からみた社内人材の多様化の変化

（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 2-2-2：①社内人材の多様化における増減状況、及び②将来的な採用意欲（SA、単位＝％）

【企業調査】
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(2)労働者側からみた社内人材の多様化（労働者調査）

労働者調査では、「性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から 5 年前

と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、5 年先の社

内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか」と尋ねている。

まず、①5 年前と現在の比較（これまで）でみると、社内人材の多様化について、「多様化・

計」（「大幅に多様化」（5.5％）、「やや多様化」（36.1％）の合計）は、41.6％と 4 割を占めて

いる。一方、②現在と 5 年先の比較（今後）では、「多様化・計」（「大幅に多様化」（10.1％）、

「やや多様化」（36.3％）の合計）が 46.4％となっている。これまでに比べて、今後のほう

が、わずかに高くなっている（図表 2-2-3）。

2-2．社内人材の状況変化を踏まえた雇用管理の状況（企業調査）

企業調査では、「社内人材の状況変化を踏まえ、5 年前と現在を比較し、従業員の雇用管理

の多様性が必要になっていると感じますか。5 年先の見通しも教えてください」と尋ねてい

次に、企業調査では、社内人材の状況変化を踏まえ、5 年以内での従業員の雇用管理の見

直しについて、従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、雇用区分（女性の雇用管理、

60 歳以上高齢者の雇用管理、高度外国人材の雇用管理）ごとに特別な対応をしたかを尋ねて

いる。また、同様に、社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後 5 年以内に従業員の雇用

管理を見直す必要があると感じるかについても尋ねた。これについてまとめたものが図表

2-2-5 である。それによれば、まず、5 年以内（これまで）において、従業員一律の雇用管理

について「見直した」とする割合は、48.9％となっている。一方、今後 5 年以内では、「見

直す必要がある」とする割合は 74.7％となっている。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

大幅に多様化 やや多様化 変わらない やや同質化 大幅に同質化 無回答

図表 2-2-3：性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等の観点からみた勤め先企業の社内人材の

多様化の変化（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、単位＝％）

【労働者調査】

る。それによれば、①5 年前と現在の比較（これまで）でみると、従業員の雇用管理の多様

性の必要について、「多様化・計」（「大幅に多様化」（5.7％）、「やや多様化」（54.4％）の合

計）は、60.1％となっている。一方、②現在と 5 年先の比較（今後）では、「多様化・計」（「大

幅に多様化」（14.1％）、「やや多様化」（58.9％）の合計）が 73.0％となっている。これまで

に比べて、今後のほうが、12.9 ポイント高くなっている（図表 2-2-4）。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 13 －

(2)労働者側からみた社内人材の多様化（労働者調査）

労働者調査では、「性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から 5 年前

と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、5 年先の社

内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか」と尋ねている。

まず、①5 年前と現在の比較（これまで）でみると、社内人材の多様化について、「多様化・

計」（「大幅に多様化」（5.5％）、「やや多様化」（36.1％）の合計）は、41.6％と 4 割を占めて

いる。一方、②現在と 5 年先の比較（今後）では、「多様化・計」（「大幅に多様化」（10.1％）、

「やや多様化」（36.3％）の合計）が 46.4％となっている。これまでに比べて、今後のほう

が、わずかに高くなっている（図表 2-2-3）。

2-2．社内人材の状況変化を踏まえた雇用管理の状況（企業調査）

企業調査では、「社内人材の状況変化を踏まえ、5 年前と現在を比較し、従業員の雇用管理

の多様性が必要になっていると感じますか。5 年先の見通しも教えてください」と尋ねてい

次に、企業調査では、社内人材の状況変化を踏まえ、5 年以内での従業員の雇用管理の見

直しについて、従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、雇用区分（女性の雇用管理、

60 歳以上高齢者の雇用管理、高度外国人材の雇用管理）ごとに特別な対応をしたかを尋ねて

いる。また、同様に、社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後 5 年以内に従業員の雇用

管理を見直す必要があると感じるかについても尋ねた。これについてまとめたものが図表

2-2-5 である。それによれば、まず、5 年以内（これまで）において、従業員一律の雇用管理

について「見直した」とする割合は、48.9％となっている。一方、今後 5 年以内では、「見

直す必要がある」とする割合は 74.7％となっている。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

大幅に多様化 やや多様化 変わらない やや同質化 大幅に同質化 無回答

図表 2-2-3：性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等の観点からみた勤め先企業の社内人材の

多様化の変化（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、単位＝％）

【労働者調査】

る。それによれば、①5 年前と現在の比較（これまで）でみると、従業員の雇用管理の多様

性の必要について、「多様化・計」（「大幅に多様化」（5.7％）、「やや多様化」（54.4％）の合

計）は、60.1％となっている。一方、②現在と 5 年先の比較（今後）では、「多様化・計」（「大

幅に多様化」（14.1％）、「やや多様化」（58.9％）の合計）が 73.0％となっている。これまで

に比べて、今後のほうが、12.9 ポイント高くなっている（図表 2-2-4）。

雇用区分ごとにみると、5 年以内（これまで）に「見直した」とする割合は、「女性の雇用

管理」（40.7％）、「60 歳以上高齢者の雇用管理」（57.7％）、「高度外国人材の雇用管理」（7.0％）

となっている。今後 5 年以内では、「見直す必要がある」とする割合は、「女性の雇用管理」

（64.0％）、「60 歳以上高齢者の雇用管理」（72.4％）、「高度外国人材の雇用管理」（24.1％）

となっている。

2-3．雇用管理の実施状況

(1)雇用管理（企業調査）

企業調査では、現在取り組んでいる雇用管理の実施状況4（いわゆる正社員、限定正社員、

非正社員）について尋ねており、実施企業については、従業員全体を一律に実施しているか、

対象者を雇用区分（女性、60 歳以上高齢者、高度外国人）のみに限定実施しているかについ

                                              
4 調査設問（問 15）は、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員の三つの就業形態について尋ねている。なお、

本設問は複数回答であり、設問の注記において、従業員全体を一律に対象とはしておらず、対象者を雇用区分（女

性、60 歳以上高齢者、高度外国人）で限定している場合には、「限定実施」と「その雇用区分」にも選択を求

めている（限定している対象が女性、高齢者、高度外国人以外の場合、「限定実施」のみを選択するよう指示）。

なお、問 15 において、設問の雇用管理の各項目は、正社員・限定正社員と非正社員では一部異なることに留意。

具体的には、正社員・限定正社員の項目に比べて、非正社員では、「②本人の希望を踏まえた配属、配置転換」

「③業務遂行に伴う裁量権の拡大」「④優秀な人材の抜擢・登用」「⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アッ

プ」「⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「⑧採用時に職務内容を文書で明確化」「⑨長時間労働対策やメン

タルヘルス対策」「⑩有給休暇の取得促進」「⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支

援」「⑱副業・兼業の推進」の項目がない。逆に、「優秀な人材を正社員へ登用」は、いわゆる正社員及び限定

正社員にはなく、非正社員単独の設問項目である。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

大幅に多様化 やや多様化 変わらない やや同質化 大幅に同質化 無回答

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

①従業員一律の雇用管理

②女性の雇用管理

③６０歳以上高齢者の雇用管理

④高度外国人材の雇用管理

5年以内 今後5年以内

図表 2-2-4：社内人材の状況変化を踏まえた従業員の雇用管理の多様性の必要（①5 年前と

現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 2-2-5：従業員の雇用管理の見直し（5 年以内、今後 5 年以内）（SA、単位＝％）

【企業調査】
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ても尋ねている5（複数回答）。これをまとめたものが図表 2-2-6 である。

図表 2-2-6：現在取り組んでいる雇用管理の実施状況（MA、単位＝％）【企業調査】

                                                
5 男女雇用機会均等法では、一定の条件の下、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障とな

っている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を除き、募集・採用、配置・昇進・教育

訓練等について労働者の性別を理由とした差別的取扱いを禁止していることや、育児・介護休業法に定める仕事

や育児・介護の両立支援制度は、男女ともに対象とする必要があることに留意が必要。

(1)いわゆる正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 2,260 74.6 5.2 1.0 0.4 0.1 14.2 6.0 79.8

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換 2,260 51.7 15.4 2.7 1.7 0.2 26.3 6.7 67.1

③業務遂行に伴う裁量権の拡大 2,260 34.9 11.2 1.1 0.7 0.1 45.8 8.1 46.1

④優秀な人材の抜擢・登用 2,260 64.7 14.2 1.7 0.8 0.3 14.0 7.1 78.9

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 2,260 72.3 9.8 1.2 0.5 0.2 11.7 6.1 82.2

⑥能力開発機会の充実 2,260 60.1 12.3 1.3 0.3 0.1 19.9 7.7 72.4

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化 2,260 53.4 14.4 5.7 3.4 0.1 25.8 6.5 67.7

⑧採用時に職務内容を文書で明確化 2,260 65.8 4.3 0.2 0.5 0.1 22.4 7.4 70.2

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策 2,260 81.9 4.4 0.4 0.2 - 8.0 5.7 86.3

⑩有給休暇の取得促進 2,260 68.7 4.0 0.5 0.1 - 21.3 6.0 72.7

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 2,260 72.3 4.0 0.4 0.1 - 16.4 7.3 76.3

⑫仕事と育児との両立支援 2,260 69.7 13.1 8.9 0.2 - 11.1 6.1 82.8

⑬仕事と介護との両立支援 2,260 69.5 5.3 0.9 0.4 - 18.8 6.4 74.8

⑭仕事と病気治療との両立支援 2,260 65.8 5.9 0.6 0.4 - 21.2 7.1 71.7

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 2,260 58.5 7.5 2.5 0.4 0.0 26.9 7.1 66.0

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 2,260 61.1 4.9 0.8 0.1 0.0 25.6 8.4 66.0

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 2,260 67.8 8.2 0.4 0.1 - 16.9 7.1 76.0

⑱副業・兼業の推進 2,260 6.4 2.1 0.1 0.1 - 83.7 7.8 8.5

(2)限定正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 462 75.3 6.9 0.4 - 0.2 10.8 6.9 82.3

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換 462 61.0 12.6 1.9 1.1 - 19.9 6.5 73.6

③業務遂行に伴う裁量権の拡大 462 37.7 8.4 0.6 - - 45.9 8.0 46.1

④優秀な人材の抜擢・登用 462 63.2 11.3 1.1 - 0.2 17.7 7.8 74.5

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 462 71.6 9.5 1.5 0.4 0.4 11.7 7.1 81.2

⑥能力開発機会の充実 462 59.3 10.8 1.5 0.2 0.4 21.9 8.0 70.1

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化 462 63.6 10.6 3.7 0.6 - 18.0 7.8 74.2

⑧採用時に職務内容を文書で明確化 462 67.3 5.6 0.2 0.2 0.2 19.0 8.0 72.9

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策 462 78.4 5.4 0.2 - - 9.1 7.1 83.8

⑩有給休暇の取得促進 462 67.3 6.7 0.4 - - 18.6 7.4 74.0

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 462 72.7 6.9 0.4 - - 12.6 7.8 79.7

⑫仕事と育児との両立支援 462 71.0 11.3 5.2 - - 10.2 7.6 82.3

⑬仕事と介護との両立支援 462 69.0 7.1 0.4 0.6 - 17.1 6.7 76.2

⑭仕事と病気治療との両立支援 462 65.4 8.0 0.9 0.4 - 18.8 7.8 73.4

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 462 63.2 8.0 1.5 - - 21.2 7.6 71.2

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 462 61.3 5.8 0.6 - - 24.9 8.0 67.1

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 462 66.2 7.1 0.2 - - 18.6 8.0 73.4

⑱副業・兼業の推進 462 10.4 3.2 - 0.4 - 78.1 8.2 13.6

(3)非正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 2,007 49.0 6.3 0.8 0.5 - 35.9 8.8 55.3

②優秀な人材を正社員へ登用 2,007 61.3 13.8 2.8 0.2 0.4 17.8 7.1 75.1

③能力開発機会の充実 2,007 39.8 9.4 1.1 0.4 0.1 40.9 10.0 49.2

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 2,007 65.6 5.4 0.6 0.4 - 20.3 8.6 71.1

⑤仕事と育児との両立支援 2,007 56.0 10.1 5.4 0.3 - 25.4 8.6 66.1

⑥仕事と介護との両立支援 2,007 55.7 6.0 0.8 0.6 - 29.6 8.7 61.7

⑦仕事と病気治療との両立支援 2,007 51.9 5.8 0.4 0.5 - 32.9 9.4 57.7

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 2,007 52.1 5.2 0.5 0.2 - 33.0 9.7 57.2

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 2,007 50.9 6.3 0.4 0.5 0.1 33.3 9.5 57.2

※4：「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」は、「一律実施」「限定実施」を選択した企業のこと。
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実
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・

限

定

実

施

※1：(1)正社員の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：(2)限定正社員は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：(3)非正社員は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。

限定実施のうち

n

非正社員

n
一律

実施

限定

実施

限定実施のうち

未実施 無回答

いわゆる正社員

未実施 無回答
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限定実施のうち

未実施 無回答
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ても尋ねている5（複数回答）。これをまとめたものが図表 2-2-6 である。

図表 2-2-6：現在取り組んでいる雇用管理の実施状況（MA、単位＝％）【企業調査】

                                                
5 男女雇用機会均等法では、一定の条件の下、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障とな

っている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を除き、募集・採用、配置・昇進・教育

訓練等について労働者の性別を理由とした差別的取扱いを禁止していることや、育児・介護休業法に定める仕事

や育児・介護の両立支援制度は、男女ともに対象とする必要があることに留意が必要。

(1)いわゆる正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 2,260 74.6 5.2 1.0 0.4 0.1 14.2 6.0 79.8

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換 2,260 51.7 15.4 2.7 1.7 0.2 26.3 6.7 67.1

③業務遂行に伴う裁量権の拡大 2,260 34.9 11.2 1.1 0.7 0.1 45.8 8.1 46.1

④優秀な人材の抜擢・登用 2,260 64.7 14.2 1.7 0.8 0.3 14.0 7.1 78.9

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 2,260 72.3 9.8 1.2 0.5 0.2 11.7 6.1 82.2

⑥能力開発機会の充実 2,260 60.1 12.3 1.3 0.3 0.1 19.9 7.7 72.4

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化 2,260 53.4 14.4 5.7 3.4 0.1 25.8 6.5 67.7

⑧採用時に職務内容を文書で明確化 2,260 65.8 4.3 0.2 0.5 0.1 22.4 7.4 70.2

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策 2,260 81.9 4.4 0.4 0.2 - 8.0 5.7 86.3

⑩有給休暇の取得促進 2,260 68.7 4.0 0.5 0.1 - 21.3 6.0 72.7

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 2,260 72.3 4.0 0.4 0.1 - 16.4 7.3 76.3

⑫仕事と育児との両立支援 2,260 69.7 13.1 8.9 0.2 - 11.1 6.1 82.8

⑬仕事と介護との両立支援 2,260 69.5 5.3 0.9 0.4 - 18.8 6.4 74.8

⑭仕事と病気治療との両立支援 2,260 65.8 5.9 0.6 0.4 - 21.2 7.1 71.7

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 2,260 58.5 7.5 2.5 0.4 0.0 26.9 7.1 66.0

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 2,260 61.1 4.9 0.8 0.1 0.0 25.6 8.4 66.0

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 2,260 67.8 8.2 0.4 0.1 - 16.9 7.1 76.0

⑱副業・兼業の推進 2,260 6.4 2.1 0.1 0.1 - 83.7 7.8 8.5

(2)限定正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 462 75.3 6.9 0.4 - 0.2 10.8 6.9 82.3

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換 462 61.0 12.6 1.9 1.1 - 19.9 6.5 73.6

③業務遂行に伴う裁量権の拡大 462 37.7 8.4 0.6 - - 45.9 8.0 46.1

④優秀な人材の抜擢・登用 462 63.2 11.3 1.1 - 0.2 17.7 7.8 74.5

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 462 71.6 9.5 1.5 0.4 0.4 11.7 7.1 81.2

⑥能力開発機会の充実 462 59.3 10.8 1.5 0.2 0.4 21.9 8.0 70.1

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化 462 63.6 10.6 3.7 0.6 - 18.0 7.8 74.2

⑧採用時に職務内容を文書で明確化 462 67.3 5.6 0.2 0.2 0.2 19.0 8.0 72.9

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策 462 78.4 5.4 0.2 - - 9.1 7.1 83.8

⑩有給休暇の取得促進 462 67.3 6.7 0.4 - - 18.6 7.4 74.0

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 462 72.7 6.9 0.4 - - 12.6 7.8 79.7

⑫仕事と育児との両立支援 462 71.0 11.3 5.2 - - 10.2 7.6 82.3

⑬仕事と介護との両立支援 462 69.0 7.1 0.4 0.6 - 17.1 6.7 76.2

⑭仕事と病気治療との両立支援 462 65.4 8.0 0.9 0.4 - 18.8 7.8 73.4

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 462 63.2 8.0 1.5 - - 21.2 7.6 71.2

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 462 61.3 5.8 0.6 - - 24.9 8.0 67.1

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 462 66.2 7.1 0.2 - - 18.6 8.0 73.4

⑱副業・兼業の推進 462 10.4 3.2 - 0.4 - 78.1 8.2 13.6

(3)非正社員

女性
60歳以上

高齢者

高度外国

人

①人事評価に関する公正性・納得性の向上 2,007 49.0 6.3 0.8 0.5 - 35.9 8.8 55.3

②優秀な人材を正社員へ登用 2,007 61.3 13.8 2.8 0.2 0.4 17.8 7.1 75.1

③能力開発機会の充実 2,007 39.8 9.4 1.1 0.4 0.1 40.9 10.0 49.2

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 2,007 65.6 5.4 0.6 0.4 - 20.3 8.6 71.1

⑤仕事と育児との両立支援 2,007 56.0 10.1 5.4 0.3 - 25.4 8.6 66.1

⑥仕事と介護との両立支援 2,007 55.7 6.0 0.8 0.6 - 29.6 8.7 61.7

⑦仕事と病気治療との両立支援 2,007 51.9 5.8 0.4 0.5 - 32.9 9.4 57.7

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 2,007 52.1 5.2 0.5 0.2 - 33.0 9.7 57.2

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 2,007 50.9 6.3 0.4 0.5 0.1 33.3 9.5 57.2

※4：「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」は、「一律実施」「限定実施」を選択した企業のこと。
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※1：(1)正社員の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：(2)限定正社員は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：(3)非正社員は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。
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①雇用管理の実施企業割合

まず、雇用管理の実施項目において、「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律

実施」「限定実施」を選択した企業）の割合についてみると、いわゆる正社員では、「長時間

労働対策やメンタルヘルス対策」「仕事と育児との両立支援」「能力・成果等に見合った昇進

や賃金アップ」「人事評価に関する公正性・納得性の向上」などが上位の実施項目となってい

る。

限定正社員でも、「雇用管理実施企業」の割合は、「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」

「仕事と育児との両立支援」「人事評価に関する公正性・納得性の向上」「能力・成果等に見

合った昇進や賃金アップ」などが上位の実施項目となっている。

非正社員では、「雇用管理実施企業」の割合は、「優秀な人材を正社員へ登用」「職場の人

間関係やコミュニケーションの円滑化」「仕事と育児との両立支援」「仕事と介護との両立支

援」などが上位の実施項目になっている。

②雇用管理の一律実施と限定実施の割合

そこで、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員ごとに、雇用管理の各項目で一律実施と

限定実施の割合をそれぞれ比較してみると、いずれの項目も、一律実施の割合に比べて、限

定実施の割合が少ない。

限定実施の項目に着目してみると、いわゆる正社員において、限定実施の割合が高いもの

としては、「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「優

秀な人材の抜擢・登用」「仕事と育児との両立支援」「能力開発機会の充実」などとなってい

る。

限定正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「本人の希望を踏まえた配属、

配置転換」「優秀な人材の抜擢・登用」「仕事と育児との両立支援」「能力開発機会の充実」「労

働時間の短縮や働き方の柔軟化」などとなっている。

非正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「優秀な人材を正社員へ登用」「仕

事と育児との両立支援」などとなっている。

③雇用管理実施企業の割合の就業形態間の比較

参考として、「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択

した企業）の割合を就業形態間で比較したものが図表 2-2-7 である（以下では、「②正社員・

限定正社員がいる企業」及び、「③正社員・非正社員がいる企業」について記述）。

まず、いわゆる正社員と限定正社員の雇用管理の実施割合を比較するため、「②正社員・限

定正社員がいる企業」に限定してみると（「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=462））、いずれの項目の実施割合もおおむね変わらない。両者の差に注目すると、「副業・

兼業の推進」を除き、いずれの項目も、いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが実施割
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合はわずか（10 ポイント以下）に低い。いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが低さが

目立つ項目としては、「優秀な人材の抜擢・登用」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共

有化、浸透促進」「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」などとなっている。

同様に、いわゆる正社員と非正社員の雇用管理の比較可能な項目について、「③正社員・非

正社員がいる企業」に限定してみると（「非正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=2,007））、いずれの項目の実施割合も、いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低く

なっている。いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低い項目としては、「人事評価に関す

る公正性・納得性の向上」「能力開発機会の充実」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共

有化、浸透促進」「仕事と育児との両立支援」などとなっている。

図表 2-2-7：雇用管理実施企業の割合の就業形態間の比較（MA、単位＝％）【企業調査】

(2)労働生産性やモチベーションを高めるための雇用管理（労働者調査）

労働者調査では、「従業員の労働生産性6やモチベーションを高めるため、あなたが重要だ

                                              
6 労働者調査の調査票では、「労働生産性は、従業員一人あたりの付加価値を指すものとします」と定義。

n数 2,260 462 2,007

就業形態

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

非正社

員

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

いわゆ

る正社

員

非正社

員

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

非正社

員

人事評価に関する公正性・納得性の向上 79.8 82.3 55.3 87.9 82.3 80.1 55.3 88.0 83.0 62.4

本人の希望を踏まえた配属、配置転換 67.0 73.6 76.6 73.6 67.0 77.3 73.7

業務遂行に伴う裁量権の拡大 46.1 46.1 50.9 46.1 45.7 50.5 45.2

優秀な人材の抜擢・登用 78.9 74.5 84.4 74.5 79.7 85.6 75.8

優秀な人材を正社員へ登用 75.0 75.0 81.8

能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 82.2 81.2 86.6 81.2 82.4 86.4 81.6

能力開発機会の充実 72.4 70.1 49.2 76.0 70.1 72.6 49.2 76.3 70.6 55.7

労働時間の短縮や働き方の柔軟化 67.7 74.2 77.3 74.2 68.0 77.5 73.9

採用時に職務内容を文書で明確化 70.2 72.9 74.0 72.9 70.4 73.9 73.4

長時間労働対策やメンタルヘルス対策 86.3 83.8 91.1 83.8 87.0 91.1 84.9

有給休暇の取得促進 72.7 74.0 79.0 74.0 73.1 79.4 75.4

職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 76.3 79.7 71.1 82.3 79.7 76.9 71.1 81.8 80.6 77.0

仕事と育児との両立支援 82.8 82.3 66.1 88.3 82.3 83.8 66.1 88.8 84.2 73.4

仕事と介護との両立支援 74.8 76.2 61.7 79.7 76.2 76.0 61.7 80.9 78.0 67.7

仕事と病気治療との両立支援 71.7 73.4 57.7 77.1 73.4 72.2 57.7 77.0 74.2 65.3

育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 66.0 71.2 73.6 71.2 66.4 74.2 72.2

従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 66.0 67.1 57.2 70.3 67.1 66.6 57.2 70.6 67.9 63.9

経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 76.0 73.4 57.2 82.5 73.4 76.3 57.2 83.3 74.9 64.8

副業・兼業の推進 8.5 13.6 10.2 13.6 8.0 9.6 13.4

※6：「④正社員・限定正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」及び「非正社員がいる」とする企業（n=418）。

※7：数値は、就業形態ごとの「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択した企業）の割合。

※1：「①全体」において、「いわゆる正社員」の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：「①全体」において、「限定正社員」は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：「①全体」において、「非正社員」は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。

※4：「②正社員・限定正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」とする企業（n=462）。

※5：「③正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「非正社員がいる」とする企業（n=2,007）。

462 2,007 418

①全体

就業形態（限定正社員・非正社員）がいる企業

②正社員・限定

正社員がいる企

業

③正社員・非正

社員がいる企業

④正社員・限定正社員・

非正社員がいる企業

※8：設問の人材育成の各項目について、非正社員では、「②本人の希望を踏まえた配属、配置転換」「③業務遂行に伴う裁量権の拡大」「④優秀な人材の抜
擢・登用」「⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「⑧採用時に職務内容を文書で明確化」「⑨長時間労働
対策やメンタルヘルス対策」「⑩有給休暇の取得促進」「⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援」「⑱副業・兼業の推進」の項
目がない。逆に、「優秀な人材を正社員へ登用」は、いわゆる正社員及び限定正社員にはなく、非正社員単独の設問項目である（表中では設問がない項目に
ついて空欄で表示）。
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合はわずか（10 ポイント以下）に低い。いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが低さが

目立つ項目としては、「優秀な人材の抜擢・登用」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共

有化、浸透促進」「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」などとなっている。

同様に、いわゆる正社員と非正社員の雇用管理の比較可能な項目について、「③正社員・非

正社員がいる企業」に限定してみると（「非正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=2,007））、いずれの項目の実施割合も、いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低く

なっている。いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低い項目としては、「人事評価に関す

る公正性・納得性の向上」「能力開発機会の充実」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共

有化、浸透促進」「仕事と育児との両立支援」などとなっている。

図表 2-2-7：雇用管理実施企業の割合の就業形態間の比較（MA、単位＝％）【企業調査】

(2)労働生産性やモチベーションを高めるための雇用管理（労働者調査）

労働者調査では、「従業員の労働生産性6やモチベーションを高めるため、あなたが重要だ

                                              
6 労働者調査の調査票では、「労働生産性は、従業員一人あたりの付加価値を指すものとします」と定義。

n数 2,260 462 2,007

就業形態

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

非正社

員

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

いわゆ

る正社

員

非正社

員

いわゆ

る正社

員

限定

正社員

非正社

員

人事評価に関する公正性・納得性の向上 79.8 82.3 55.3 87.9 82.3 80.1 55.3 88.0 83.0 62.4

本人の希望を踏まえた配属、配置転換 67.0 73.6 76.6 73.6 67.0 77.3 73.7

業務遂行に伴う裁量権の拡大 46.1 46.1 50.9 46.1 45.7 50.5 45.2

優秀な人材の抜擢・登用 78.9 74.5 84.4 74.5 79.7 85.6 75.8

優秀な人材を正社員へ登用 75.0 75.0 81.8

能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ 82.2 81.2 86.6 81.2 82.4 86.4 81.6

能力開発機会の充実 72.4 70.1 49.2 76.0 70.1 72.6 49.2 76.3 70.6 55.7

労働時間の短縮や働き方の柔軟化 67.7 74.2 77.3 74.2 68.0 77.5 73.9

採用時に職務内容を文書で明確化 70.2 72.9 74.0 72.9 70.4 73.9 73.4

長時間労働対策やメンタルヘルス対策 86.3 83.8 91.1 83.8 87.0 91.1 84.9

有給休暇の取得促進 72.7 74.0 79.0 74.0 73.1 79.4 75.4

職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 76.3 79.7 71.1 82.3 79.7 76.9 71.1 81.8 80.6 77.0

仕事と育児との両立支援 82.8 82.3 66.1 88.3 82.3 83.8 66.1 88.8 84.2 73.4

仕事と介護との両立支援 74.8 76.2 61.7 79.7 76.2 76.0 61.7 80.9 78.0 67.7

仕事と病気治療との両立支援 71.7 73.4 57.7 77.1 73.4 72.2 57.7 77.0 74.2 65.3

育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援 66.0 71.2 73.6 71.2 66.4 74.2 72.2

従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等） 66.0 67.1 57.2 70.3 67.1 66.6 57.2 70.6 67.9 63.9

経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進 76.0 73.4 57.2 82.5 73.4 76.3 57.2 83.3 74.9 64.8

副業・兼業の推進 8.5 13.6 10.2 13.6 8.0 9.6 13.4

※6：「④正社員・限定正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」及び「非正社員がいる」とする企業（n=418）。

※7：数値は、就業形態ごとの「雇用管理実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択した企業）の割合。

※1：「①全体」において、「いわゆる正社員」の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：「①全体」において、「限定正社員」は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：「①全体」において、「非正社員」は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。

※4：「②正社員・限定正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」とする企業（n=462）。

※5：「③正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「非正社員がいる」とする企業（n=2,007）。

462 2,007 418

①全体

就業形態（限定正社員・非正社員）がいる企業

②正社員・限定

正社員がいる企

業

③正社員・非正

社員がいる企業

④正社員・限定正社員・

非正社員がいる企業

※8：設問の人材育成の各項目について、非正社員では、「②本人の希望を踏まえた配属、配置転換」「③業務遂行に伴う裁量権の拡大」「④優秀な人材の抜
擢・登用」「⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「⑧採用時に職務内容を文書で明確化」「⑨長時間労働
対策やメンタルヘルス対策」「⑩有給休暇の取得促進」「⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援」「⑱副業・兼業の推進」の項
目がない。逆に、「優秀な人材を正社員へ登用」は、いわゆる正社員及び限定正社員にはなく、非正社員単独の設問項目である（表中では設問がない項目に
ついて空欄で表示）。

と考える企業側の雇用管理の取組は何ですか」と尋ねている（上位 5 つまでの複数回答）。

それによれば、「人事評価に関する公正性・納得性の向上」が 64.5％ともっとも多く、次い

で、「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」（56.9％）、「職場の人間関係やコミュニケ

ーションの円滑化」（41.4％）、「有給休暇の取得促進」（41.3％）、「本人の希望に踏まえた配

属、配置転換」（38.3％）、「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」（37.6％）、「長時間労働対策

やメンタルヘルス対策」（34.9％）、「優秀な人材の抜擢・登用」（23.7％）、「仕事と育児との

両立支援」（21.0％）、「能力開発機会の充実」（18.7％）などとなっている（図表 2-2-8）。

図表 2-2-8：労働生産性やモチベーションを高めるための雇用管理（5 つまでの MA、単位＝％）

【労働者調査】

2-4．多様な人材が活躍するための働き方の工夫

(1)多様な人材が活躍するための働き方の工夫（企業調査）

企業調査では、「業務遂行に当たって、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員といった

多様な人材の能力が、十分に発揮されていると感じますか」と尋ねている。それによれば、

多様な人材の能力について、「A．十分な能力が発揮されている」の該当割合（A 計：「A で

ある」「どちらかというと A」の合計）は、48.2％となっている一方で、「B．十分な能力の

発揮に向けて課題がある」の該当割合（B 計：「B である」「どちらかというと B」の合計）

も 47.8％となっており、両者は拮抗している（図表 2-2-9）。
次に、企業調査では、多様な人材の能力の発揮状況について、「B．十分な能力の発揮に向

けて課題がある」（「B である」「どちらかというと B」）と回答した企業を対象に、「多様な人

人事評価に関する公正性・納得性の向上

能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

有給休暇の取得促進

本人の希望に踏まえた配属、配置転換

労働時間の短縮や働き方の柔軟化

長時間労働対策やメンタルヘルス対策

優秀な人材の抜擢・登用

仕事と育児との両立支援

能力開発機会の充実

従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

業務遂行に伴う裁量権の拡大

事業やチーム単位での業務・処遇管理

仕事と介護との両立支援

仕事と病気治療との両立支援

副業・兼業の推進

採用時に職務内容を文書で明確化

無回答

合計（ ）
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材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組」（複数回答）に

ついても尋ねている。それによれば、「チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化」が

43.2％ともっとも多く、次いで、「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」

（34.0％）、「セミナー等を実施し、働き方に関する従業員の視野を広げる」（28.2％）、「IT
等を活用した業務の標準化」（28.1％）、「仕事の進め方等について気軽に相談できるメンター

を配置」（26.8％）、「IT 等を活用した情報共有の徹底」（25.1％）、「イベント等を開催し、社

員同士の交流を促進することで、コミュニケーションを向上させる」（21.7％）などとなって

いる（図表 2-2-10）。

図表 2-2-9：業務遂行に当たって、多様な人材の能力の発揮状況（SA、単位＝％）

【企業調査】

図表 2-2-10：多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考え

る取組（MA、単位＝％）【企業調査】

(2)労働者側が考える多様な人材が活躍するための働き方の工夫（労働者調査）

労働者調査では、「女性、高齢者、外国人、限定正社員等、職場における人材の多様性が

合計 ）

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである 無回答

Ａ．十分な能力が発揮されている Ｂ．十分な能力の発揮に向けて課題がある

チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確

化

多様な人材が相互にコミュニケーションできる

場所の整備

セミナー等を実施し、働き方に関する従業員の

視野を広げる

ＩＴ等を活用した業務の標準化

仕事の進め方等について気軽に相談できるメン

ターを配置

ＩＴ等を活用した情報共有の徹底

イベント等を開催し、社員同士の交流を促進す

ることで、コミュニケーションを向上させる

３６０度評価の実施等、多様な立場にある評価

者の意見が人事評価に盛り込まれるようにする

その他

特に実施していることはない

無回答

合計 ）

※多様な人材の能力の発揮状況について、「 ．十分な能力の発揮に向けて課題がある」（「 である」「どちらかというと 」）と回答した

企業を対象に集計。
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材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組」（複数回答）に

ついても尋ねている。それによれば、「チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化」が

43.2％ともっとも多く、次いで、「多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備」

（34.0％）、「セミナー等を実施し、働き方に関する従業員の視野を広げる」（28.2％）、「IT
等を活用した業務の標準化」（28.1％）、「仕事の進め方等について気軽に相談できるメンター

を配置」（26.8％）、「IT 等を活用した情報共有の徹底」（25.1％）、「イベント等を開催し、社

員同士の交流を促進することで、コミュニケーションを向上させる」（21.7％）などとなって

いる（図表 2-2-10）。

図表 2-2-9：業務遂行に当たって、多様な人材の能力の発揮状況（SA、単位＝％）

【企業調査】

図表 2-2-10：多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考え

る取組（MA、単位＝％）【企業調査】

(2)労働者側が考える多様な人材が活躍するための働き方の工夫（労働者調査）

労働者調査では、「女性、高齢者、外国人、限定正社員等、職場における人材の多様性が

合計 ）

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである 無回答

Ａ．十分な能力が発揮されている Ｂ．十分な能力の発揮に向けて課題がある

チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確

化

多様な人材が相互にコミュニケーションできる

場所の整備

セミナー等を実施し、働き方に関する従業員の

視野を広げる

ＩＴ等を活用した業務の標準化

仕事の進め方等について気軽に相談できるメン

ターを配置

ＩＴ等を活用した情報共有の徹底

イベント等を開催し、社員同士の交流を促進す

ることで、コミュニケーションを向上させる

３６０度評価の実施等、多様な立場にある評価

者の意見が人事評価に盛り込まれるようにする

その他

特に実施していることはない

無回答

合計 ）

※多様な人材の能力の発揮状況について、「 ．十分な能力の発揮に向けて課題がある」（「 である」「どちらかというと 」）と回答した

企業を対象に集計。

高まる中、多様な人材が活躍するため、重要だと思う働き方の工夫は何ですか」（上位 5 つ

までの複数回答）と尋ねている。それによれば、「多様な人材が相互にコミュニケーションで

きる場所の整備」が 58.3％ともっとも多く、次いで、「チーム内の意思決定方法・意思決定

権者の明確化」（54.4％）、「IT 等を活用した業務の標準化」（51.5％）、「仕事の進め方等につ

いて気軽に相談できるメンターを配置」（49.1％）、「IT 等を活用した情報共有の徹底」（47.9％）

などとなっている（図表 2-2-11）。

図表 2-2-11：職場における人材の多様性が高まる中、多様な人材が活躍するため、重要だと

思う働き方の工夫（5 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】

 

 

３．多様な働き方 

3-1．限定正社員

(1)限定正社員の回答企業・回答者の属性（企業調査、労働者調査）

 企業調査では、「正社員であるが、いわゆる正社員（勤務地、職務、勤務時間がいずれも限

定されていない正社員）と比較すると、勤務地、職務、労働時間等が限定されている「限定

正社員」がいますか」と尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-1 である。それによれ

ば、「限定正社員がいる」が 20.4％となっている。

なお、参考として、労働者調査では、勤め先企業での働き方について、「いわゆる正社員

（勤務地、職務、勤務時間がいずれも限定されていない正社員）」か、「限定正社員（いわゆ

る正社員と比較すると、勤務地、職務、労働時間等が限定されている正社員）」かについて尋

ねており、「限定正社員」は 7.1％となっている（図表 2-3-2）。

多様な人材が相互にコミュニケーションできる場所の整備

チーム内の意思決定方法・意思決定権者の明確化

ＩＴ等を活用した業務の標準化

仕事の進め方等について気軽に相談できるメンターを配置

ＩＴ等を活用した情報共有の徹底

イベント等を開催し、社員同士の交流を促進することで、コミュニケー

ションを向上させる

セミナー等を実施し、働き方に関する従業員の視野を広げる

３６０度評価の実施等、多様な立場にある評価者の意見が人事評価に盛り

込まれるようにする

その他

特に実施していることはない

無回答

合計 ）
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また、企業調査において、「限定正社員がいる」とする企業を対象に、限定正社員として「限

定されている事柄」を尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-3 である。それによれば、

「勤務地が限定されている（転勤が制限されている）」が 82.7％でもっとも多く、次いで、「職

務が限定されている」（39.2％）、「所定内労働時間が短縮されている」（28.4％）などとなっ

ている（なお、参考として、労働者調査について、限定正社員として「限定されている事柄」

をみたものが図表 2-3-4）。

限

定

正

社

員

が

い

る

限

定

正

社

員

は

い

な

い

無

回

答

い

わ

ゆ

る

正

社

員

限

定

正

社

員

無

回

答

合計 合計

＜業種＞ ＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業 鉱業、採石業、砂利採取業

建設業 建設業

製造業 製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 情報通信業

運輸業、郵便業 運輸業、郵便業

卸売業、小売業 卸売業、小売業

金融業、保険業 金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業 不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業 宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業 生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業 教育、学習支援業

医療、福祉 医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの） サービス業（他に分類されないもの）

その他 その他

＜従業員規模＞ ＜従業員規模＞

９９人以下 ９９人以下

１００～２９９人 １００～２９９人

３００～９９９人 ３００～９９９人

１，０００人以上 １，０００人以上

＜性別＞

男性

女性

労働者調査

図表2-3-1： 定正社員の有無（SA、単位＝％） 図表2-3-2：勤め先企業での働き方（いわゆる正社
員、限定正社員）（SA、単位＝％）【労働者調査】

企業調査

企業調査

(n=462）

労働者調査

（n=876）

職務が限定されている 職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている） 勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている 所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている 残業が制限されている

出勤日数が短縮されている 出勤日数が短縮されている

その他 その他

無回答 無回答

※企業調査は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計。 ※労働者調査は、勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者

を対象に集計。

図表2-3-3：限定正社員として「限定されてい
る事柄」（MA、単位＝％）【企業調査】

図表2-3-4：限定正社員として「限定されてい
る事柄」（MA、単位＝％）【労働者調査】

【企業調査】
限
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また、企業調査において、「限定正社員がいる」とする企業を対象に、限定正社員として「限

定されている事柄」を尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-3 である。それによれば、

「勤務地が限定されている（転勤が制限されている）」が 82.7％でもっとも多く、次いで、「職

務が限定されている」（39.2％）、「所定内労働時間が短縮されている」（28.4％）などとなっ

ている（なお、参考として、労働者調査について、限定正社員として「限定されている事柄」

をみたものが図表 2-3-4）。

限

定

正

社

員

が

い

る

限

定

正

社

員

は

い

な

い

無

回

答

い

わ

ゆ

る

正

社

員

限

定

正

社

員

無

回

答

合計 合計

＜業種＞ ＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業 鉱業、採石業、砂利採取業

建設業 建設業

製造業 製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 情報通信業

運輸業、郵便業 運輸業、郵便業

卸売業、小売業 卸売業、小売業

金融業、保険業 金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業 不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業 宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業 生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業 教育、学習支援業

医療、福祉 医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの） サービス業（他に分類されないもの）

その他 その他

＜従業員規模＞ ＜従業員規模＞

９９人以下 ９９人以下

１００～２９９人 １００～２９９人

３００～９９９人 ３００～９９９人

１，０００人以上 １，０００人以上

＜性別＞

男性

女性

労働者調査

図表2-3-1： 定正社員の有無（SA、単位＝％） 図表2-3-2：勤め先企業での働き方（いわゆる正社
員、限定正社員）（SA、単位＝％）【労働者調査】

企業調査

企業調査

(n=462）

労働者調査

（n=876）

職務が限定されている 職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている） 勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている 所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている 残業が制限されている

出勤日数が短縮されている 出勤日数が短縮されている

その他 その他

無回答 無回答

※企業調査は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計。 ※労働者調査は、勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者

を対象に集計。

図表2-3-3：限定正社員として「限定されてい
る事柄」（MA、単位＝％）【企業調査】

図表2-3-4：限定正社員として「限定されてい
る事柄」（MA、単位＝％）【労働者調査】

【企業調査】
限 (2)限定正社員の状況（企業調査） 

①限定正社員の導入時期 
企業調査において、限定正社員という働き方が活用され始めた時期を尋ねたところ、「10

年超前」が 42.2％となっており、それ以前では、「1 年超～3 年前」（18.4％）、「3 年超～6 年

前」（16.0％）、「6 年超～10 年前」（12.8％）などとなっている（図表 2-3-5）。 

図表 2-3-5：限定正社員という働き方が活用され始めた時期（SA、単位＝％）【企業調査】 

②正社員全体に占める限定正社員の割合

企業調査では、「正社員全体に占める限定正社員の割合」について、正社員全体及び、属

性（性別、年齢層）ごとにそれぞれ尋ねている7。これをまとめたものが図表 2-3-6 である。

それによれば、「合計」（正社員全体に占める限定正社員の割合）においては、「1 割以下」が

48.1％と半数を占めてもっとも割合が高く、次いで、「2～3 割」（21.9％）、「4～6 割」（9.3％）

などとなっている。「7 割以上・計」（「7～8 割」「9 割以上」の合計）の割合について、性別

で比較すると、男性に比べ女性のほうが割合は高い（女性 28.6％、男性 11.4％）。 
年齢層で比較すると、「7 割以上・計」の割合は、高齢社員（60 歳～）で 19.3％ともっと

も高い（とくに高齢社員（60 歳～）の「9 割以上」とする割合は 15.6％と他に比べ高い）。 
 
図表 2-3-6：正社員に占める限定正社員の割合（性、年齢層）（SA、単位＝％）【企業調査】 

                                                 
7 企業調査票では、属性ごとの限定正社員の割合について、「例えば、②（女性）であれば、女性限定正社員数

／女性正社員数×100 と計算した割合を、④（若年）であれば、若年限定正社員数（15～29 歳）／若年正社員数

（15～29 歳）×100 と計算した割合をお答えください」と注記している。  

現在～１年前 １年超～３年前 ３年超～６年前 ６年超～１０年前 １０年超前 無回答

全体 ）

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

１割以下 ２～３割 ４～６割 ７～８割 ９割以上 無回答
7割以上・

計

女性

男性

若年社員（15～29歳）

壮年社員（30～44歳）

中年社員（45～59歳）

高齢社員（60歳～）

年

齢

層

性

別

　 合計

※限定正社員がいる企業を対象に集計。「7割以上・計」は、「7～8割」「9割以上」の合計。
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③限定正社員が配属されている割合が高い職種

企業調査では、限定正社員が配属されている割合が高い職種（上位 3 つまでの複数回答）

を尋ねている。それによれば、「事務職」が 60.0％ともっとも多く、次いで、「専門・技術職」

（26.4％）、「製造・生産工程職」（20.3％）、「営業職」（18.0％）、「サービス職」（14.7％）、

「販売職」（12.3％）などとなっている（図表 2-3-7。なお、参考として、限定されている事

柄別8にみたものが図表 2-3-8）。

図表 2-3-7： 正社員が配属されている割合が高い職種（3 つまでの MA、単位＝％）

図表 2-3-8： されている事柄別にみた限定正社員が配属されている割合が高い職種

④限定正社員と正社員の間の転換可能性

限定正社員といわゆる正社員の間の転換可能性については、「相互に転換することができ

る」とする割合が 66.5％ともっとも高く、次いで、「限定正社員から正社員への転換のみ可

能」（14.7％）、「転換することはできない」（14.1％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「相互に転換することがで

きる」とする割合が高くなる一方で、規模が小さくなるほど「転換することはできない」と

する割合が高い（図表 2-3-9）。

                                            
8 図表 2-3-8 の表側の「限定されている事柄」は、複数回答の設問となっており、各項目のサンプル数を合算し

た値は、限定正社員がいる企業の合計（n=462）と一致しないことに留意（以下、複数回答で尋ねている設問に

ついて同じ）。

管理職 専門・技術

職

事務職 営業職 販売職 サービス職 保安職 製造・生産

工程職

輸送・機械

運転職

運搬・清掃

等労務職

その他 無回答

全体 ）

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

管

理

職

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サー

ビ

ス

職

保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

運

搬

・

清

掃

等

労

務

職

そ

の

他

無

回

答

合計

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※限定正社員がいる企業を対象に集計。表側の限定されている事柄「その他」は記載割愛。

【企業調査】

限定

（3つまでの MA、単位＝％）【企業調査】

限定
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③限定正社員が配属されている割合が高い職種

企業調査では、限定正社員が配属されている割合が高い職種（上位 3 つまでの複数回答）

を尋ねている。それによれば、「事務職」が 60.0％ともっとも多く、次いで、「専門・技術職」

（26.4％）、「製造・生産工程職」（20.3％）、「営業職」（18.0％）、「サービス職」（14.7％）、

「販売職」（12.3％）などとなっている（図表 2-3-7。なお、参考として、限定されている事

柄別8にみたものが図表 2-3-8）。

図表 2-3-7： 正社員が配属されている割合が高い職種（3 つまでの MA、単位＝％）

図表 2-3-8： されている事柄別にみた限定正社員が配属されている割合が高い職種

④限定正社員と正社員の間の転換可能性

限定正社員といわゆる正社員の間の転換可能性については、「相互に転換することができ

る」とする割合が 66.5％ともっとも高く、次いで、「限定正社員から正社員への転換のみ可

能」（14.7％）、「転換することはできない」（14.1％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「相互に転換することがで

きる」とする割合が高くなる一方で、規模が小さくなるほど「転換することはできない」と

する割合が高い（図表 2-3-9）。

                                            
8 図表 2-3-8 の表側の「限定されている事柄」は、複数回答の設問となっており、各項目のサンプル数を合算し

た値は、限定正社員がいる企業の合計（n=462）と一致しないことに留意（以下、複数回答で尋ねている設問に

ついて同じ）。

管理職 専門・技術

職

事務職 営業職 販売職 サービス職 保安職 製造・生産

工程職

輸送・機械

運転職

運搬・清掃

等労務職

その他 無回答

全体 ）

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

管

理

職

専

門

・

技

術

職

事

務

職
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業

職

販

売

職
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職
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職
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造

・
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産

工

程

職
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送

・

機

械

運

転

職

運

搬

・

清

掃

等

労

務

職

そ

の

他

無

回

答

合計

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※限定正社員がいる企業を対象に集計。表側の限定されている事柄「その他」は記載割愛。

【企業調査】

限定

（3つまでの MA、単位＝％）【企業調査】

限定

図表 2-3-9：限定正社員と正社員の間の転換可能性（SA、単位＝％）【企業調査】

⑤限定正社員と正社員との間の基本給や昇進スピードの差

企業調査では、「限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設

けていますか」と尋ねている。それによれば、まず、基本給の差の設定については、「いわゆ

る正社員の方が高い」とする割合が 58.4％と 6 割弱を占めており、「差はない」も 39.4％と

なっている。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「いわゆる正社員の方が高い」

とする割合は高い（図表 2-3-10）。
次に、企業調査では、基本給で「いわゆる正社員の方が高い」と回答した企業について、

限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かについても尋ねている。それ

によれば、「8 割超～9 割以下」が 43.0％ともっとも割合が高く、次いで、「9 割超」が 24.4％、

「7 割超～8 割以下」が 23.0％、「7 割以下」が 6.7％となっている（図表 2-3-11）。

図表 2-3-10：限定正社員と正社員の間の基本給の差の設定（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 2-3-11： 定正社員と正社員の間の基本給の差がある場合の正社員と比べての限定正社
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答

合計

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※限定正社員がいる企業を対象に集計。 
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＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

合計 ）

９割超 ８割超～９割以下 ７割超～８割以下 ７割以下 無回答

※限定正社員がいる企業のうち、基本給が限定正社員に比べ「いわゆる正社員の方が高い」とする企業を対象に集計。

員の基本給の割合（SA、単位＝％）【企業調査】

限
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また、昇進スピードの差の設定については、「差はない」が 49.4％、「いわゆる正社員の方

がはやい」が 48.3％となっており、両者は拮抗している。「限定正社員の方がはやい」は 1.3％
と少数である（図表 2-3-12）。

図表 2-3-12： 正社員と正社員の間の昇進スピードの差の設定（SA、単位＝％）

⑥限定正社員の早期選抜対象の有無

企業調査では、「将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜

の対象となりますか」と尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-13 である（①は限定正

社員のいる企業を対象に集計、②は早期選抜制度がある企業を対象に集計）。

それによれば、②早期選抜制度がある企業において、早期選抜の「対象となる」とする割

合は 52.7％であり、「対象としていない」とする割合は 47.3％となっている。

図表 2-3-13： 期選抜制度がある場合の限定正社員の選抜対象の有無（SA、単位＝％）
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９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※限定正社員がいる企業を対象に集計。
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②早期選抜制度がある企業における限定正社員の早期選抜対象の有無

対

象

と

な

る

対

象

と

し

て

い

な

い

早期選抜制度がある企業

※限定正社員がいる企業を対象に「早期選抜制度がない」及び無回答を除き集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

【企業調査】

定限

【企業調査】

早

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 25 －

また、昇進スピードの差の設定については、「差はない」が 49.4％、「いわゆる正社員の方

がはやい」が 48.3％となっており、両者は拮抗している。「限定正社員の方がはやい」は 1.3％
と少数である（図表 2-3-12）。

図表 2-3-12： 正社員と正社員の間の昇進スピードの差の設定（SA、単位＝％）

⑥限定正社員の早期選抜対象の有無

企業調査では、「将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜

の対象となりますか」と尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-13 である（①は限定正

社員のいる企業を対象に集計、②は早期選抜制度がある企業を対象に集計）。

それによれば、②早期選抜制度がある企業において、早期選抜の「対象となる」とする割

合は 52.7％であり、「対象としていない」とする割合は 47.3％となっている。

図表 2-3-13： 期選抜制度がある場合の限定正社員の選抜対象の有無（SA、単位＝％）
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＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※限定正社員がいる企業を対象に集計。
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な
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制
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無
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答

合計

②早期選抜制度がある企業における限定正社員の早期選抜対象の有無

対

象

と

な

る

対

象

と

し

て

い

な

い

早期選抜制度がある企業

※限定正社員がいる企業を対象に「早期選抜制度がない」及び無回答を除き集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

【企業調査】

定限

【企業調査】

早

⑦限定正社員という働き方を導入している理由

限定正社員という働き方を導入している理由（複数回答）は、「仕事と育児・介護・病気

治療の両立（ワーク・ライフ・バランス）を支援するため」が 53.9％ともっとも多く、次い

で、「人材の特性に合わせた多様な雇用管理を行うため」（42.4％）、「優秀な人材を採用する

ため」（28.6％）、「職務を限定することで、専門性や生産性の向上をより促すため」（23.2％）

などとなっている（図表 2-3-14）。
これを従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「仕事と育児・介護・病気治療の

両立（ワーク・ライフ・バランス）を支援するため」「優秀な人材を採用するため」「非正社

員から正社員への転換を円滑化させるため」などの割合が高くなる。その一方で、規模が小

さくなるほど、「職務を限定することで、専門性や生産性の向上をより促すため」の割合が高

くなる傾向にある。

なお、参考として、導入理由を限定されている事柄別にみると、「職務が限定されている」

では、「人材の特性に合わせた多様な雇用管理を行うため」「職務を限定することで、専門性

や生産性の向上をより促すため」「仕事と育児・介護・病気治療の両立を支援するため」など

が上位の理由となっている。また、「勤務地が限定されている」では、「仕事と育児・介護・

病気治療の両立を支援するため」「人材の特性に合わせた多様な雇用管理を行うため」「優秀

な人材を採用するため」などが上位の理由となっている。なお、労働時間にかかわる「所定

内労働時間が短縮されている」「残業が制限されている」「出勤日数が短縮されている」では、

図表 2-3-14：限定正社員という働き方を導入している理由（MA、単位＝％）【企業調査】

仕事と育児・介護・病気治療の両立（ワーク・ライフ・バランス）を支援するため

人材の特性に合わせた多様な雇用管理を行うため

優秀な人材を採用するため

職務を限定することで、専門性や生産性の向上をより促すため

非正社員から正社員への転換を円滑化させるため

人件費の節約のため

従業員や労働組合等からの要望があったため

１日や週の中の仕事の繁閑など業務量の変化に対応するため

同業他社が限定正社員を導入しているため

その他

無回答

合計（ ）

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

いずれも、「仕事と育児・介護・病気治療の両立を支援するため」がトップの理由となってい

る（図表 2-3-15）。 
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図表 2-3-15：限定正社員という働き方を導入している理由（MA、単位＝％）【企業調査】 

⑧限定正社員という働き方を導入したことによる効果

過去 5 年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果については、各項

目での肯定的割合（「そう思う」「ややそう思う」の合計）は、「人材の定着率が高まった」（54.7％）

がもっとも割合が高く、次いで、「社員のワーク・ライフ・バランスが向上した」（49.7％）、

「人材の採用がしやすくなった」（48.9％）が 5 割弱、「社員のモチベーションが上がった」

（35.9％）、「社員の労働生産性が向上した」（34.2％）、「社員の専門性が向上した」（30.1％）

が 3 割台となっている（図表 2-3-16）。 
なお、参考として、各項目の肯定的割合を限定されている事柄別にみると、「残業が制限

されている」や「所定内労働時間が短縮されている」では、「人材の採用がしやすくなった」

「人材の定着率が高まった」において、肯定的割合が高くなっている（図表 2-3-17）。 

図表 2-3-16：過去 5 年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果 
（n=452、SA、単位＝％）【企業調査】 

 

優

秀

な

人

材

を

採

用

す

る

た

め

仕

事

と

育

児

・

介

護

・

病

気

治

療

の

両

立
（

ワ
ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス
）

を

支

援

す

る

た

め

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

を

円

滑

化

さ

せ

る

た

め

人

材

の

特

性

に

合

わ

せ

た

多

様

な

雇

用

管

理

を

行

う

た

め

１

日

や

週

の

中

の

仕

事

の

繁

閑

な

ど

業

務

量

の

変

化

に

対

応

す

る

た

め

職

務

を

限

定

す

る

こ

と

で
、

専

門

性

や

生

産

性

の

向

上

を

よ

り

促

す

た

め

人

件

費

の

節

約

の

た

め

同

業

他

社

が

限

定

正

社

員

を

導

入

し

て

い

る

た

め

従

業

員

や

労

働

組

合

等

か

ら

の

要

望

が

あ
っ

た

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※限定正社員がいる企業を対象に集計。「限定されている事柄」では、上位3位の理由に網。

人材の定着率が高まった

社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

人材の採用がしやすくなった

社員のモチベーションが上がった

社員の労働生産性が向上した

社員の専門性が向上した

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 27 －

図表 2-3-15：限定正社員という働き方を導入している理由（MA、単位＝％）【企業調査】 

⑧限定正社員という働き方を導入したことによる効果

過去 5 年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果については、各項

目での肯定的割合（「そう思う」「ややそう思う」の合計）は、「人材の定着率が高まった」（54.7％）

がもっとも割合が高く、次いで、「社員のワーク・ライフ・バランスが向上した」（49.7％）、

「人材の採用がしやすくなった」（48.9％）が 5 割弱、「社員のモチベーションが上がった」

（35.9％）、「社員の労働生産性が向上した」（34.2％）、「社員の専門性が向上した」（30.1％）

が 3 割台となっている（図表 2-3-16）。 
なお、参考として、各項目の肯定的割合を限定されている事柄別にみると、「残業が制限

されている」や「所定内労働時間が短縮されている」では、「人材の採用がしやすくなった」

「人材の定着率が高まった」において、肯定的割合が高くなっている（図表 2-3-17）。 

図表 2-3-16：過去 5 年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果 
（n=452、SA、単位＝％）【企業調査】 
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＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※限定正社員がいる企業を対象に集計。「限定されている事柄」では、上位3位の理由に網。

人材の定着率が高まった

社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

人材の採用がしやすくなった

社員のモチベーションが上がった

社員の労働生産性が向上した

社員の専門性が向上した

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

図表 2-3-17： 去 5 年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果（SA、

(3)限定正社員という働き方に対する認識（労働者調査）

①限定正社員という働き方に対する不満の有無

労働者調査では、勤め先企業の働き方が「限定正社員」とする者に対して、「勤め先企業に

おける、いわゆる正社員と御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことが

あるか」と尋ねている。それによれば、不満が「ある」とする割合は 31.1％となっている。

これを性別にみると、男性に比べ女性のほうが、不満が「ある」とする割合が高い。性・

勤続年数別にみると、女性では、勤続が 5 年以上の層（「5～10 年未満」「10～20 年未満」「20
年以上」）で、不満が「ある」とする割合が 4 割弱となっている。

なお、参考として、限定されている事柄別9にみると、不満が「ある」とする割合は、「所

定内労働時間が短縮されている」が 42.9％、「残業が制限されている」が 38.5％となってお

り、他よりも高くなっている（図表 2-3-18）。
また、従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、不満が「ある」とする割合が高く

なる傾向にある（図表 2-3-19）。

                                            
9 図表 2-3-18 の表側の「限定されている事柄」は、労働者調査の設問でクロス集計している。本設問が複数回答

によるクロス集計であることに留意（以下、同じ）。

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

職務が限定されている

勤務地が限定されている

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

職務が限定されている

勤務地が限定されている

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

そう思

う

ややそ

う思う

あまり

そう思

わない

そう思

わない
無回答

肯定的

割合

職務が限定されている

勤務地が限定されている

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※限定正社員がいる企業を対象に集計。肯定的割合は、「そう思う」「ややそう思う」の合計。

①　人材の採用がしやすくなった ④　社員のモチベーションが上がった

②　人材の定着率が高まった ⑤　社員の専門性が向上した

③　社員のワーク・ライフ・バランスが向上した ⑥　社員の労働生産性が向上した

全体

＜限定されている事柄（MA）＞

全体

＜限定されている事柄（MA）＞

全体

＜限定されている事柄（MA）＞

単位＝％）【企業調査】

過
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図表 2-3-18： め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の就労状況・処遇・昇進を

図表 2-3-19： め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の就労状況・処遇・昇進を

あ

る

な

い

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜性・勤続年数＞

男性　5 年未満

男性　5～10年未満

男性　10～20年未満

男性　20年以上

女性　5 年未満

女性　5～10年未満

女性　10～20年未満

女性　20年以上

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者を対象に集計

合計 ）

＜従業員規模＞

９９人以下 ）

１００～２９９人 ）

３００～９９９人 ）

１，０００人以上 ）

ある ない 無回答

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者を対象に集計。

比較しての不満の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】

勤

勤

比較しての不満の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】
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図表 2-3-18： め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の就労状況・処遇・昇進を

図表 2-3-19： め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の就労状況・処遇・昇進を

あ

る

な

い

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜性・勤続年数＞

男性　5 年未満

男性　5～10年未満

男性　10～20年未満

男性　20年以上

女性　5 年未満

女性　5～10年未満

女性　10～20年未満

女性　20年以上

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者を対象に集計

合計 ）

＜従業員規模＞

９９人以下 ）

１００～２９９人 ）

３００～９９９人 ）

１，０００人以上 ）

ある ない 無回答

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者を対象に集計。

比較しての不満の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】

勤

勤

比較しての不満の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】

②限定正社員の不満を感じた具体的な事柄 
勤め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の就労状況・処遇・昇進を比較して、

不満が「ある」とする者を対象に、不満を感じた具体的な事柄（複数回答）を尋ねたところ、

「不合理な賃金差がある」が 56.6％でもっとも多く、次いで、「共有がしっかりとなされな

い情報が多い」（36.8％）、「不合理な昇進スピードの差がある」（33.5％）などとなっている

（図表 2-3-20）。 
これを性別にみると、男性に比べて女性のほうが、「限定した職務内容以外の業務を手伝

うように発注・指示される」「不合理な賃金差がある」などの割合が高くなっている。 
なお、参考として、限定されている事柄別にみると、「職務が限定されている」と「勤務

地が限定されている」については、「不合理な賃金差がある」「不合理な昇進スピードの差が

ある」「共有がしっかりとなされない情報が多い」が不満の項目の上位にあがっている。「所

定内労働時間が短縮されている」でも、「不合理な賃金差がある」「不合理な昇進スピードの

差がある」が不満の上位の項目にあがっていることに違いはないが、「短時間労働しかできな

い中、締切までに十分な余裕のない仕事発注が多い」「労働時間と比較して、業務量が過大に

なった」の割合も高い。「残業が制限されている」では、「共有がしっかりとなされない情報

が多い」がもっとも多く、次いで、「不合理な賃金差がある」「労働時間と比較して、業務量

が過大になった」なども多い。総じてみると、限定されている事柄の内容にかかわらず、賃

金差や昇進スピードの差について不満を抱く層が多いことに大きな違いはないが、労働時間

に限定がある者のなかには、労働時間に制限があるがゆえに、過大な業務量や発注の仕方、

情報共有のあり方に不満を抱く者もみられる（図表 2-3-21）。 
 

図表 2-3-20：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 
 
 

不合理な賃金差がある

共有がしっかりとなされない情報が多い

不合理な昇進スピードの差がある

労働時間と比較して、業務量が過大になった

短時間労働しかできない中、締切までに十分な余裕のない仕事発注が多い

限定した職務内容以外の業務を手伝うように発注・指示される

いわゆる正社員と限定正社員との間の転換制度が設けられていない

その他

無回答
合計（ ）

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者のうち、勤め先企業における、いわゆる正社員と自身の就労状況・処遇・昇進を比較

して、不満を感じたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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図表 2-3-21：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】

(4)
①いわゆる正社員の限定正社員への転換希望とその理由

労働者調査では、「いわゆる正社員」と回答した者に対して、「今後、5 年先を見据えて、

限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業におけ

る限定正社員といった働き方の導入の有無にかかわらず10、今後の意向を教えてください」

と尋ねている。それによれば、「希望する可能性がある」が 30.3％、「希望することはない」

が 63.8％となっている。

「希望する可能性がある」を性別にみると、女性が 44.2％、男性が 21.7％で、女性のほう

が割合は高い。性・年齢別にみると、男性は、年齢が高くなるほど「希望する可能性がある」

の割合が高くなり、とくに「60 代以上」では 37.3％ともっとも高くなっている。一方、女

性は、「希望する可能性がある」の割合は、「20 代以下」でもっとも割合が高く、「40 代」で

もっとも低い（図表 2-3-22）。
次に、いわゆる正社員のなかで、限定正社員への転換を「希望する可能性がある」とする

者を対象に、限定正社員を希望する可能性がある理由を尋ねたところ（上位 3 つまでの複数

回答）、「余暇時間を大切にしたい」が 65.5％ともっとも多く、次いで、「仕事と育児の両立」

（47.6％）、「仕事と介護の両立」（38.0％）、「職務を限定して専門性を高めたい」（28.2％）

などとなっている（図表 2-3-23）。
これを性別にみると、男性に比べて女性のほうが、「仕事と育児の両立」などの割合が高

い。一方、女性に比べ男性のほうが、「定年が近い」「職務を限定して専門性を高めたい」な

どの割合が高い（図表 2-3-24）。

正社員調査票では、設問上、現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無にかかわらず、

限定正社員の転換希望を尋ねており、また、「限定正社員から、再びいわゆる正社員になる制度が、会社にある

前提でお答えください」とも注記している。

不
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な
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金
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な
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ス
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、
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に

十

分
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余
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仕

事

発

注

が

多
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労

働

時

間

と

比
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し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
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共

有

が

し
っ

か

り

と

な

さ

れ

な

い

情

報

が

多

い

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

し

た

職

務

内

容

以

外

の

業

務

を

手

伝

う

よ

う

に

発

注

・

指

示

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者のうち、勤め先企業における、いわゆる正社員と自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことが「ある」

と回答した者を対象に集計。限定されている事柄では、上位3位の項目に網（「出勤日数が短縮されている」（n=6）を除く）。

正社員からみた限定正社員という働き方に対する認識（労働者調査）
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図表 2-3-21：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】

(4)
①いわゆる正社員の限定正社員への転換希望とその理由

労働者調査では、「いわゆる正社員」と回答した者に対して、「今後、5 年先を見据えて、

限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業におけ

る限定正社員といった働き方の導入の有無にかかわらず10、今後の意向を教えてください」

と尋ねている。それによれば、「希望する可能性がある」が 30.3％、「希望することはない」

が 63.8％となっている。

「希望する可能性がある」を性別にみると、女性が 44.2％、男性が 21.7％で、女性のほう

が割合は高い。性・年齢別にみると、男性は、年齢が高くなるほど「希望する可能性がある」

の割合が高くなり、とくに「60 代以上」では 37.3％ともっとも高くなっている。一方、女

性は、「希望する可能性がある」の割合は、「20 代以下」でもっとも割合が高く、「40 代」で

もっとも低い（図表 2-3-22）。
次に、いわゆる正社員のなかで、限定正社員への転換を「希望する可能性がある」とする

者を対象に、限定正社員を希望する可能性がある理由を尋ねたところ（上位 3 つまでの複数

回答）、「余暇時間を大切にしたい」が 65.5％ともっとも多く、次いで、「仕事と育児の両立」

（47.6％）、「仕事と介護の両立」（38.0％）、「職務を限定して専門性を高めたい」（28.2％）

などとなっている（図表 2-3-23）。
これを性別にみると、男性に比べて女性のほうが、「仕事と育児の両立」などの割合が高

い。一方、女性に比べ男性のほうが、「定年が近い」「職務を限定して専門性を高めたい」な

どの割合が高い（図表 2-3-24）。

正社員調査票では、設問上、現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無にかかわらず、

限定正社員の転換希望を尋ねており、また、「限定正社員から、再びいわゆる正社員になる制度が、会社にある

前提でお答えください」とも注記している。
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い
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る

正
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正
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員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け
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い

な

い

限

定

し

た

職

務

内

容

以

外

の

業

務

を

手

伝

う

よ

う

に

発

注

・

指

示

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜限定されている事柄（MA）＞

職務が限定されている

勤務地が限定されている（転勤が制限されている）

所定内労働時間が短縮されている

残業が制限されている

出勤日数が短縮されている

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者のうち、勤め先企業における、いわゆる正社員と自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことが「ある」

と回答した者を対象に集計。限定されている事柄では、上位3位の項目に網（「出勤日数が短縮されている」（n=6）を除く）。

正社員からみた限定正社員という働き方に対する認識（労働者調査）

図表 2-3-22： 後、5 年先を見据えて、いわゆる正社員で働く者の限定正社員という働き方

図表 2-3-23： 定正社員の働き方を希望する可能性がある理由（3 つまでの MA、単位＝％）

図表 2-3-24： 別にみた限定正社員の働き方を希望する可能性がある理由（3 つまでの MA、

希

望

す

る

可

能

性

が

あ

る

希

望

す

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者を対象に集計。

余暇時間を大切にしたい

仕事と育児の両立

仕事と介護の両立

職務を限定して専門性を高めたい

職務を限定した方が今後のキャリア設計をしやすい

仕事と病気治療の両立

定年が近い

賃金が上がる

その他

無回答 合計

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後 年先を見据えて、限定正社員といった働き方を

「希望する可能性がある」と回答した者を対象に集計。
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答
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＜性別＞

男性

女性

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後5年先を見据えて、限定正社員といった働き方を「希望する可能性がある」と

回答した者を対象に集計。

今

を希望する可能性（SA、単位＝％）【労働者調査】

【労働者調査】

限

単位＝％）【労働者調査】

性
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一方、いわゆる正社員のなかで、限定正社員への転換を「希望することはない」とする者

を対象に、限定正社員を希望しない理由を尋ねたところ（上位 3 つまでの複数回答）、「賃金

が低下する」が 77.7％ともっとも多く、次いで、「多様な経験を通じて、能力を向上させた

い」（43.4％）、「職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない」

（38.7％）、「職務を限定すると、キャリア設計も限定される」（31.2％）、「昇進が遅れる」

（22.2％）などとなっている（図表 2-3-25）。
これを性別にみると、男女ともに、「賃金が低下する」「多様な経験を通じて、能力を向上

させたい」「職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない」な

どが上位の理由であることに違いはない。両者を比較すると、女性に比べ男性のほうが、「昇

進が遅れる」「職務を限定すると、キャリア設計も限定される」「賃金が低下する」などの割

合が高くなっている（図表 2-3-26）。

図表 2-3-25： 正社員の働き方を希望しない理由（3 つまでの MA、単位＝％）

図表 2-3-26： 別にみた限定正社員の働き方を希望しない理由（3 つまでの MA、単位＝％）

賃金が低下する

多様な経験を通じて、能力を向上させたい

職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない

職務を限定すると、キャリア設計も限定される

昇進が遅れる

結婚して子供がいる蓋然性が低い

親が介護を要するようになっている蓋然性が低い

その他

無回答
合計（ ）

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後 年先を見据えて、限定正社員といった働き方を「希望することはない」と回答した者

を対象に集計。
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＜性別＞

男性

女性

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後5年先を見据えて、限定正社員といった働き方を「希望するこ

とはない」と回答した者を対象に集計。

【労働者調査】

限定

【労働者調査】

性
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一方、いわゆる正社員のなかで、限定正社員への転換を「希望することはない」とする者

を対象に、限定正社員を希望しない理由を尋ねたところ（上位 3 つまでの複数回答）、「賃金

が低下する」が 77.7％ともっとも多く、次いで、「多様な経験を通じて、能力を向上させた

い」（43.4％）、「職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない」

（38.7％）、「職務を限定すると、キャリア設計も限定される」（31.2％）、「昇進が遅れる」

（22.2％）などとなっている（図表 2-3-25）。
これを性別にみると、男女ともに、「賃金が低下する」「多様な経験を通じて、能力を向上

させたい」「職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない」な

どが上位の理由であることに違いはない。両者を比較すると、女性に比べ男性のほうが、「昇

進が遅れる」「職務を限定すると、キャリア設計も限定される」「賃金が低下する」などの割

合が高くなっている（図表 2-3-26）。

図表 2-3-25： 正社員の働き方を希望しない理由（3 つまでの MA、単位＝％）

図表 2-3-26： 別にみた限定正社員の働き方を希望しない理由（3 つまでの MA、単位＝％）

賃金が低下する

多様な経験を通じて、能力を向上させたい

職務を限定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金が払われない

職務を限定すると、キャリア設計も限定される

昇進が遅れる

結婚して子供がいる蓋然性が低い

親が介護を要するようになっている蓋然性が低い

その他

無回答
合計（ ）

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後 年先を見据えて、限定正社員といった働き方を「希望することはない」と回答した者

を対象に集計。
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＜性別＞

男性

女性

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後5年先を見据えて、限定正社員といった働き方を「希望するこ

とはない」と回答した者を対象に集計。

【労働者調査】

限定

【労働者調査】

性

②いわゆる正社員からみた限定正社員に対する不満 
労働者調査では、「いわゆる正社員」と回答した者に対して「勤め先企業における限定正

社員と、御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがありますか」と尋

ねている。勤め先に「限定正社員がいない」とする者、及び無回答を除くことで、勤め先に

限定正社員がいるとする者を対象に集計したところ、不満が「ある」とする割合は、19.7％
となっている。 

不満が「ある」とする割合を性別にみると、男性が 18.4％、女性が 21.8％で、いずれも 2
割程度である。性・年齢別にみると、男女ともに、不満が「ある」とする割合は「20 代以下」

でもっとも低い。それ以外の年齢層では、女性の「50 代」「40 代」で不満が「ある」とする

割合が他の年齢層に比べわずかに高い。性・勤続年数別にみると、女性では、わずかではあ

るが、勤続が長くなるほど、不満が「ある」とする割合が高い（図表 2-3-27）。 
 
図表 2-3-27：正社員の限定正社員に対する不満の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 

次に、「いわゆる正社員」と回答した者のなかで、「勤め先企業における限定正社員と、御

自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたこと」が「ある」とする者を対象に、

不満を感じた具体的な事柄（複数回答）について尋ねたところ、「合理的な賃金差が設けられ

ていない」が 55.6％ともっとも多く、次いで、「労働時間と比較して、業務量が過大になっ

た」（31.6％）、「合理的な昇進スピードの差が設けられていない」（30.3％）などとなってい

る（図表 2-3-28）。 

あ

る

な

い

合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜性・勤続年数＞

男性　5 年未満

男性　5～10年未満

男性　10～20年未満

男性　20年以上

女性　5 年未満

女性　5～10年未満

女性　10～20年未満

女性　20年以上

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のなか

で、勤め先に「限定正社員がいない」及び無回答を除き、勤め先

に限定正社員がいるとする者を対象に集計。
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これを性別にみると、男性では、「合理的な賃金差が設けられていない」がもっとも多く、

次いで、「合理的な昇進スピードの差が設けられていない」「労働時間と比較して、業務量が

過大になった」「職務内容が限定された従業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった」

などが上位の理由となっている。一方、女性では、「合理的な賃金差が設けられていない」が

もっとも多く、次いで、「労働時間と比較して、業務量が過大になった」「限定正社員の就労

状況に配慮するため、自身の計画的な休暇が取得しづらくなった」「職務内容が限定された従

業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった」「合理的な昇進スピードの差が設けられて

いない」などとなっている。 
両者を比較すると、男女で上位の理由に大きな違いはみられないものの、女性に比べて男

性のほうが、「合理的な賃金差が設けられていない」「合理的な昇進スピードの差が設けられ

ていない」などの割合が高い（図表 2-3-29）。 
 

図表 2-3-28：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 

図表 2-3-29：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 

 

合理的な賃金差が設けられていない

労働時間と比較して、業務量が過大になった

合理的な昇進スピードの差が設けられていない

職務内容が限定された従業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった

限定正社員の就労状況に配慮するため、自身の計画的な休暇が取得しづらくなった

いわゆる正社員と限定正社員との間の転換制度が設けられていない

限定正社員以外の社員の望まない配置転換が増えた

限定正社員以外の社員の転勤が増えた

その他

無回答 全体（ ）

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、勤め先企業における限定正社員と、自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じた

ことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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＜性別＞

男性

女性

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、勤め先企業における限定正社員と、自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、

不満を感じたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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これを性別にみると、男性では、「合理的な賃金差が設けられていない」がもっとも多く、

次いで、「合理的な昇進スピードの差が設けられていない」「労働時間と比較して、業務量が

過大になった」「職務内容が限定された従業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった」

などが上位の理由となっている。一方、女性では、「合理的な賃金差が設けられていない」が

もっとも多く、次いで、「労働時間と比較して、業務量が過大になった」「限定正社員の就労

状況に配慮するため、自身の計画的な休暇が取得しづらくなった」「職務内容が限定された従

業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった」「合理的な昇進スピードの差が設けられて

いない」などとなっている。 
両者を比較すると、男女で上位の理由に大きな違いはみられないものの、女性に比べて男

性のほうが、「合理的な賃金差が設けられていない」「合理的な昇進スピードの差が設けられ

ていない」などの割合が高い（図表 2-3-29）。 
 

図表 2-3-28：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 

図表 2-3-29：不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 

 

合理的な賃金差が設けられていない

労働時間と比較して、業務量が過大になった

合理的な昇進スピードの差が設けられていない

職務内容が限定された従業員に対する仕事の割振りや調整が難しくなった

限定正社員の就労状況に配慮するため、自身の計画的な休暇が取得しづらくなった

いわゆる正社員と限定正社員との間の転換制度が設けられていない

限定正社員以外の社員の望まない配置転換が増えた

限定正社員以外の社員の転勤が増えた

その他

無回答 全体（ ）

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、勤め先企業における限定正社員と、自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じた

ことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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が
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そ
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他

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、勤め先企業における限定正社員と、自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、

不満を感じたことが「ある」と回答した者を対象に集計。

3-2．高度専門人材

(1)
①

業調査では、「貴社における高度専門人材11について、5 年前と比較した状況をお答えく

ださい。また、高度専門人材に関する 5 年先の見通しも教えてください」と尋ねている。質

問項目は、①5 年前と現在の比較と②現在と 5 年先の比較の 2 種類あり、二つの設問の共通

の選択肢として、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用

する予定はない」12を設けている（以下の設問（問 27）を参照）。

これをまとめたものが図表 2-3-30 である。過去 5 年間でみた高度専門人材を採用している

企業に着目するため、図表 2-3-30 の①5 年前と現在の比較（これまで）についてみると、高

度専門人材の採用企業の割合（「①5 年前と現在の比較」の高度専門人材の増減状況において、

「大幅に増加」「やや増加」「社内にいるが、人数は変わらない」「やや減少」「大幅に減少」

の合計）は 46.4％となっている（一方、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したこ

とがなく、今後とも採用する予定はない」は 44.0％）。

高度専門人材の採用企業（①5 年前と現在の比較）の割合について、業種別（n=30 以上、

業種「その他」除く）にみると、「情報通信業」（71.5％）、「学術研究、専門・技術サービス

業」（71.1％）、「教育、学習支援業」（56.3％）、「医療、福祉」（55.2％）、「建設業」（52.4％）、

「製造業」（51.7％）などが高くなっている（「②現在と 5 年先の比較」については、図表 2-3-30
②参照）。

                                              
11 本調査での調査票上の定義では、「「高度専門人材」とは、修士課程、博士課程等を修了し、ある特定分野に

おける高度かつ専門的な技術、技能、知識、実務経験、指導経験等を有する人材を指す」としている（以下同じ）。
12 企業調査票では、①5 年前と現在の比較と②現在と 5 年先の比較の 2 種類の設問について、共通の選択肢 6
として、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」を設けて

いる。「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」は、44.0％
（995 件／2,260 件）である。

問 ．貴社における高度専門人材について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する

５年先の見通しも教えてください。（各項目で○は１つ）

大幅に増加 やや増加 社内にいる

が、人数は

変わらない

やや減少 大幅に減

少

５年前から現在ま

で、高度専門人材

を採用したことが

なく、今後とも採

用する予定はない

① ５年前と現在を比較 １ ２ ３ ４ ５
６

② 現在と５年先を比較 １ ２ ３ ４ ５

高度専門人材の採用にかかわる回答企業属性

企

高度専門人材の採用にかかわる回答企業属性（企業調査）
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図表 2-3-30： 度専門人材の採用状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と
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な

く

、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

合計（①５年前と現在の比較）

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

合計（②現在と５年先の比較）

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※1：高度専門人材の採用企業（①５年前と現在の比較）は、「①５年前と現在の比較」の高度専門人材の増減状況において、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいる

が、人数は変わらない」「やや減少」「大幅に減少」の合計。増加・計（①５年前と現在の比較）は「大幅に増加」「やや増加」の合計。

※2：高度専門人材の採用企業（②現在と５年先の比較）は、「②現在と５年先の比較」の高度専門人材の増減状況において、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいる

が、人数は変わらない」「やや減少」「大幅に減少」の合計。増加・計（②現在と５年先を比較）は「大幅に増加」「やや増加」の合計。
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①
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①
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②
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５
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先

の

比

較）

単位＝％）【企業調査】

高
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図表 2-3-30： 度専門人材の採用状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）（SA、
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な

い

無

回

答

合計（①５年前と現在の比較）

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が、

人

数

は

変

わ
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な

い

や

や
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少

大
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に
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少

５
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前
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で
、
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門

人
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を
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用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

合計（②現在と５年先の比較）

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※1：高度専門人材の採用企業（①５年前と現在の比較）は、「①５年前と現在の比較」の高度専門人材の増減状況において、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいる

が、人数は変わらない」「やや減少」「大幅に減少」の合計。増加・計（①５年前と現在の比較）は「大幅に増加」「やや増加」の合計。

※2：高度専門人材の採用企業（②現在と５年先の比較）は、「②現在と５年先の比較」の高度専門人材の増減状況において、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいる

が、人数は変わらない」「やや減少」「大幅に減少」の合計。増加・計（②現在と５年先を比較）は「大幅に増加」「やや増加」の合計。
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単位＝％）【企業調査】

高 ②

表 2-3-30 を踏まえ、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後

とも採用する予定はない」を除いた高度専門人材の採用企業（今後の採用を含む）について

集計したもの（したがって、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今

後とも採用する予定はない」及び無回答を除き集計）が図表 2-3-31 である（以下、「高度専

門人材の採用企業」と略す）。

それによれば、まず、①5 年前と現在の比較（これまで）については、「社内にいるが、人

数は変わらない」が 63.2％でもっとも割合が高い。増減に着目すると、「増加・計」（「大幅

に増加」（1.9％）、「やや増加」（28.2％）の合計）は 30.1％であり、「減少・計」（「大幅に減

一方、②現在と 5 年先の比較（今後）についてみると、これまでと同様に、「社内にいる

が、人数は変わらない」が 53.3％でもっとも割合が高いものの、その増減に着目すると、「増

加・計」（「大幅に増加」（3.2％）、「やや増加」（38.8％）の合計）は 42.0％であり、「減少・

これまでと今後を比較すると、「増加・計」の割合は、①5 年前と現在の比較が 30.1％、

②現在と 5 年先の比較が 42.0％であり、今後のほうが 11.9 ポイント高くなっている。

図表 2-3-31： 度専門人材の採用企業の増減状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先

(2)高度専門人材の採用状況・雇用管理（企業調査）

①高度専門人材の仕事内容

高度専門人材の採用企業13について、高度専門人材の仕事内容（複数回答）を尋ねたとこ

                                              
13 高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）は、①5 年前と現在の比較、もしくは、②現在と 5 年先の比較の

いずれかで、「5 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とす

①５年前と現在の比較

②現在と５年先の比較

大幅に増加 やや増加 社内にいるが、人数は変わらない やや減少 大幅に減少

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことが

なく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び、無回答を除き集計）。

の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

高

少」0.8％、「やや減少」（5.9％）の合計）が 6.7％となっており、「増加・計」が「減少・計」

を大幅に上回っている。

計」（「大幅に減少」（0.9％）、「やや減少」（3.8％）の合計）が 4.7％となっており、「増加・

計」が「減少・計」を大幅に上回っている。

高度専門人材の採用企業の増減状況

図

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 38 －

ろ、「総務・人事・経理・広報関係」が 24.6％ともっとも多く、次いで、「経営、管理」（22.3％）、

「システム開発・設計」（20.9％）、「研究開発」（20.4％）、「生産・製造」（15.9％）、「販売・

営業」（13.7％）などとなっている（図表 2-3-32）。

図表 2-3-32：高度専門人材の仕事内容（MA、単位＝％）【企業調査】

これを業種別（n=30 以上）についてみると、「経営、管理」「総務・人事・経理・広報関

係」はほとんどの業種で一定の割合となっている。その一方で、業種ごとに特徴があり、製

造業では、「研究開発」「生産・製造」「システム開発・設計」などが多い。情報通信業は、「シ

ステム開発・設計」「情報セキュリティ」「研究開発」などが多い。「学術研究、専門・技術サ

ービス」では、「コンサルティング」「システム開発・設計」などが多くなっている。業種の

「医療、福祉」は、高度専門人材の仕事においても「医療、福祉」がもっとも多い。

従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「システム開発・設計」「研究開

発」の割合が高くなっている。なお、「法務」は「1,000 人以上」でもっとも割合が高い。

総務・人事・経理・広報関係

経営、管理

システム開発・設計

研究開発

生産・製造

販売・営業

情報セキュリティ

医療・福祉

法務

市場調査（マーケティング）

コンサルティング

通訳・翻訳

国際貿易

Ｗｅｂデザイン

金融・ディーリング関係

データサイエンティスト

その他

無回答

合計（

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比

較のいずれかで、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とす

る企業及び無回答を除き集計）。

 なお、参考として、過去 5 年間の高度専門人材の増減状況別14にみると、高度専門人材が

増加傾向にある企業ほど、「法務」「市場調査（マーケティング）」「コンサルティング」「国際

貿易」などの割合がわずかに高くなっている（図表 2-3-33）。 

                                                                                                                                                            
る企業及び無回答を除き集計したもの（すなわち、①5 年前と現在の比較、もしくは、②現在と 5 年先の比較の

いずれかの設問で、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいるが人数は変わらない」「やや減少」「減少」と回

答した企業（n=1,056））（以下、同じ）。なお、本報告書・資料の単純集計表・付属統計表では、問 27 付問 1
～付問 6 及び問 28 において、本設問（問 27）の無回答を含めた形での集計がなされている。したがって、本報

告書の本稿該当部分とは集計対象が異なるため、集計結果についても違いがあることに留意。  
14 図表 2-3-35 のクロス集計の表側において、高度専門人材の採用状況の「①5 年前と現在の比較」の「増加・

計」は「大幅に増加」「やや増加」の合計、「減少・計」は「減少」「やや減少」の合計のこと（以下同じ）。
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ろ、「総務・人事・経理・広報関係」が 24.6％ともっとも多く、次いで、「経営、管理」（22.3％）、

「システム開発・設計」（20.9％）、「研究開発」（20.4％）、「生産・製造」（15.9％）、「販売・

営業」（13.7％）などとなっている（図表 2-3-32）。

図表 2-3-32：高度専門人材の仕事内容（MA、単位＝％）【企業調査】

これを業種別（n=30 以上）についてみると、「経営、管理」「総務・人事・経理・広報関

係」はほとんどの業種で一定の割合となっている。その一方で、業種ごとに特徴があり、製

造業では、「研究開発」「生産・製造」「システム開発・設計」などが多い。情報通信業は、「シ

ステム開発・設計」「情報セキュリティ」「研究開発」などが多い。「学術研究、専門・技術サ

ービス」では、「コンサルティング」「システム開発・設計」などが多くなっている。業種の

「医療、福祉」は、高度専門人材の仕事においても「医療、福祉」がもっとも多い。

従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「システム開発・設計」「研究開

発」の割合が高くなっている。なお、「法務」は「1,000 人以上」でもっとも割合が高い。

総務・人事・経理・広報関係

経営、管理

システム開発・設計

研究開発

生産・製造

販売・営業

情報セキュリティ

医療・福祉

法務

市場調査（マーケティング）

コンサルティング

通訳・翻訳

国際貿易

Ｗｅｂデザイン

金融・ディーリング関係

データサイエンティスト

その他

無回答

合計（

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比

較のいずれかで、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とす

る企業及び無回答を除き集計）。

 なお、参考として、過去 5 年間の高度専門人材の増減状況別14にみると、高度専門人材が

増加傾向にある企業ほど、「法務」「市場調査（マーケティング）」「コンサルティング」「国際

貿易」などの割合がわずかに高くなっている（図表 2-3-33）。 

                                                                                                                                                            
る企業及び無回答を除き集計したもの（すなわち、①5 年前と現在の比較、もしくは、②現在と 5 年先の比較の

いずれかの設問で、「大幅に増加」「やや増加」「社内にいるが人数は変わらない」「やや減少」「減少」と回

答した企業（n=1,056））（以下、同じ）。なお、本報告書・資料の単純集計表・付属統計表では、問 27 付問 1
～付問 6 及び問 28 において、本設問（問 27）の無回答を含めた形での集計がなされている。したがって、本報

告書の本稿該当部分とは集計対象が異なるため、集計結果についても違いがあることに留意。  
14 図表 2-3-35 のクロス集計の表側において、高度専門人材の採用状況の「①5 年前と現在の比較」の「増加・

計」は「大幅に増加」「やや増加」の合計、「減少・計」は「減少」「やや減少」の合計のこと（以下同じ）。

図表 2-3-33：高度専門人材の仕事内容（MA、単位＝％）【企業調査】

②高度専門人材の活用による効果

企業調査では、高度専門人材の採用企業を対象に、5 年前と現在を比較した高度専門人材

の活用の効果について尋ねている。それによれば、各項目での肯定的割合（「そう思う」「ど

ちらかと言えばそう思う」の合計）は、「イノベーションが促進された」（44.0％）がもっと

も割合が高く、次いで、「労働生産性が向上した」（40.3％）、「企業収益が改善した」（39.9％）、

「社員のモチベーションが向上した」（37.4％）、「海外市場で稼ぐ力が向上した」（14.0％）

となっている（図表 2-3-34）。
これを過去 5 年間の高度専門人材の増減状況別にみると、高度専門人材が「減少・計」か

ら「増加・計」になるほど、いずれの項目の肯定的割合も高くなる傾向にある（図表 2-3-35）。
また、海外事業所展開の別にみると、海外事業所を「展開している」とする企業の肯定的

割合は、41.2％となっている（図表 2-3-36）
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他

無

回
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合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同

組合など）

サービス業（他に分類されないも

の）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜過去5年間の高度専門人材の増減

状況＞

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現在の比較、②現在と5年先の比較のいずれかで、「5年前から現在まで、高度専門人材を採用

したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除き集計）。業種（n=30以上）では、各業種で上位3位の仕事に網。
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図表 2-3-34：5 と現在を比較した高度専門人材の活用による効果

図表 2-3-35： 去 5 年間の高度専門人材の増減状況別にみた高度専門人材の活用による効果

イノベーションが促進された

労働生産性が向上した

企業収益が改善した

社員のモチベーションが向上した

海外市場で稼ぐ力が向上した

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない 無回答

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比較のいず

れかで、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を

除き集計）。
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う思わな

い

そう思わ

ない
無回答

そう思

う・計

そう思わ

ない・計

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

そう思う
ややそう

思う

あまりそ

う思わな

い

そう思わ

ない
無回答

そう思

う・計

そう思わ

ない・計

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

そう思う
ややそう

思う

あまりそ

う思わな

い

そう思わ

ない
無回答

そう思

う・計

そう思わ

ない・計

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

そう思う
ややそう

思う

あまりそ

う思わな

い

そう思わ

ない
無回答

そう思

う・計

そう思わ

ない・計

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

④社員のモチベーションが向上した

①イノベーションが促進された

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

②海外市場で稼ぐ力が向上した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

③労働生産性が向上した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

⑤企業収益が改善した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現在の比較、②現在と5年先の比較のいずれか

で、「5年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除き集

計）。表頭の「そう思う・計」は、「そう思う」「ややそう思う」の合計。「そう思わない・計」は「そう思わない」「あまりそ

う思わない」の合計。表側の「過去5年間の高度専門人材の増減状況」については、①5年前と現在の比較において、「増加・計」

は「大幅に増加」「やや増加」の合計。「減少・計」は「大幅に減少」「やや減少」の合計。

（n=1,056、SA、単位＝％）【企業調査】

年前

（SA、単位＝％）【企業調査】

過
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図表 2-3-34：5 と現在を比較した高度専門人材の活用による効果

図表 2-3-35： 去 5 年間の高度専門人材の増減状況別にみた高度専門人材の活用による効果

イノベーションが促進された

労働生産性が向上した

企業収益が改善した

社員のモチベーションが向上した

海外市場で稼ぐ力が向上した

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない 無回答

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比較のいず

れかで、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を

除き集計）。
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ない
無回答
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う・計
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ない・計

増加・計

社内にいるが、人数は変わらない

減少・計

④社員のモチベーションが向上した

①イノベーションが促進された

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

②海外市場で稼ぐ力が向上した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

③労働生産性が向上した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

⑤企業収益が改善した

＜過去5年間の高度専門人材の増減状況＞

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現在の比較、②現在と5年先の比較のいずれか

で、「5年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除き集

計）。表頭の「そう思う・計」は、「そう思う」「ややそう思う」の合計。「そう思わない・計」は「そう思わない」「あまりそ

う思わない」の合計。表側の「過去5年間の高度専門人材の増減状況」については、①5年前と現在の比較において、「増加・計」

は「大幅に増加」「やや増加」の合計。「減少・計」は「大幅に減少」「やや減少」の合計。

（n=1,056、SA、単位＝％）【企業調査】

年前

（SA、単位＝％）【企業調査】

過

図表 2-3-36： 事業所展開別にみた高度専門人材の活用による効果（SA、単位＝％）

③

業調査では、高度専門人材の採用状況において、5 年前と現在の比較で、社内の高度専

門人材が「大幅に増加」「やや増加」と回答した企業を対象に、高度専門人材について、企業

内部で長期的に育成したか、企業外部から獲得したかについて尋ねている。それによれば、

「企業外部から獲得」が 47.2％と半数弱を占め、「企業内部で育成」（37.3％）を上回ってい

る。これを従業員規模別にみると、100 人以上の規模では、「企業外部から獲得」が 5 割前後

あり、高度専門人材の確保方法は、内部育成と外部獲得で半々となっている（図表 2-3-37）。
なお、参考として、高度専門人材の仕事別15にみると、「企業外部から獲得」の割合が高い

のは、「市場調査（マーケティング）」「Web デザイン」「国際貿易」「通訳・翻訳」「医療・福

祉」「法務」「金融・ディーリング関係」「情報セキュリティ」などとなっている（図表 2-3-38）。

図表 2-3-37：高度専門人材の確保方法（SA、単位＝％）【企業調査】

                                          
15 図表 2-3-38 は、高度専門人材の採用状況において、5 年前と現在の比較で、社内の高度専門人材が「大幅に

増加」「やや増加」と回答した企業（すなわち、過去 5 年間で高度専門人材の採用が増加している企業（n=320））
を集計対象にしている。表側の「高度専門人材の仕事」は複数回答によるクロス集計であること、また、各仕事

のなかには n 数が少ないものがあることに留意。
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ない・計
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※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現在の比較、②現在と5年先の比較のいず

れかで、「5年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を

除き集計）。「そう思う・計」は、「そう思う」「ややそう思う」の合計。「そう思わない・計」は「そう思わない」「あま

りそう思わない」の合計。

海外市場で稼ぐ力が向上した

＜海外事業所展開＞

合計

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

企業内部で育成 企業外部から獲得 無回答

※高度専門人材の採用状況について、 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業を対象に集計。
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図表 2-3-38：高度専門人材の確保方法（SA、単位＝％）【企業調査】 

 

 
④高度専門人材の多様化の状況 

企業調査では、高度専門人材の採用状況において、5 年前と現在の比較で、社内の高度専

門人材が「大幅に増加」「やや増加」と回答した企業を対象に、性別、年齢、国籍、専門分野、

職種等といった様々な観点からの高度専門人材の多様化について、5 年前と現在の比較（こ

れまで）と現在と 5 年先を比較（今後）について、それぞれ尋ねている。 
それによれば、まず、5 年前と現在の比較（これまで）においては、「多様化・計」（「大幅

に多様化」（4.4％）、「やや多様化」（52.5％）の合計）の割合は、56.9％となっている。「変

わらない」は 38.3％であり、「同質化・計」（「大幅に同質化」（0％）と「やや同質化」（0.6％）

の合計）は 0.6％とわずかである。 
一方、現在と 5 年先の比較（今後）においても、「多様化・計」（「大幅に多様化」（7.6％）、

「やや多様化」（53.2％）の合計）の割合は、60.8％となっており、「変わらない」は 34.5％、

「同質化・計」が 0.6％となっている。 
これまでと今後を比較すると、今後のほうが「多様化・計」の割合がわずかに高くなって

おり、「変わらない」の割合がわずかに低くなっている（図表 2-3-39）。 
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「やや増加」と回答した企業を対象に集計。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 43 －

図表 2-3-38：高度専門人材の確保方法（SA、単位＝％）【企業調査】 
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「同質化・計」が 0.6％となっている。 
これまでと今後を比較すると、今後のほうが「多様化・計」の割合がわずかに高くなって

おり、「変わらない」の割合がわずかに低くなっている（図表 2-3-39）。 
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図表 2-3-39： 度専門人材の多様化の状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比較）

⑤高度専門人材において多様化が進んだ事項

企業調査では、高度専門人材の採用状況で、5 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増

加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から 5 年前と比較

し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）

を対象に、高度専門人材において多様化が進んだ事項を尋ねている。

それによれば、「多様化・計」（「大幅に多様化」「やや多様化」の合計）の割合に着目する

と、高度専門人材の多様化が進んだ企業において、高度専門人材の多様化が進んだ事項は、

「専門分野」が 65.6％ともっとも割合が高く、次いで、「職種」（56.1％）、「年齢」（50.6％）、

「性別」（48.4％）、「国籍」（31.2％）となっている（図表 2-3-40）。

図表 2-3-40：5 と現在を比較した高度専門人材において多様化が進んだ事項

①５年前と現在の比較 ）

②現在と５年先の比較 ）

大幅に多様化 やや多様化 変わらない やや同質化 大幅に同質化 無回答

※高度専門人材の採用状況について、 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業を対象に集計。
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※高度専門人材の採用状況で、5年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業

のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から5年前と比較し、高度専門人材の多様化

が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）を対象に集計。「多様化・計」

は、「大幅に多様化」「やや多様化」の合計。

（SA、単位＝％）【企業調査】

高

（SA、単位＝％）【企業調査】
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なお、参考として、「専門分野」の多様化について高度専門人材の仕事別16にみると、「多

様化・計」の割合が高いのは、「金融・ディーリング関係」「Web デザイン」「データサイエ

ンティスト」「法務」「情報セキュリティ」「市場調査（マーケティング）」「システム開発・設

計」などとなっている（図表 2-3-41（専門分野））。

また、同様に、「職種」の多様化について高度専門人材の仕事別にみると、「多様化・計」

の割合が高いのは、「金融・ディーリング関係」「Web デザイン」「市場調査（マーケティン

グ）」「法務」「コンサルティング」「経営、管理」「データサイエンティスト」などとなってい

る（図表 2-3-41（職種））。

図表 2-3-41： 前と現在を比較した高度専門人材において多様化が進んだ事項

⑥高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化

企業調査では、高度専門人材の採用状況で、5 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増

加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から 5 年前と比較

し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）

を対象に、高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化を尋ねている。

                                              
16 図表 2-3-41 は、高度専門人材の採用状況で、5 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した

企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から 5 年前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ

企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）を集計対象にしている（すなわち、過去 5 年間で高度

専門人材の採用が増加、かつ高度専門人材の多様化が進行している企業（n=180））。表側の「高度専門人材の

仕事」は複数回答によるクロス集計であること、また、各仕事のなかには n 数が少ないものがあることに留意。
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※高度専門人材の採用状況で、5年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から5年

前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）を対象に集計。「多様化・計」は、「大幅に多様化」

「やや多様化」の合計。
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なお、参考として、「専門分野」の多様化について高度専門人材の仕事別16にみると、「多

様化・計」の割合が高いのは、「金融・ディーリング関係」「Web デザイン」「データサイエ

ンティスト」「法務」「情報セキュリティ」「市場調査（マーケティング）」「システム開発・設

計」などとなっている（図表 2-3-41（専門分野））。

また、同様に、「職種」の多様化について高度専門人材の仕事別にみると、「多様化・計」

の割合が高いのは、「金融・ディーリング関係」「Web デザイン」「市場調査（マーケティン

グ）」「法務」「コンサルティング」「経営、管理」「データサイエンティスト」などとなってい

る（図表 2-3-41（職種））。

図表 2-3-41： 前と現在を比較した高度専門人材において多様化が進んだ事項

⑥高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化

企業調査では、高度専門人材の採用状況で、5 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増

加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から 5 年前と比較

し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）

を対象に、高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化を尋ねている。

                                              
16 図表 2-3-41 は、高度専門人材の採用状況で、5 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した

企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から 5 年前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ

企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）を集計対象にしている（すなわち、過去 5 年間で高度

専門人材の採用が増加、かつ高度専門人材の多様化が進行している企業（n=180））。表側の「高度専門人材の

仕事」は複数回答によるクロス集計であること、また、各仕事のなかには n 数が少ないものがあることに留意。
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※高度専門人材の採用状況で、5年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から5年

前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答した企業）を対象に集計。「多様化・計」は、「大幅に多様化」

「やや多様化」の合計。

専門分野 職種

（専門分野・職種）（SA、単位＝％）【企業調査】

5 年

まず、新しい価値観やアイデアが生まれるきっかけ（A．新たな価値観やアイデアが生ま

れるきっかけとなった／B．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけになったとはいえ

ない）については、高度専門人材の多様化が進んだことにより、「A．新たな価値観やアイデ

アが生まれるきっかけとなった」の該当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の

合計）は、81.7％に及ぶ（図表 2-3-42）。

図表 2-3-42： 年前と現在を比較した高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化

次に、異なる価値観等による社員間の衝突（A．異なる価値観等により、社員間の衝突が

増えた／B．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えたとはいえない）については、高

度専門人材の多様化が進んだことにより、「A．異なる価値観等により、社員間の衝突が増え

た」の該当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の合計）が 27.2％となっている。

図表 2-3-43： 年前と現在を比較した高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化

合計

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである 無回答

※高度専門人材の採用状況で、 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、

専門分野、職種等の観点から 年前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答し

た企業）を対象に集計。
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Ｂ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけ

になったとはいえない

合計

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである 無回答

※高度専門人材の採用状況で、 年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業のうち、性別、年齢、国籍、

専門分野、職種等の観点から 年前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に多様化」「やや多様化」と回答し

た企業）を対象に集計。

Ａ．異なる価値観等により、社員間の衝突

が増えた

Ｂ．異なる価値観等により、社員間の衝突が

増えたとはいえない

（新しい価値観やアイデアが生まれるきっかけ）（SA、単位＝％）【企業調査】

5

一方、「B．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えたとはいえない」の該当割合（B 計：

「B である」「どちらかというと B」の合計）は 71.6％であり、B 計の該当割合のほうが、A
計の該当割合を大きく上回っている（図表 2-3-43）。

（異なる価値観等による社員間の衝突）（SA、単位＝％）【企業調査】

5

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 46 －

⑦高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針

企業調査では、高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針（A．高度専門人材

の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している／B．通常の従業員と同様の雇用管理をし

ており、別途特別な対応はしていない）について、A と B のどちらに近いかを、日本人と高

度外国人に峻別して、尋ねている。高度専門人材の採用企業について、本設問の高度日本人

及び高度外国人それぞれの無回答を除き集計したものが、図表 2-3-44 である。

それによれば、まず、高度日本人では、「A．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管

理を別途している」（A 計：「A である」（3.2％）、「どちらかというと A」（13.3％）の合計）

は 16.5％であり、「B．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしてい

ない」（B 計：「B である」（43.2％）、「どちらかというと B」（40.3％）の合計）は 83.5％と

なっている。

一方、高度外国人でも、「A．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途してい

る」（A 計：「A である」（1.5％）、「どちらかというと A」（9.0％）の合計）は 10.5％であり、

「B．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない」（B 計：「B
である」（62.1％）、「どちらかというと B」（27.5％）の合計）は 89.6％となっている。

両者を比較すると、高度日本人、高度外国人ともに、「B．通常の従業員と同様の雇用管理

をしており、別途特別な対応はしていない」とする割合が 8 割を占め、「A．高度専門人材の

特性を勘案した特別な雇用管理を別途している」とする割合は 1 割程度と少数である。なお、

高度日本人に比べ高度外国人のほうが、「B である」とする割合が高く（高度日本人（43.2％）、

高度外国人（62.1％））、雇用管理方針では、高度外国人のほうが、通常の従業員と同様の雇

用管理をしている傾向にあることがうかがえる。

図表 2-3-44： 専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針

高度日本人（ ）

高度外国人（ ）

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比較のいずれかで、「

年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除いた対象）、本

設問の無回答を除き集計。

Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用

管理を別途している

Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、

別途特別な対応はしていない

高

人）（SA、単位＝％）【企業調査】（高度日本人、高度外国

度
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⑦高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針

企業調査では、高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針（A．高度専門人材

の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している／B．通常の従業員と同様の雇用管理をし

ており、別途特別な対応はしていない）について、A と B のどちらに近いかを、日本人と高

度外国人に峻別して、尋ねている。高度専門人材の採用企業について、本設問の高度日本人

及び高度外国人それぞれの無回答を除き集計したものが、図表 2-3-44 である。

それによれば、まず、高度日本人では、「A．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管

理を別途している」（A 計：「A である」（3.2％）、「どちらかというと A」（13.3％）の合計）

は 16.5％であり、「B．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしてい

ない」（B 計：「B である」（43.2％）、「どちらかというと B」（40.3％）の合計）は 83.5％と

なっている。

一方、高度外国人でも、「A．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途してい

る」（A 計：「A である」（1.5％）、「どちらかというと A」（9.0％）の合計）は 10.5％であり、

「B．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない」（B 計：「B
である」（62.1％）、「どちらかというと B」（27.5％）の合計）は 89.6％となっている。

両者を比較すると、高度日本人、高度外国人ともに、「B．通常の従業員と同様の雇用管理

をしており、別途特別な対応はしていない」とする割合が 8 割を占め、「A．高度専門人材の

特性を勘案した特別な雇用管理を別途している」とする割合は 1 割程度と少数である。なお、

高度日本人に比べ高度外国人のほうが、「B である」とする割合が高く（高度日本人（43.2％）、

高度外国人（62.1％））、雇用管理方針では、高度外国人のほうが、通常の従業員と同様の雇

用管理をしている傾向にあることがうかがえる。

図表 2-3-44： 専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針

高度日本人（ ）

高度外国人（ ）

Ａである どちらかというとＡ どちらかというとＢ Ｂである

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比較のいずれかで、「

年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除いた対象）、本

設問の無回答を除き集計。

Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用

管理を別途している

Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、

別途特別な対応はしていない

高

人）（SA、単位＝％）【企業調査】（高度日本人、高度外国

度

次に、企業調査では、高度日本人と高度外国人それぞれにおいて、「A．高度専門人材の特

性を勘案した特別な雇用管理を別途している」（「A である」「どちらかというと A」）と回答

した企業を対象に、高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、

別途実施している内容（複数回答）を尋ねている。これをまとめたものが図表 2-3-45 である。

図表 2-3-45： 度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途

それによれば、まず、高度日本人については、「職務内容を特定の分野に限定」が 46.4％
ともっとも多く、次いで、「能力・成果に見合った賃金水準の提示」（43.7％）、「採用時に職

務内容を文書で明確化」（33.8％）、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」（18.5％）、「希望を踏ま

えた配属、配置転換」（15.9％）、「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」（15.2％）、「優先的な

抜擢・登用・昇進」（13.9％）などとなっている。

一方、高度外国人では、「職務内容を特定の分野に限定」が 45.6％ともっとも多く、次い

職務内容を特定の分野に限定

能力・成果に見合った賃金水準の提示

採用時に職務内容を文書で明確化

業務遂行に伴う裁量権の拡大

希望を踏まえた配属、配置転換

労働時間の短縮や働き方の柔軟化

優先的な抜擢・登用・昇進

経営戦略情報、部門・職場での目標の共有

化、浸透促進

他の職員とは異なる処遇を提示するための有

期契約の提示

優先的な能力開発機会の提供

兼業・副業の許可

キャリアの設計・相談支援の充実

有給休暇の取得促進

転居を伴う転勤をさせない

その他

無回答

高度日本人の場合（

高度外国人の場合

※高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）において（すなわち、① 年前と現在の比較、②現在と 年先の比較のいずれか

で、「 年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除いた

企業）、高度日本人と高度外国人それぞれにおいて、高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針について、「 ．高度

専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している」（「 である」「どちらかというと 」）と回答した企業を対象に集

計。

実施している内容（高度日本人、高度外国人）（MA、単位＝％）【企業調査】

高

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 48 －

で、「採用時に職務内容を文書で明確化」（35.1％）、「能力・成果に見合った賃金水準の提示」

（31.6％）、「他の職員とは異なる処遇を提示するための有期契約の提示」（19.3％）、「キャリ

アの設計・相談支援の充実」（14.0％）、「優先的な抜擢・登用・昇進」（14.0％）などとなっ

ている。 
高度日本人と高度外国人を比較すると、「職務内容を特定の分野に限定」「採用時に職務内

容を文書で明確化」「能力・成果に見合った賃金水準の提示」が上位の項目にあがっている点

に違いはない。なお、高度外国人に比べ高度日本人のほうが、「能力・成果に見合った賃金水

準の提示」「業務遂行に伴う裁量権の拡大」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、

浸透促進」などの割合が高い。一方、高度日本人に比べ高度外国人のほうが、「他の職員とは

異なる処遇を提示するための有期契約の提示」「キャリアの設計・相談支援の充実」などの割

合が高くなっている。 
 
3-3．副業・兼業、テレワーク 
(1)企業の副業・兼業に対する意向（企業調査） 

企業調査では、従業員の副業・兼業に関する意向について尋ねている。それによれば、「副

業・兼業の許可する予定はない」が 75.8％ともっとも割合が高い。「副業・兼業を許可して

いる」は 11.2％、「副業・兼業の許可を検討している」が 8.4％である（図表 2-3-46）。 
 

図表 2-3-46：従業員の副業・兼業に関する意向（SA、単位＝％）【企業調査】 
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無

回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上
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で、「採用時に職務内容を文書で明確化」（35.1％）、「能力・成果に見合った賃金水準の提示」

（31.6％）、「他の職員とは異なる処遇を提示するための有期契約の提示」（19.3％）、「キャリ

アの設計・相談支援の充実」（14.0％）、「優先的な抜擢・登用・昇進」（14.0％）などとなっ

ている。 
高度日本人と高度外国人を比較すると、「職務内容を特定の分野に限定」「採用時に職務内

容を文書で明確化」「能力・成果に見合った賃金水準の提示」が上位の項目にあがっている点

に違いはない。なお、高度外国人に比べ高度日本人のほうが、「能力・成果に見合った賃金水

準の提示」「業務遂行に伴う裁量権の拡大」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、

浸透促進」などの割合が高い。一方、高度日本人に比べ高度外国人のほうが、「他の職員とは

異なる処遇を提示するための有期契約の提示」「キャリアの設計・相談支援の充実」などの割

合が高くなっている。 
 
3-3．副業・兼業、テレワーク 
(1)企業の副業・兼業に対する意向（企業調査） 

企業調査では、従業員の副業・兼業に関する意向について尋ねている。それによれば、「副

業・兼業の許可する予定はない」が 75.8％ともっとも割合が高い。「副業・兼業を許可して

いる」は 11.2％、「副業・兼業の許可を検討している」が 8.4％である（図表 2-3-46）。 
 

図表 2-3-46：従業員の副業・兼業に関する意向（SA、単位＝％）【企業調査】 
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回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

次に、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の許可を検討している」とする企業に対

して、副業・兼業を許可している理由（複数回答）を尋ねたところ、「従業員の収入増加につ

ながるため」が 53.6％ともっとも多く、次いで、「従業員が活躍できる場を広げるため」

（31.7％）、「従業員のモチベーションの維持・向上につながるため」（31.4％）、「従業員の視

野の拡大や能力開発につながるため」（27.6％）、「組織外の知識や技術を積極的に取り込むた

（」）視重をンョシーベノイ・ンプーオてしと業企（め 15.8％）などとなっている（図表 2-3-47）。
なお、参考として、業種、従業員規模等の属性別にみたものが図表 2-3-48 である。これを

従業員規模別にみると、従業員規模が小さくなるほど、「従業員の収入増加につながるため」

とする割合が高くなる。その一方で、おおむね従業員規模が大きくなるほど、「従業員が活躍

できる場を広げるため」「従業員のモチベーションの維持・向上につながるため」「従業員の

視野の拡大や能力開発につながるため」などの割合が高くなる傾向にある。

また、副業・兼業の意向別にみると、「副業・兼業を許可している」とする企業（「許可企

業」と略す）、「副業・兼業の許可を検討している」とする企業（「検討企業」と略す）ともに、

「従業員の収入増加につながるため」とする割合がもっとも高いことに違いはないものの、

両者を比較すると、許可企業に比べ検討企業のほうがいずれの項目の割合も高い。とくに、

許可企業に比べ検討企業のほうが、「従業員のモチベーションの維持・向上につながるため」

「従業員の視野の拡大や能力開発につながるため」「組織外の知識や技術を積極的に取り込む

ため（企業としてオープン・イノベーションを重視）」「従業員が活躍できる場を広げるため」

の割合が高くなっている。現在、副業・兼業を検討している企業では、従業員の収入の増加

に加えて、モチベーションの維持・向上や視野の拡大、能力開発などを許可理由と考えてい

る傾向がうかがえる。

図表 2-3-47：副業・兼業を許可している理由（検討を含む）（MA、単位＝％）【企業調査】

従業員の収入増加につながるため

従業員が活躍できる場を広げるため

従業員のモチベーションの維持・向上につながるため

従業員の視野の拡大や能力開発につながるため

組織外の知識や技術を積極的に取り込むため

（企業としてオープン・イノベーションを重視）

様々な分野における人脈を構築するため

同業他社が副業・兼業の許可をはじめたから

その他

無回答

合計 ）

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の許可を検討している」とする企業を対象に集計。
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図表 2-3-48：副業・兼業を許可している理由（検討を含む）（MA、単位＝％）【企業調査】 

 
一方、「副業・兼業の許可する予定はない」とする企業に対して、副業・兼業を許可しな

い理由（複数回答）を尋ねたところ、「過重労働となり、本業に支障をきたすため」が 82.7％
ともっとも多く、次いで、「労働時間の管理・把握が困難になる」（45.3％）、「職場の他の従

業員の業務負担が増大する懸念があるため」（35.2％）、「組織内の知識や技術の漏えいが懸念

されるため（企業としてクローズド・イノベーションを重視）」（31.4％）、「人材の流出につ

ながる懸念がある」（28.4％）などとなっている（図表 2-3-49）。 
なお、参考として、上位の理由について業種別（n=30 以上）にみると、各項目で合計よ

りも 5 ポイント以上高い業種としては、「過重労働となり、本業に支障をきたすため」では、

「宿泊業、飲食サービス業」「運輸業、郵便業」となっており、「労働時間の管理・把握が困

難になる」では、「運輸業、郵便業」「建設業」となっている。また、「組織内の知識や技術の

漏えいが懸念されるため（企業としてクローズド・イノベーションを重視）」では、「金融業、

保険業」「学術研究、専門・技術サービス業」「情報通信業」となっており、「人材の流出につ

ながる懸念がある」では、「建設業」となっている。 
従業員規模別にみると、おおむね従業員規模が大きくなるほど、「労働時間の管理・把握

が困難になる」の割合が高くなる傾向にある（図表 2-3-50）。 

組

織

外

の

知

識

や

技

術

を

積

極

的

に

取

り

込

む

た

め
（

企

業

と

し

て

オ
ー

プ

ン

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

様

々

な

分

野

に

お

け

る

人

脈

を

構

築

す

る

た

め

従

業

員

が

活

躍

で

き

る

場

を

広

げ

る

た

め

同

業

他

社

が

副

業

・

兼

業

の

許

可

を

は

じ

め

た

か

ら

従

業

員

の

収

入

増

加

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

視

野

の

拡

大

や

能

力

開

発

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

の

維

持

・

向

上

に

つ

な

が

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜副業・兼業の意向＞

副業・兼業を許可している

副業・兼業の許可を検討している

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の許可を検討している」とする企業を対象に集計。  
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図表 2-3-48：副業・兼業を許可している理由（検討を含む）（MA、単位＝％）【企業調査】 
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製造業
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情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜副業・兼業の意向＞

副業・兼業を許可している

副業・兼業の許可を検討している

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の許可を検討している」とする企業を対象に集計。  

図表 2-3-49：副業・兼業を許可しない理由（MA、単位＝％）【企業調査】
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※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業の許可する予定はない」とする企業を対象に集計。

図表 2-3-50：副業・兼業を許可しない理由（MA、単位＝％）【企業調査】
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合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業の許可する予定はない」とする企業を対象に集計。「業種」（n=30以上）について、各項目で、合計

より5ポイント以上高い数値に網。
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(2)労働者側からみた副業・兼業に対する意向（労働者調査） 
①副業・兼業にかかわる回答者属性 

労働者調査で、昨年 1 年間における副業・兼業（主な仕事以外に収入を伴う労働）の実施

の有無を尋ねたところ、副業・兼業を「実施した」が 1.7％となっている（「実施していない」

が 56.0％、「企業に実施が認められていない」が 41.2％）。 
これを性別にみると、副業・兼業を「実施した」とする割合は男性が 2.0％、女性が 1.3％

となっている。性・年齢別にみると、男女ともに、「実施した」とする割合は、「60 代以上」

がもっとも高く、次いで、「50 代」となっている。 
従業員規模別にみると、副業・兼業を「実施した」とする割合は、99 人以下で他の規模に

比べてもっとも高い。業種別にみると、副業・兼業を「実施した」とする割合は、「教育、学

習支援業」が 4.3％で他に比べてもっとも高くなっている。 
職種別（「その他」除く」）にみると、副業・兼業を「実施した」とする割合は、「教育関係

専門職」が 8.8％ともっとも高く、次いで、「輸送・機械運転職」「医療・福祉関係専門職」「製

造・生産工程職」などとなっている（図表 2-3-51）。 
 
図表 2-3-51：昨年 1 年間における副業・兼業の実施の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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合計 合計

＜性別＞ ＜業種＞

男性 鉱業、採石業、砂利採取業

女性 建設業

＜性・年齢＞ 製造業

男性　２０代以下 電気・ガス・熱供給・水道業

男性　３０代 情報通信業

男性　４０代 運輸業、郵便業

男性　５０代 卸売業、小売業

男性　６０代以上 金融業、保険業

女性　２０代以下 不動産業、物品賃貸業

女性　３０代 学術研究、専門・技術サービス業

女性　４０代 宿泊業、飲食サービス業

女性　５０代 生活関連サービス業、娯楽業

女性　６０代以上 教育、学習支援業

＜従業員規模＞ 医療、福祉

９９人以下 複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

１００～２９９人 サービス業（他に分類されないもの）

３００～９９９人 その他

１，０００人以上 ＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他
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女性　５０代 生活関連サービス業、娯楽業

女性　６０代以上 教育、学習支援業

＜従業員規模＞ 医療、福祉

９９人以下 複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

１００～２９９人 サービス業（他に分類されないもの）

３００～９９９人 その他

１，０００人以上 ＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）
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接客・サービス職
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製造・生産工程職
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建設・採掘職

その他

②労働者側からみた今後の副業・兼業の意向（労働者調査）

働者調査では、「今後、5 年先を見据えた際、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼

業）をしたいと思いますか。また、すでに副業・兼業をされている方は、その機会や割く時

間を増やしたいと思いますか」と尋ねている。それによれば、副業・兼業を「新しくはじめ

たい」が 23.2％、「機会・時間を増やしたい」が 13.8％、「機会・時間を減らしたい」が 1.3％、

「するつもりはない」が 56.1％となっている。副業・兼業の実施に積極的な者（副業・兼業

を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」の合計）は 37.0％と 4 割弱を占めてい

る。一方、副業・兼業の実施に消極的な者（副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間

を減らしたい」の合計）は 57.4％となっている。

副業・兼業の実施に積極的な者の割合を性別にみると、男性が 38.9％、女性が 34.3％とな

っており、その割合にほとんど差はみられない（図表 2-3-52）。

図表 2-3-52：今後、5 年先を見据えた際の副業・兼業の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】

参考として、性・年齢別等の属性でみたものが図表 2-3-53 である。これを性・年齢別にみ

ると、男女ともに、年齢が低くなるほど、副業・兼業の実施に積極的な者の割合は高い。

職種別にみると、副業・兼業の実施に積極的な者の割合は、「事務系専門職（市場調査、

財務、貿易・翻訳等）」「営業職」「技術系専門職（研究開発、設計、SE 等）」などで高くな

っている。

なお、労働者調査では「仕事から得られる年収（税引前の数値）」についても尋ねている。

そこで、これを年収別にみると、700 万円以上の層に比べて、700 万円未満の層のほうが、

副業・兼業の実施に積極的な者の割合が高い。

昨年 1 年間の副業・兼業の実施の有無別にみると、副業・兼業を実施した者では、副業・

兼業の実施に積極的な者の割合が 67.9％となっており、副業・兼業を「実施していない」と

する者でも 35.0％、また、「企業に実施が認められていない」とする者でも 38.5％となって

いる。過去 1 年間で副業・兼業を実施していない者や、副業・兼業を禁止されている者でも

4 割弱が、今後 5 年先を見据えて、副業・兼業を始めたいと考えているようだ。

合計（ ）

＜性別＞

男性（ ）

女性（ ）

新しくはじめたい 機会・時間を増やしたい 機会・時間を減らしたい するつもりはない 無回答

労
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図表 2-3-53：今後、5 年先を見据えた際の副業・兼業の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 

新

し

く

は

じ

め

た

い

機

会

・

時

間

を

増

や

し

た

い

機

会

・

時

間

を

減

ら

し

た

い

す

る

つ

も

り

は

な

い

無

回

答

副

業

・

兼

業

の

実

施

に

積

極

的

な

者

副

業

・

兼

業

の

実

施

に

消

極

的

な

者

合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※ここでの「副業・兼業の実施に積極的な者」は、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」の合

計。「副業・兼業の実施に消極的な者」は、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」の合計。
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図表 2-3-53：今後、5 年先を見据えた際の副業・兼業の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※ここでの「副業・兼業の実施に積極的な者」は、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」の合

計。「副業・兼業の実施に消極的な者」は、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」の合計。

次に、今後、5 年先を見据えて副業・兼業の実施に積極的な者（「新しくはじめたい」「機

会・時間を増やしたい」と回答した者）に対して、副業・兼業を望む理由（3 つまでの複数

回答）を尋ねたところ、「収入を増やしたいから」が 85.1％でもっとも多く、次いで、「自分

が活躍できる場を広げたいから」（53.5％）、「様々な分野における人脈を構築したいから」

（41.7％）、「組織外の知識や技術を積極的に取り込むため（オープン・イノベーションを重

視）」（36.6％）などとなっている（図表 2-3-54）。 
図表 2-3-54：副業・兼業を望む理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
参考として、性、年齢等の属性別に副業・兼業を望む理由をみたものが図表 2-3-55 である。 
性別にみると、女性に比べて男性のほうが、「組織外の知識や技術を積極的に取り込むため

（オープン・イノベーションを重視）」「起業したいから」「様々な分野における人脈を構築し

たいから」などの割合が高い。年齢別にみると、おおむね年齢が低くなるほど、「収入を増や

したいから」「様々な分野における人脈を構築したいから」「組織外の知識や技術を積極的に

取り込むため（オープン・イノベーションを重視）」「転職したいから」などの割合が高くな

る傾向にある。 
従業員規模別にみると、規模が小さくなるほど、「収入を増やしたいから」「転職したいか

ら」などの割合が高くなる。一方、規模が大きくなるほど、「自分が活躍できる場を広げたい

から」「組織外の知識や技術を積極的に取り込むため（オープン・イノベーションを重視）」

などの割合が高い。 
上位の理由について職種別（n=30 以上）にみると、各項目で合計よりも 5 ポイント以上

高い職種としては、「収入を増やしたいから」では、「販売職」「輸送・機械運転職」となって

いる。一方、「自分が活躍できる場を広げたいから」では、「教育関係専門職」「医療・福祉関

係専門職」となっており、「様々な分野における人脈を構築したいから」でも、「教育関係専

門職」となっている。「組織外の知識や技術を積極的に取り込むため（オープン・イノベーシ

ョンを重視）」では、「教育関係専門職」「技術系専門職」「事務系専門職」となっている。  
年収別にみると、おおむね年収が低くなるほど「収入を増やしたいから」「転職したいか

収入を増やしたいから

自分が活躍できる場を広げたいから

様々な分野における人脈を構築したいから

組織外の知識や技術を積極的に取り込むため（オープン・イノベーションを重視）

転職したいから

起業したいから

時間にゆとりができたから

仕事を頼まれ、断り切れなかったから

職場の上司や同僚が副業・兼業をはじめたから

その他

無回答

合計 ）

※今後、 年先を見据えて、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」とする者を対象に集計。
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ら」などの割合が高くなる一方で、おおむね収入が高くなるほど、「自分が活躍できる場を広

げたいから」「様々な分野における人脈を構築したいから」「組織外の知識や技術を積極的に

取り込むため（オープン・イノベーションを重視）」「起業したいから」などの割合が高い。 
図表 2-3-55：副業・兼業を望む理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】 
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無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜年齢＞

２０代以下

３０代

４０代

５０代

６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」とする者を対象に集計。「職種」（n=30以上）について、各項目で、合計より5ポイント

以上高い数値に網。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 57 －

ら」などの割合が高くなる一方で、おおむね収入が高くなるほど、「自分が活躍できる場を広

げたいから」「様々な分野における人脈を構築したいから」「組織外の知識や技術を積極的に

取り込むため（オープン・イノベーションを重視）」「起業したいから」などの割合が高い。 
図表 2-3-55：副業・兼業を望む理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】 
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合計

＜性別＞

男性

女性

＜年齢＞

２０代以下

３０代

４０代

５０代

６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」とする者を対象に集計。「職種」（n=30以上）について、各項目で、合計より5ポイント

以上高い数値に網。

一方、今後、5 年先を見据えて、副業・兼業の実施に消極的な者（副業・兼業を「するつ

もりはない」「機会・時間を減らしたい」と回答した者）に対して、副業・兼業を望まない理

由（3 つまでの複数回答）を尋ねたところ、「過重労働となり、本業に支障をきたすため」が

61.6％ともっとも多く、次いで、「家族や友人と過ごす時間を重視するため」（56.5％）、「勤

め先企業で禁止されているから」（40.4％）、「現在の収入で十分生活できるから」（29.1％）

などとなっている（図表 2-3-56）。 
 
図表 2-3-56：副業・兼業を望まない理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】 

参考として、性、年齢等の属性別にみたものが図表 2-3-57 である。性別にみると、女性に

比べ男性のほうが「過重労働となり、本業に支障をきたすため」などの割合が高い。一方、

男性に比べ女性のほうが、「家族や友人と過ごす時間を重視するため」などの割合が高い。  
年齢別にみると、おおむね年齢が低くなるほど、「家族や友人と過ごす時間を重視するた

め」などの割合が高くなる傾向にある。 
従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「勤め先企業で禁止されているから」な

どの割合が高い。 
「過重労働となり、本業に支障をきたすため」について、職種別（n=30 以上）にみると、

各項目で合計よりも 5 ポイント以上高い職種は、「製造・生産工程職」「輸送・機械運転職」

「技術系専門職」「建設・採掘職」「営業職」となっている。 
年収別にみると、年収が高くなるほど、「現在の収入で十分生活できるから」などの割合

が高くなる。 

過重労働となり、本業に支障をきたすため

家族や友人と過ごす時間を重視するため

勤め先企業で禁止されているから

現在の収入で十分生活できるから

従業員が副業・兼業をする社風が醸成されていない

職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念があるため

組織内の知識や技術の漏えいが懸念されるため（クローズド・イノベーションを重視）

勤め先企業における諸手続が煩雑だから

その他

無回答

合計 ）

※今後、 年先を見据えて、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」とする者を対象に集計。
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図表 2-3-57：副業・兼業を望まない理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】
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回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜年齢＞

２０代以下

３０代

４０代

５０代

６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」とする者を対象に集計。「職種」（n=30以上）について、各項目で、合計より5ポイント

以上高い数値に網。
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図表 2-3-57：副業・兼業を望まない理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】
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無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜年齢＞

２０代以下

３０代

４０代

５０代

６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜年収＞

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

＜昨年1年間の副業・兼業の実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

※今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」とする者を対象に集計。「職種」（n=30以上）について、各項目で、合計より5ポイント

以上高い数値に網。

(3)今後のテレワークの意向（労働者調査） 
①テレワークに関わる回答者属性 

労働者調査で、昨年 1 年間におけるテレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）の実施の

有無を尋ねたところ、テレワークを「実施した」が 1.1％となっている（「実施していない」

が 57.9％、「企業に実施が認められていない」が 38.5％）。 
これを性別にみると、テレワークを「実施した」とする割合は男性が 1.2％、女性が 1.0％

となっている。 
従業員規模別にみると、テレワークを「実施した」とする割合は、規模が大きくなるほど

高く、1,000 人以上で 4.8％ともっとも高い。業種別にみると、テレワークを「実施した」と

する割合は、「情報通信業」が 7.8％で他に比べてもっとも高くなっている。 
職種別（「その他」除く」）にみると、テレワークを「実施した」とする割合は、「技術系専

門職（研究開発、設計、SE 等）」がもっとも高い（図表 2-3-58）。 
 
図表 2-3-58：昨年 1 年間におけるテレワークの実施の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 
②今後のテレワークの意向 

労働者調査では、「テレワークに関する今後の意向」を尋ねている。それによれば、「テレ

ワークを増やしたい・始めたい」が 19.7％、「変わらない」が 71.8％、「テレワークを減らし
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回

答

合計 合計

＜性別＞ ＜業種＞

男性 鉱業、採石業、砂利採取業

女性 建設業

＜性・年齢＞ 製造業

男性　２０代以下 電気・ガス・熱供給・水道業

男性　３０代 情報通信業

男性　４０代 運輸業、郵便業

男性　５０代 卸売業、小売業

男性　６０代以上 金融業、保険業

女性　２０代以下 不動産業、物品賃貸業

女性　３０代 学術研究、専門・技術サービス業

女性　４０代 宿泊業、飲食サービス業

女性　５０代 生活関連サービス業、娯楽業

女性　６０代以上 教育、学習支援業

＜従業員規模＞ 医療、福祉

９９人以下 複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

１００～２９９人 サービス業（他に分類されないもの）

３００～９９９人 その他

１，０００人以上 ＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他
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たい」が 4.5％となっている。 
「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割合を性別にみると、男性が 18.0％、女性

が 22.2％で、女性のほうが男性に比べわずかに高い程度である。性・年齢別にみると、男性

はわずかではあるが、年齢が低くなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割

合が高くなる。女性は、おおむね年齢が低くなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」

とする割合が高くなる傾向にあり、「30 代」でもっとも割合が高くなっている。 
従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」

とする割合が高い。職種別にみると、「事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）」「技

術系専門職（研究開発、設計、SE 等）」などで他の職種に比べて、「テレワークを増やした

い・始めたい」とする割合が高くなっている。 
なお、昨年 1 年間のテレワークの実施の有無別にみると、テレワークを実施した者では、

「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割合は 70.2％となっており、「実施していな

い」や「企業に実施が認められていない」に比べて高くなっている（図表 2-3-59）。 
 

図表 2-3-59：テレワークに関する今後の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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合計

＜性別＞

男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜昨年1年間のテレワークの実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない
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たい」が 4.5％となっている。 
「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割合を性別にみると、男性が 18.0％、女性

が 22.2％で、女性のほうが男性に比べわずかに高い程度である。性・年齢別にみると、男性

はわずかではあるが、年齢が低くなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割

合が高くなる。女性は、おおむね年齢が低くなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」

とする割合が高くなる傾向にあり、「30 代」でもっとも割合が高くなっている。 
従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「テレワークを増やしたい・始めたい」

とする割合が高い。職種別にみると、「事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）」「技

術系専門職（研究開発、設計、SE 等）」などで他の職種に比べて、「テレワークを増やした

い・始めたい」とする割合が高くなっている。 
なお、昨年 1 年間のテレワークの実施の有無別にみると、テレワークを実施した者では、

「テレワークを増やしたい・始めたい」とする割合は 70.2％となっており、「実施していな

い」や「企業に実施が認められていない」に比べて高くなっている（図表 2-3-59）。 
 

図表 2-3-59：テレワークに関する今後の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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女性

＜性・年齢＞
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男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜昨年1年間のテレワークの実施の有無＞

実施した

実施していない

企業に実施が認められていない

今後、「テレワークを増やしたい・始めたい」とする者に対して、テレワークの増加を望

む理由（3 つまでの複数回答）を尋ねたところ、テレワークの増加を望む理由は、「仕事の生

産性・効率性が向上するため（移動時間の縮減等）」が 69.1％ともっとも多く、次いで、「通

勤によるストレスが減少するため」（62.3％）、「家族との日常的なコミュニケーションの機会

が増え、ストレスの減少やモチベーションの向上につながる」（48.4％）、「仕事と育児の両立

を図りやすいため」（44.8％）、「仕事と介護の両立を図りやすいため」（22.4％）などとなっ

ている（図表 2-3-60）。
一方、「テレワークを減らしたい」とする者に対して、テレワークの減少を望む理由（3 つ

までの複数回答）を尋ねたところ、テレワークの減少を望む理由は、「仕事の生産性・効率性

が低下するため（共有情報へのアクセス制限等）」が 72.3％ともっとも多く、次いで、「長時

間労働になりやすい」（70.9％）、「チームメンバーや上司とのコミュニケーションが難しく、

業務遂行に支障をきたすから」（68.5％）などとなっている（図表 2-3-61）。

図表 2-3-60：テレワークの増加を望む理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】

図表 2-3-61：テレワークの減少を望む理由（3 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】

仕事の生産性・効率性が低下するため（共有情報へのアクセス制限等）

長時間労働になりやすい

チームメンバーや上司とのコミュニケーションが難しく、業務遂行に支障

をきたすから

仕事と育児の両立を図る必要性が低下したため

職場の上司や同僚が減少させているため

仕事と介護の両立を図る必要性が低下したため

仕事と病気治療の両立を図る必要性が低下したため

その他

無回答

合計（ ）

※テレワークに関する今後の意向について、「テレワークを減らしたい」とする者を対象に集計。

仕事の生産性・効率性が向上するため（移動時間の縮減等）

通勤によるストレスが減少するため

家族との日常的なコミュニケーションの機会が増え、ストレスの減少やモチベー

ションの向上につながる

仕事と育児の両立を図りやすいため

仕事と介護の両立を図りやすいため

仕事と病気治療の両立を図りやすいため

職場の上司や同僚が増加させているため

経営トップ等が増加させるよう、呼び掛けているため

人事評価において、テレワークの実施を増加させることが目標設定されているため

その他

無回答

合計 ）

※テレワークに関する今後の意向について、「テレワークを増やしたい・始めたい」とする者を対象に集計。
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４．従業員の育成の状況

4-1．能力開発

(1) 能力開発にかかわる回答者の属性

①従業員の能力に関する考え方と仕事内容（企業調査・労働者調査）

企業調査では現在の従業員の能力に関する考え方（A．様々な業務に対応できるゼネラリ

ストを重要視する／B．ある分野に特化したスペシャリストを重要視する）について尋ねて

いる。また、5 年先を見据えた際の考え方（A．様々な業務に対応できるゼネラリストの重

要性が高まる／B．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる）についても、同

様に尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-1 である。

まず、①現在については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストを重要視する」の該

当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の合計）は 50.0％であり、「B．ある分野

に特化したスペシャリストを重要視する」の該当割合（B 計：「B である」「どちらかという

と B」の合計）も 48.1％であり、両者は拮抗している。

②5 年先については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストの重要性が高まる」の該

当割合（A 計）は 55.5％であり、「B．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる」

の該当割合（B 計）は 42.7％である。A 計の割合が B 計の割合をわずかに上回っている。

図表 2-4-1：従業員の能力に関する考え方（現在、5 年先）（SA、単位＝％）【企業調査】

他方、労働者調査においては、現在の仕事内容（A．様々な業務に対応できるゼネラリス

ト／B．ある分野に特化したスペシャリスト）及び、5 年先を見据えた際の今後目指す職業

観（A．様々な業務に対応できるゼネラリストとして働きたい／B．ある分野に特化したスペ

シャリストとして働きたい）について尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-2 である。

まず、①現在の仕事内容については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリスト」の該当

割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の合計）は 48.2％であり、「B．ある分野に

特化したスペシャリスト」の該当割合（B 計：「B である」「どちらかというと B」の合計）

も 48.5％であり、両者は拮抗している。

②5 年先（今後目指す職業観）については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストと

して働きたい」の該当割合（A 計）は 53.0％であり、「B．ある分野に特化したスペシャリス

トとして働きたい」の該当割合（B 計）は 42.8％である。A 計の割合が B 計の割合を上回っ

ている。

Ａ
Ａであ

る

どちら

かとい

うとＡ

どちら

かとい

うとＢ

Ｂであ

る
無回答 Ｂ Ａ計 Ｂ計

①現在
Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリストを重要視する

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリストを重要視する

②５年先
Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリストの重要性が高まる

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリストの重要性が高まる

※Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。
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４．従業員の育成の状況

4-1．能力開発

(1) 能力開発にかかわる回答者の属性

①従業員の能力に関する考え方と仕事内容（企業調査・労働者調査）

企業調査では現在の従業員の能力に関する考え方（A．様々な業務に対応できるゼネラリ

ストを重要視する／B．ある分野に特化したスペシャリストを重要視する）について尋ねて

いる。また、5 年先を見据えた際の考え方（A．様々な業務に対応できるゼネラリストの重

要性が高まる／B．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる）についても、同

様に尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-1 である。

まず、①現在については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストを重要視する」の該

当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の合計）は 50.0％であり、「B．ある分野

に特化したスペシャリストを重要視する」の該当割合（B 計：「B である」「どちらかという

と B」の合計）も 48.1％であり、両者は拮抗している。

②5 年先については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストの重要性が高まる」の該

当割合（A 計）は 55.5％であり、「B．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる」

の該当割合（B 計）は 42.7％である。A 計の割合が B 計の割合をわずかに上回っている。

図表 2-4-1：従業員の能力に関する考え方（現在、5 年先）（SA、単位＝％）【企業調査】

他方、労働者調査においては、現在の仕事内容（A．様々な業務に対応できるゼネラリス

ト／B．ある分野に特化したスペシャリスト）及び、5 年先を見据えた際の今後目指す職業

観（A．様々な業務に対応できるゼネラリストとして働きたい／B．ある分野に特化したスペ

シャリストとして働きたい）について尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-2 である。

まず、①現在の仕事内容については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリスト」の該当

割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の合計）は 48.2％であり、「B．ある分野に

特化したスペシャリスト」の該当割合（B 計：「B である」「どちらかというと B」の合計）

も 48.5％であり、両者は拮抗している。

②5 年先（今後目指す職業観）については、「A．様々な業務に対応できるゼネラリストと

して働きたい」の該当割合（A 計）は 53.0％であり、「B．ある分野に特化したスペシャリス

トとして働きたい」の該当割合（B 計）は 42.8％である。A 計の割合が B 計の割合を上回っ

ている。

Ａ
Ａであ

る

どちら

かとい

うとＡ

どちら

かとい

うとＢ

Ｂであ

る
無回答 Ｂ Ａ計 Ｂ計

①現在
Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリストを重要視する

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリストを重要視する

②５年先
Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリストの重要性が高まる

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリストの重要性が高まる

※Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

図表 2-4-2：現在の仕事内容と今後の職業観（現在、5 年先）（SA、単位＝％）【労働者調査】

②今後のグローバル経済活動、イノベーション活動に対する認識（企業調査）

企業調査では、「5 年先を見据えた際、貴社において、海外現地法人の設立や外国企業との

商取引等といった、グローバルな経済活動の重要度はどうなると思いますか」と尋ねている。

これをまとめたものが図表 2-4-3 である。

図表 2-4-3： 年先を見据えたグローバルな経済活動、イノベーション活動の重要度

それによれば、今後のグローバル経済活動の重要度が「高まる・計」（「大幅に高まる」「ど

ちらかといえば高まる」の合計）の割合は、26.9％となっており、「変わらない」は 66.5％
であり、「低くなる・計」（「大幅に低くなる」「どちらかといえば低くなる」の合計）は 2.8％
と少数である。これを業種別（n=30 以上）にみると、「高まる・計」の割合は、「製造業」「情

報通信業」などで高い。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど「高まる・計」の割

合は高くなる傾向にある。

Ａ
Ａであ

る

どちら

かとい

うとＡ

どちら

かとい

うとＢ

Ｂであ

る
無回答 Ｂ Ａ計 Ｂ計

①現在

(仕事内容）

Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリスト

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリスト

②５年先

（今後の職業観）

Ａ．様々な業務に対応できるゼ

ネラリストとして働きたい

Ｂ．ある分野に特化したスペ

シャリストとして働きたい

※Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

大

幅

に

高

ま

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

高

ま

る

変

わ

ら

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

低

く

な

る

大

幅

に

低

く

な

る 無

回

答

高

ま

る

・

計

大

幅

に

高

ま

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

高

ま

る

変

わ

ら

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

低

く

な

る

大

幅

に

低

く

な

る 無

回

答

高

ま

る

・

計

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※「高まる・計」は「大幅に高まる」「どちらかといえば高まる」の合計。

5年先を見据えたグローバル経済活動の重要度 5年先を見据えたイノベーション活動の重要度

（SA、単位＝％）【企業調査】

5
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また、企業調査では、「5 年先を見据えた際、貴社において、新製品の開発、大幅に改善さ

れた生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等、イノベーション活動

の重要度はどうなると思いますか」とも尋ねている。それによれば、イノベーション経済活

動の重要性が「高まる・計」とする割合は、59.0％となっている。「変わらない」は 35.5％
であり、「低くなる・計」は、1.1％とわずかである。これを業種別（n=30 以上）にみると、

「高まる・計」の割合は「情報通信業」「製造業」などで高い。従業員規模別にみると、規模

が大きくなるほど「高まる・計」の割合は高くなる傾向にある。

③AI による技術革新などの変化を踏まえた今後の人材マネジメントの考え方（企業調査）

企業調査では、「今後、貴社の事業を推進していく上で、AI による技術革新等といった様々

な変化が生じる可能性がありますが、貴社の人材マネジメントの考え方としては、A と B の

どちらに近いですか」（A．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社

内部の人材を育成していくことを重視／B．数年先の変化の予測は困難であることから、必

要となる能力を備えた自社外部の人材を適時採り入れることを重視）と尋ねている。これを

まとめたものが図表 2-4-4 である。

図表 2-4-4： による技術革新等の様々な変化の可能性を踏まえた人材マネジメントの考え

Ａである どちらかと

いうとＡ

どちらかと

いうとＢ

Ｂである 無回答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

AIによる技術革新等の様々な変化の可能性を踏まえた人材マネジメントの考え方

Ａ．数年先の変化を出来る

だけ予測し、必要となる能

力を備えた自社内部の人材

を育成していくことを重視

Ｂ．数年先の変化の予測は

困難であることから、必要

となる能力を備えた自社外

部の人材を適時採り入れる

ことを重視

Ａ

計

Ｂ

計

方（SA、単位＝％）【企業調査】

AI
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また、企業調査では、「5 年先を見据えた際、貴社において、新製品の開発、大幅に改善さ

れた生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等、イノベーション活動

の重要度はどうなると思いますか」とも尋ねている。それによれば、イノベーション経済活

動の重要性が「高まる・計」とする割合は、59.0％となっている。「変わらない」は 35.5％
であり、「低くなる・計」は、1.1％とわずかである。これを業種別（n=30 以上）にみると、

「高まる・計」の割合は「情報通信業」「製造業」などで高い。従業員規模別にみると、規模

が大きくなるほど「高まる・計」の割合は高くなる傾向にある。

③AI による技術革新などの変化を踏まえた今後の人材マネジメントの考え方（企業調査）

企業調査では、「今後、貴社の事業を推進していく上で、AI による技術革新等といった様々

な変化が生じる可能性がありますが、貴社の人材マネジメントの考え方としては、A と B の

どちらに近いですか」（A．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社

内部の人材を育成していくことを重視／B．数年先の変化の予測は困難であることから、必

要となる能力を備えた自社外部の人材を適時採り入れることを重視）と尋ねている。これを

まとめたものが図表 2-4-4 である。

図表 2-4-4： による技術革新等の様々な変化の可能性を踏まえた人材マネジメントの考え

Ａである どちらかと

いうとＡ

どちらかと

いうとＢ

Ｂである 無回答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

AIによる技術革新等の様々な変化の可能性を踏まえた人材マネジメントの考え方

Ａ．数年先の変化を出来る

だけ予測し、必要となる能

力を備えた自社内部の人材

を育成していくことを重視

Ｂ．数年先の変化の予測は

困難であることから、必要

となる能力を備えた自社外

部の人材を適時採り入れる

ことを重視

Ａ

計

Ｂ

計

方（SA、単位＝％）【企業調査】

AI

それによれば、「A．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社内部

の人材を育成していくことを重視」（「A である」「どちらかというと A」の合計）は 71.9％
であり、「B．数年先の変化の予測は困難であることから、必要となる能力を備えた自社外部

の人材を適時採り入れることを重視」（「B である」「どちらかというと B」の合計）の 26.5％
を大きく上回っている。

(2)人材育成に取り組む際、能力の向上で求めるもの（企業調査・労働者調査）

①企業からみた人材育成に取り組む際、能力の向上で求めるもの（企業調査）

企業調査では、人材育成に取り組む際に能力の向上で求めるもの（上位 5 つまでの複数回

答）について、「いわゆる正社員」と「将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人

材」（以下、「中核的人材」と略す）に分けて尋ねている。

まず、いわゆる正社員については、「コミュニケーション能力」が 82.1％ともっとも多く、

次いで、「専門的な知識・技能」（76.7％）、「マネジメント能力」（64.3％）、「創造力、企画・

立案力」（54.3％）、「分析力・思考力」（48.8％）、「協調性」（45.0％）などとなっている。

一方、中核的人材については、「マネジメント能力」が 89.2％ともっとも多く、次いで、「コ

ミュニケーション能力」（80.1％）、「創造力、企画・立案力」（71.2％）、「分析力・思考力」

（71.1％）、「専門的な知識・技能」（66.3％）などとなっている。

両者を比較すると、いわゆる正社員に比べて中核的人材のほうが、「マネジメント能力」「分

析力・思考力」「創造力、企画・立案力」などの割合が高い。一方、中核的人材に比べていわ

ゆる正社員のほうが、「協調性」「好奇心・積極性」「専門的な知識・技能」「忍耐力・継続力」

などの割合が高くなっている（図表 2-4-5）。

図表 2-4-5： 育成に取り組む際、能力の向上で求めるもの

コミュニケーション能力

専門的な知識・技能

マネジメント能力

創造力、企画・立案力

分析力・思考力

協調性

好奇心・積極性

忍耐力・継続力

ＩＴ等の情報技術を使いこなす能力

語学力・国際感覚

その他

無回答

いわゆる正社員 ）

将来に管理職や経営幹部となる可能性

のある中核的人材 ）

（5 つまでの MA、単位＝％）【企業調査】

（いわゆる正社員、将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人材）
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②5 年先を見据えた際に能力能力向上で重視しているもの（労働者調査）

労働者調査では、「5 年先を見据えた際、どの能力を向上させることが、あなたにとって重

要ですか」（上位 5 つの複数回答）と尋ねている。それによれば、能力向上で重視している

ものは、「専門的な知識・技能」が 74.0％ともっとも多く、次いで、「コミュニケーション能

力」（61.6％）、「分析力・思考力」（58.8％）、「マネジメント能力」（52.5％）、「創造力、企画・

立案力」（52.2％）などとなっている。

図表 2-4-6：5 年先を見据えた際に能力能力向上で重視しているもの

（5 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】

(3)回答企業の人材育成の内容（企業調査）

現在取り組んでいる人材育成の内容17（いわゆる正社員、限定正社員、非正社員）につい

て尋ねており、実施企業については、従業員全体を一律に実施しているか、対象者を雇用区

分（女性、60 歳以上高齢者、高度外国人）のみに限定実施しているかについても尋ねている

（複数回答）。これをまとめたものが図表 2-4-7 である。

17 調査設問（問 24）は、複数回答であり、設問の注記において、人材育成を実施はしているが、従業員全体を

一律に対象とはしておらず、対象者を雇用区分（女性、60 歳以上高齢者、高度外国人）にのみに限定している

場合には、「限定実施」と「その雇用区分」にも選択を求めている（限定している対象が女性、高齢者、高度外

国人以外の場合、「限定実施」のみを選択するよう指示）。なお、問 24 において、設問の人材育成の各項目は、

正社員・限定正社員と非正社員では一部異なることに留意。具体的には、正社員・限定正社員の項目に比べて、

非正社員では、（キャリア形成を目的とした）「⑦配置転換 (事業所内の移動)」「⑧転勤（事業所間の移動）」

「⑨他企業との人材交流（出向等）」の項目がない。
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合計 12,355 74.0 52.5 61.6 58.8 52.2 30.9 31.7 21.0 30.6 21.2 0.9 3.9

＜非管理職・管理職の別＞

非管理職 9,398 75.7 47.0 62.1 58.5 50.1 31.4 33.7 21.7 32.9 22.4 0.9 3.9

管理職以上 2,924 68.4 70.1 60.0 59.7 59.1 29.7 25.4 18.9 23.5 17.3 0.7 3.8

※非管理職・管理職の別は、非管理職（「役職なし（一般社員）」「係長・主任相当職」）と管理職以上（「課長・課長相当職」「部長・部長相当

」）の2区分としている。

 なお、労働者調査では、役職について尋ねている。そこで、参考として、非管理職・管理

職の別にみると（非管理職（「役職なし（一般社員）」「係長・主任相当職」）と管理職以上（「課

長・課長相当職」「部長・部長相当職以上」）の 2 区分）、非管理職に比べ管理職のほうが、「マ

ネジメント能力」や「創造力、企画・立案力」などを重視している割合が高い。一方、管理

職に比べ非管理職のほうが、「忍耐力・継続力」「好奇心・積極性」「専門的な知識・技能」「協

調性」などを重視する割合がわずかに高い（図表 2-4-6）。 

職以上
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②5 年先を見据えた際に能力能力向上で重視しているもの（労働者調査）

労働者調査では、「5 年先を見据えた際、どの能力を向上させることが、あなたにとって重

要ですか」（上位 5 つの複数回答）と尋ねている。それによれば、能力向上で重視している

ものは、「専門的な知識・技能」が 74.0％ともっとも多く、次いで、「コミュニケーション能

力」（61.6％）、「分析力・思考力」（58.8％）、「マネジメント能力」（52.5％）、「創造力、企画・
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分（女性、60 歳以上高齢者、高度外国人）のみに限定実施しているかについても尋ねている
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場合には、「限定実施」と「その雇用区分」にも選択を求めている（限定している対象が女性、高齢者、高度外

国人以外の場合、「限定実施」のみを選択するよう指示）。なお、問 24 において、設問の人材育成の各項目は、

正社員・限定正社員と非正社員では一部異なることに留意。具体的には、正社員・限定正社員の項目に比べて、

非正社員では、（キャリア形成を目的とした）「⑦配置転換 (事業所内の移動)」「⑧転勤（事業所間の移動）」

「⑨他企業との人材交流（出向等）」の項目がない。
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※非管理職・管理職の別は、非管理職（「役職なし（一般社員）」「係長・主任相当職」）と管理職以上（「課長・課長相当職」「部長・部長相当

」）の2区分としている。

 なお、労働者調査では、役職について尋ねている。そこで、参考として、非管理職・管理

職の別にみると（非管理職（「役職なし（一般社員）」「係長・主任相当職」）と管理職以上（「課
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ネジメント能力」や「創造力、企画・立案力」などを重視している割合が高い。一方、管理

職に比べ非管理職のほうが、「忍耐力・継続力」「好奇心・積極性」「専門的な知識・技能」「協
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職以上

図表 2-4-7：取り組んでいる人材育成の内容（MA、単位＝％）【企業調査】 

 

①人材育成の実施企業割合

まず、人材育成の実施項目において、「人材育成実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律

(1)いわゆる正社員

女性
60歳以上
高齢者

高度外国
人

⑦配置転換(事業所内の移動)

⑧転勤（事業所間の移動）

⑨他企業との人材交流（出向等）

(2)限定正社員

女性
60歳以上
高齢者

高度外国
人

⑦配置転換(事業所内の移動)

⑧転勤（事業所間の移動）

⑨他企業との人材交流（出向等）

(3)非正社員

女性
60歳以上
高齢者

高度外国
人

⑪企業としての人材育成方針・計画の策定

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ-ＪＴ

⑫企業が費用を負担する社外教育

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

※4：「人材育成実施企業（一律実施・限定実施）」は、「一律実施」「限定実施」を選択した企業のこと。

人
材
育
成
実
施
企
業

（

一
律
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施
・
限
定

実
施
）

人
材
育
成
実
施
企
業

（

一
律
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施
・
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実
施
）

人
材
育
成
実
施
企
業

（

一
律
実
施
・
限
定

実
施
）

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

⑦企業内で行う一律型のＯｆｆ-ＪＴ

⑧企業内で行う選択型のＯｆｆ-ＪＴ

⑨企業が費用を負担する社外教育

⑩本人負担の社外教育に対する支援・配慮

無回答

①計画的・系統的なＯＪＴ

②目標管理制度による動機づけ

無回答

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ-ＪＴ　[1] 

いわゆる正社員

限定正社員

定義[4] 公的資格の取得支援（検定料補助、時間的配慮等）や、自己啓発費用（通信講座の受講料等）の補助、教育訓練休暇（有給）の付与など、本人が費
用を負担する社外教育に対する支援・配慮を指します。

※1：(1)いわゆる正社員の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：(2)限定正社員は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：(3)非正社員は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。

限定実施のうち

未実施

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

④表彰による動機づけ

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

キャリア形成を
　目的とした

限定実施のうち

未実施

①計画的・系統的なＯＪＴ

②目標管理制度による動機づけ

①計画的・系統的なＯＪＴ

②目標管理制度による動機づけ

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

④表彰による動機づけ

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

一律
実施

限定
実施

一律
実施

限定
実施

一律
実施

限定
実施

定義[1] 入社ガイダンス、コミュニケーションや個人情報保護に関する研修など、基本的には全社員を対象に、日常の業務を一時的に離れて行う教育訓練を
指します。

定義[2] 入社年次別の研修、役職別の研修、専門性を向上させるための研修など、一部の社員や希望者を対象に、一時的に職場を離れて行う教育訓練を指します。

定義[3] 外部セミナー等への参加による知識・技能習得や、国内外の大学・研究機関等への留学など、社外での教育訓練を指します。

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ-ＪＴ  [2]

⑫企業が費用を負担する社外教育 　[3]

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮 [4]

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

未実施

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

④表彰による動機づけ

キャリア形成を
　目的とした

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ-ＪＴ

無回答

非正社員

限定実施のうち
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実施」「限定実施」を選択した企業）の割合についてみると、いわゆる正社員では、「定期的

な面談（個別評価・考課）」「企業が費用を負担する社外教育」「計画的・系統的な OJT」「目

標管理制度による動機づけ」「表彰による動機づけ」「配置転換（事業所内の移動）」などが上

位の実施項目となっている。 
限定正社員でも、「人材育成実施企業」の割合は、「定期的な面談（個別評価・考課）」

「目標管理制度による動機づけ」「計画的・系統的な OJT」「表彰による動機づけ」「企業

が費用を負担する社外教育」「配置転換（事業所内の移動）」などが上位の実施項目となっ

ている。 
非正社員では、「人材育成実施企業」の割合は、「定期的な面談（個別評価・考課）」「計画

的・系統的な OJT」「表彰による動機づけ」などが上位の実施項目となっている。 
 

②人材育成の一律実施と限定実施の割合 
そこで、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員ごとに、人材育成の各項目で一律実施と

限定実施の割合をそれぞれ比較してみると、いずれの項目も、一律実施の割合に比べて、限

定実施の割合が少ない。人材育成施策は一律実施でなされる場合が多いことがうかがえる。  
限定実施の項目に着目してみると、いわゆる正社員において、限定実施の割合が高いもの

としては、「企業が費用を負担する社外教育」「配置転換（事業所内の移動）」「転勤（事業所

間の移動）」「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」などとなっている。 
限定正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「企業が費用を負担する社外

教育」「転勤（事業所間の移動）」「配置転換（事業所内の移動）」「指導役や教育係の配置（メ

ンター制度等）」などとなっている。 
非正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「企業が費用を負担する社外教育」

「定期的な面談（個別評価・考課）」「計画的・系統的な OJT」などとなっている。

③人材育成実施企業の割合の就業形態間の比較 
参考として、「人材育成実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択

した企業）の割合を就業形態間で比較したものが図表 2-4-8 である（以下では、「②正社員・

限定正社員がいる企業」及び、「③正社員・非正社員がいる企業」について記述）。 
まず、いわゆる正社員と限定正社員の人材育成の実施割合を比較するため、「②正社員・限

定正社員がいる企業」に限定してみると（「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=462））、いずれの項目の実施割合も、いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが実施

割合は低い。いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが低い項目としては、「転勤（事業所

間の移動）」「配置転換（事業所内の移動）」「他企業との人材交流（出向等）」「企業が費用を

負担する社外教育」などとなっている。 
同様に、いわゆる正社員と非正社員の人材育成の比較可能な項目について、「③正社員・非
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実施」「限定実施」を選択した企業）の割合についてみると、いわゆる正社員では、「定期的

な面談（個別評価・考課）」「企業が費用を負担する社外教育」「計画的・系統的な OJT」「目

標管理制度による動機づけ」「表彰による動機づけ」「配置転換（事業所内の移動）」などが上

位の実施項目となっている。 
限定正社員でも、「人材育成実施企業」の割合は、「定期的な面談（個別評価・考課）」

「目標管理制度による動機づけ」「計画的・系統的な OJT」「表彰による動機づけ」「企業

が費用を負担する社外教育」「配置転換（事業所内の移動）」などが上位の実施項目となっ

ている。 
非正社員では、「人材育成実施企業」の割合は、「定期的な面談（個別評価・考課）」「計画

的・系統的な OJT」「表彰による動機づけ」などが上位の実施項目となっている。 
 

②人材育成の一律実施と限定実施の割合 
そこで、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員ごとに、人材育成の各項目で一律実施と

限定実施の割合をそれぞれ比較してみると、いずれの項目も、一律実施の割合に比べて、限

定実施の割合が少ない。人材育成施策は一律実施でなされる場合が多いことがうかがえる。  
限定実施の項目に着目してみると、いわゆる正社員において、限定実施の割合が高いもの

としては、「企業が費用を負担する社外教育」「配置転換（事業所内の移動）」「転勤（事業所

間の移動）」「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」などとなっている。 
限定正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「企業が費用を負担する社外

教育」「転勤（事業所間の移動）」「配置転換（事業所内の移動）」「指導役や教育係の配置（メ

ンター制度等）」などとなっている。 
非正社員において、限定実施の割合が高いものとしては、「企業が費用を負担する社外教育」

「定期的な面談（個別評価・考課）」「計画的・系統的な OJT」などとなっている。

③人材育成実施企業の割合の就業形態間の比較 
参考として、「人材育成実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択

した企業）の割合を就業形態間で比較したものが図表 2-4-8 である（以下では、「②正社員・

限定正社員がいる企業」及び、「③正社員・非正社員がいる企業」について記述）。 
まず、いわゆる正社員と限定正社員の人材育成の実施割合を比較するため、「②正社員・限

定正社員がいる企業」に限定してみると（「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=462））、いずれの項目の実施割合も、いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが実施

割合は低い。いわゆる正社員に比べて限定正社員のほうが低い項目としては、「転勤（事業所

間の移動）」「配置転換（事業所内の移動）」「他企業との人材交流（出向等）」「企業が費用を

負担する社外教育」などとなっている。 
同様に、いわゆる正社員と非正社員の人材育成の比較可能な項目について、「③正社員・非

正社員がいる企業」に限定してみると（「非正社員がいる」とする企業を対象に集計

（n=2,007））、いずれの項目の実施割合も、いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低く

なっている。いわゆる正社員に比べて非正社員のほうが低い項目としては、「企業が費用を負

担する社外教育」「目標管理制度による動機づけ」「企業としての人材育成方針・計画の策定」

「社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ」などとなっている。

図表 2-4-8：人材育成実施企業の割合の就業形態間の比較（MA、単位＝％）【企業調査】

(4)企業からみた従業員の人材育成の強化の状況（企業調査）

①従業員の人材育成の強化の状況

企業調査では、「5 年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いま

すか。また、人材育成に関する 5 年先の見通しも教えてください」と尋ねている。

まず、5 年前と現在の比較（これまで）においては、「人材育成強化・計」（「大幅に強化」

（7.1％）、「やや強化」（49.3％）の合計）の割合は 56.4％となっている。「変わらない」は

39.4％であり、「人材育成抑制・計」（「大幅に抑制」（0.2％）と「やや抑制」（1.9％）の合計）

は 2.1％と少数である。

一方、現在と 5 年先の比較（今後）においても、「人材育成強化・計」（「大幅に強化」（11.8％）、

「やや強化」（55.9％）の合計）の割合は 67.7％となっている。「変わらない」は 30.0％であ

り、「人材育成抑制・計」（「大幅に抑制」（0％）と「やや抑制」（0.4％）の合計）は 0.4％と

いわゆる

正社員

限定

正社員
非正社員

いわゆる

正社員

限定

正社員

いわゆる

正社員
非正社員

いわゆる

正社員

限定

正社員
非正社員

⑦配置転換（事業所内の移動）

⑧転勤（事業所間の移動）

⑨他企業との人材交流（出向等）

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

②正社員・限定正

社員がいる企業

③正社員・非正社

員がいる企業

（キャリア

形成を目的

とした）

①計画的・系統的なＯＪＴ

②目標管理制度による動機づけ

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

④表彰による動機づけ

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

⑫企業が費用を負担する社外教育

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

就業形態（限定正社員・非正社員）がいる企業
①全体

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

④正社員・限定正社員・非

正社員がいる企業

n数

就業形態

※8：設問の人材育成の各項目について、非正社員では、（キャリア形成を目的とした）「⑦配置転換(事業所内の移動)」「⑧転勤（事業所間の移

動）」「⑨他企業との人材交流（出向等）」の項目がない（表中では設問がない項目について空欄で表示）。

※7：数値は、就業形態ごとの「人材育成実施企業（一律実施・限定実施）」（「一律実施」「限定実施」を選択した企業）の割合。

※1：「①全体」において、「いわゆる正社員」の集計対象は、回答企業全数（n=2,260)。

※2：「①全体」において、「限定正社員」は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=462）。

※3：「①全体」において、「非正社員」は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（n=2,007）。

※4：「②正社員・限定正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」とする企業（n=462）。

※5：「③正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「非正社員がいる」とする企業（n=2,007）。

※6：「④正社員・限定正社員・非正社員がいる企業」の集計対象は、「限定正社員がいる」及び「非正社員がいる」とする企業（n=418）。
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わずかである。

これまでと今後を比較すると、今後のほうが「人材育成強化・計」の割合が高くなってお

り、「変わらない」の割合が低くなっている（図表 2-4-9）。

図表 2-4-9： 業員の人材育成の強化の状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比

企業調査では、現在と 5 年先の比較（今後）において、従業員の人材育成を「大幅に強化」

又は「やや強化」と回答した企業（以下、「今後、人材育成を強化する企業」と略す）につい

て、今後、人材育成を強化していく上で、最も重要視するものを尋ねている。それによれば、

今後、人材育成の強化で重要視するものは、「OJT」が 45.4％でもっとも割合が高く、次い

で、「Off -JT」が 29.7％、「自己啓発への支援」が 18.4％となっている（図表 2-4-10）。

図表 2-4-10： 、人材育成を強化していく上で最も重要視するもの（SA、単位＝％）

次に、企業調査は、今後、人材育成を強化する企業を対象に、「今後、人材育成を強化し

ていく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください」

と尋ねている。それによれば、実施予定の支援では、「上長等の育成能力や指導意識の向上」

が 86.3％ともっとも多く、次いで、「経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開

発への意欲を向上させる」（70.6％）、「人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の

育成に積極的な上司をより評価」（69.5％）、「人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、

従業員の能力開発への取組状況をより評価」（69.2％）、「人材育成に係る予算を拡充」（64.3％）、

「就業時間への配慮」（60.7％）などとなっている（図表 2-4-11）。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

大幅に強化 やや強化 変わらない やや抑制 大幅に抑制 無回答

合計（ ）

ＯＪＴ Ｏｆｆ－ＪＴ 自己啓発への支援 無回答

※従業員の人材育成の強化の状況の「②現在と５年先の比較」において、従業員の人材育成を「大幅に強化」「やや強化」と回答し

た企業を対象に集計。

較）（SA、単位＝％）【企業調査】

従

【企業調査】

今後
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わずかである。

これまでと今後を比較すると、今後のほうが「人材育成強化・計」の割合が高くなってお

り、「変わらない」の割合が低くなっている（図表 2-4-9）。

図表 2-4-9： 業員の人材育成の強化の状況（①5 年前と現在の比較、②現在と 5 年先の比

企業調査では、現在と 5 年先の比較（今後）において、従業員の人材育成を「大幅に強化」

又は「やや強化」と回答した企業（以下、「今後、人材育成を強化する企業」と略す）につい

て、今後、人材育成を強化していく上で、最も重要視するものを尋ねている。それによれば、

今後、人材育成の強化で重要視するものは、「OJT」が 45.4％でもっとも割合が高く、次い

で、「Off -JT」が 29.7％、「自己啓発への支援」が 18.4％となっている（図表 2-4-10）。

図表 2-4-10： 、人材育成を強化していく上で最も重要視するもの（SA、単位＝％）

次に、企業調査は、今後、人材育成を強化する企業を対象に、「今後、人材育成を強化し

ていく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください」

と尋ねている。それによれば、実施予定の支援では、「上長等の育成能力や指導意識の向上」

が 86.3％ともっとも多く、次いで、「経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開

発への意欲を向上させる」（70.6％）、「人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の

育成に積極的な上司をより評価」（69.5％）、「人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、

従業員の能力開発への取組状況をより評価」（69.2％）、「人材育成に係る予算を拡充」（64.3％）、

「就業時間への配慮」（60.7％）などとなっている（図表 2-4-11）。

① 年前と現在の比較

②現在と 年先の比較

大幅に強化 やや強化 変わらない やや抑制 大幅に抑制 無回答

合計（ ）

ＯＪＴ Ｏｆｆ－ＪＴ 自己啓発への支援 無回答

※従業員の人材育成の強化の状況の「②現在と５年先の比較」において、従業員の人材育成を「大幅に強化」「やや強化」と回答し

た企業を対象に集計。

較）（SA、単位＝％）【企業調査】

従

【企業調査】

今後

図表 2-4-11： 後、人材育成を強化していく中で、企業として実施予定の支援（SA、単位

さらに、企業調査では、今後、人材育成を強化する企業を対象に、人材育成の強化に向け

た取組方針についても尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-12 である。

取組方針（A．人事部局の体制を強化する／B．人事部局の体制を縮小する）については、

「A．人事部局の体制を強化する」の該当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」

の合計）は 86.7％であり、「B．人事部局の体制を縮小する」の該当割合（B 計：「B である」

「どちらかというと B」の合計）は 10.4％である。A 計の割合が B 計の割合を大きく上回っ

ている（図表 2-4-12［1］）。
取組方針（A．人材育成を専門とする外部のコンサルタント会社への委託を強化する／B．

外部への委託を縮小する又はしない）については、「A．人材育成を専門とする外部のコンサ

ルタント会社への委託を強化する」の該当割合（A 計）は 49.0％であり、「B．外部への委託

を縮小する又はしない」の該当割合（B 計）は 48.0％であり、両者は拮抗している（図表 2-4-12
［2］）。

取組方針（A．人事部局が主導する人材育成の機会を増加させる／B．現場や社員が主導す

る人材育成の機会を増加させる）については、「A．人事部局が主導する人材育成の機会を増

加させる」の該当割合（A 計）は 57.4％であり、「B．現場や社員が主導する人材育成の機会

を増加させる」の該当割合（B 計）は 39.9％である。A 計の割合が B 計の割合を上回ってい

る（図表 2-4-12［3］）。
取組方針（A．e ラーニング等といった IT を活用した人材育成の機会を重視／B．集合研

修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視）については、「A．e ラーニング等と

いった IT を活用した人材育成の機会を重視」の該当割合（A 計）は 38.1％であり、「B．集

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

上長等の育成能力や指導意識の向上

経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させ

る

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の育成に積極的な上司を

より評価

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状

況をより評価

人材育成に係る予算を拡充

就業時間への配慮

担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代替

できる体制づくり

事業展開の方向性や従業員のＫＰＩについて認識共有を図り、従業員が今後

を見据えて、自主的に能力開発に取り組みやすい環境を整備

多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資

格や能力の明確化

社員同士の自主的な勉強会に対する支援の拡充

教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

国内大学での学びに対する支援の拡充

海外大学への留学に対する支援の拡充

※従業員の人材育成の強化の状況の「②現在と５年先の比較」において、従業員の人材育成を「大幅に強化」「やや強化」と回答

した企業を対象に集計。

＝％）【企業調査】

今
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合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視」の該当割合（B 計）は 58.8％で

ある。B 計の割合が A 計の割合を上回っている（図表 2-4-12［4］）。

図表 2-4-12：人材育成の強化に向けた取組方針（SA、単位＝％）【企業調査】

②

業調査では、人材育成に取り組む際に重視している事項（上位 3 つの複数回答）を尋ね

ている。それによれば、人材育成に取り組む際に重視している事項は、「今いる従業員の能力

をもう一段アップさせ、労働生産性を向上させる」が 77.9％ともっとも多く、次いで、「従

業員のモチベーションを維持・向上させる（61.2％）、「数年先の事業展開を考慮して、今後

必要となる人材を育成する」（56.0％）、「今いる従業員が当面の仕事をこなすために必要な能

力を身につけさせる」（43.9％）などとなっている（図表 2-4-13）。

図表 2-4-13： 育成に取り組む際に重視している事項（3 つまでの MA、単位＝％）

③

企業調査では、人材育成の課題（複数回答）について、いわゆる正社員、限定正社員、非

Ａ
Ａであ

る

どちら

かとい

うとＡ

どちら

かとい

うとＢ

Ｂであ

る
無回答 Ｂ Ａ計 Ｂ計

［1］
Ａ．人事部局の体制を強化する Ｂ．人事部局の体制を縮小する

［2］
Ａ．人材育成を専門とする外部のコンサ

ルタント会社への委託を強化する

Ｂ．外部への委託を縮小する又はしない

［3］
Ａ．人事部局が主導する人材育成の機会

を増加させる

Ｂ．現場や社員が主導する人材育成の機

会を増加させる

［4］
Ａ．eラーニング等といったITを活用した

人材育成の機会を重視

Ｂ．集合研修や座談会といった対面によ

る人材育成の機会を重視

※「②現在と5年先の比較」において、従業員の人材育成を「大幅に強化」又は「やや強化」と回答された企業を対象に集計。

Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

今いる従業員の能力をもう一段アップさせ、労働生産性を向上させる

従業員のモチベーションを維持・向上させる

数年先の事業展開を考慮して、今後必要となる人材を育成する

今いる従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけさせる

数年先の技術革新に備えて、今後必要となる人材を育成する

同業他社の取組に遅れないようにする

親会社の事業方針の変更に合わせて、新たに必要となった能力を身につ

けさせる

その他

無回答

合計 ）

」

【企業調査】

人材

人材育成に取り組む際に重視している事項

人材育成の課題

企
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合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視」の該当割合（B 計）は 58.8％で

ある。B 計の割合が A 計の割合を上回っている（図表 2-4-12［4］）。

図表 2-4-12：人材育成の強化に向けた取組方針（SA、単位＝％）【企業調査】

②

業調査では、人材育成に取り組む際に重視している事項（上位 3 つの複数回答）を尋ね

ている。それによれば、人材育成に取り組む際に重視している事項は、「今いる従業員の能力

をもう一段アップさせ、労働生産性を向上させる」が 77.9％ともっとも多く、次いで、「従

業員のモチベーションを維持・向上させる（61.2％）、「数年先の事業展開を考慮して、今後

必要となる人材を育成する」（56.0％）、「今いる従業員が当面の仕事をこなすために必要な能

力を身につけさせる」（43.9％）などとなっている（図表 2-4-13）。

図表 2-4-13： 育成に取り組む際に重視している事項（3 つまでの MA、単位＝％）
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うとＢ
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［2］
Ａ．人材育成を専門とする外部のコンサ

ルタント会社への委託を強化する

Ｂ．外部への委託を縮小する又はしない

［3］
Ａ．人事部局が主導する人材育成の機会

を増加させる

Ｂ．現場や社員が主導する人材育成の機

会を増加させる

［4］
Ａ．eラーニング等といったITを活用した

人材育成の機会を重視

Ｂ．集合研修や座談会といった対面によ

る人材育成の機会を重視

※「②現在と5年先の比較」において、従業員の人材育成を「大幅に強化」又は「やや強化」と回答された企業を対象に集計。

Ａ計は、「Ａである」「どちらかというとＡ」の合計。Ｂ計は「Ｂである」「どちらかというとＢ」の合計。

今いる従業員の能力をもう一段アップさせ、労働生産性を向上させる

従業員のモチベーションを維持・向上させる

数年先の事業展開を考慮して、今後必要となる人材を育成する

今いる従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけさせる

数年先の技術革新に備えて、今後必要となる人材を育成する

同業他社の取組に遅れないようにする

親会社の事業方針の変更に合わせて、新たに必要となった能力を身につ

けさせる

その他

無回答

合計 ）

」

【企業調査】

人材

人材育成に取り組む際に重視している事項

人材育成の課題

企

正社員に分けて尋ねている 。それによれば、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員いず

れも、「従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない」「上長等の育成能力

や指導意識が不足している」「従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の

人が業務を代替できる体制が構築できていない」「人材育成を受ける従業員側の意欲が低い」

「社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない」などが上位の理由としてあげられている（図

表 2-4-14）。
図表 2-4-14：人材育成の課題（MA、単位＝％）【企業調査】

(5)労働者側

①能力開発の状況

労働者調査では、勤め先企業の教育訓練の適用状況（複数回答）について尋ねている。そ

                                              
18 調査設問（問 25）は、複数回答であり、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員について、「全体」に加え、

雇用区分ごと（女性、60 歳以上高齢者、高度外国人）にも尋ねている。図表 2-4-14 は、人材育成の課題につい

て、「全体」回答欄の選択割合を集計している。なお、非正社員には、「配置転換等による OJT が硬直化して

いる」の設問項目がない。

従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

上長等の育成能力や指導意識が不足している

従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の

人が業務を代替できる体制が構築できていない

人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人

事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較

し、優先順位が低い

他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

その他

正社員

限定正社員

非正社員

※1： 正社員の集計対象は、回答企業全数（ 。

※2： 限定正社員は、「限定正社員がいる」とする企業を対象に集計（ ）。

※3： 非正社員は、「非正社員がいる」とする企業を対象に集計（ ）。

※4：人材育成の課題について、「全体」回答欄の選択割合を集計。非正社員には、「配置転換等によるＯＪＴが硬直化している」の選択項目がない。

からみた能力開発の状況（労働者調査）

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 74 －

れによれば、「入社・入職時の研修」が 70.4％でもっとも多く、次いで、「職種・職務別の研

修」（36.9％）、「役職別研修」（31.5％）、「法令遵守（コンプライアンス）の研修」（31.0％）、

「資格取得のための研修」（30.4％）、「計画的・系統的な OJT」（25.2％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、「資格取得のための研修」以外の教育訓練については、規模

が大きくなるほど、適用の割合が高くなる傾向にある。「資格取得のための研修」の適用割合

はいずれの規模も 3 割程度ある（図表 2-4-15）。

図表 2-4-15：勤め先企業の教育訓練の適用状況（MA、単位＝％）【労働者調査】

②勤め先企業での従業員の能力開発に関する支援

勤め先企業での従業員の能力開発に関する支援の有無については、「支援がある」とする割

合は、58.4％と半数を占める。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「支援がある」

とする割合は高くなる傾向にある（図表 2-4-16）。
「支援がある」とする者を対象に、勤め先企業の具体的な支援内容（複数回答）を尋ねた

ところ、「講習会の受講料などの金銭的な援助」が 88.3％ともっとも多く、次いで、「教育訓

練機関、通信教育等に関する情報提供」（35.3％）、「社内での自主的な勉強会等に対する援助」

（23.4％）、「就業時間の配慮」（19.5％）などとなっている。従業員規模別にみると、規模が

大きくなるほど、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」「社内での自主的な勉強会

等に対する援助」の割合が高くなる傾向にある。一方、おおむね規模が小さくなるほど、「就

業時間の配慮」の割合が高い。「講習会の受講料などの金銭的な援助」の割合はいずれの規模

も 8～9 割となっている（図表 2-4-17）。
図表 2-4-16： 先企業における従業員の能力開発に関する支援の有無（SA、単位＝％）
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【労働者調査】

め勤
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れによれば、「入社・入職時の研修」が 70.4％でもっとも多く、次いで、「職種・職務別の研

修」（36.9％）、「役職別研修」（31.5％）、「法令遵守（コンプライアンス）の研修」（31.0％）、

「資格取得のための研修」（30.4％）、「計画的・系統的な OJT」（25.2％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、「資格取得のための研修」以外の教育訓練については、規模

が大きくなるほど、適用の割合が高くなる傾向にある。「資格取得のための研修」の適用割合

はいずれの規模も 3 割程度ある（図表 2-4-15）。

図表 2-4-15：勤め先企業の教育訓練の適用状況（MA、単位＝％）【労働者調査】

②勤め先企業での従業員の能力開発に関する支援

勤め先企業での従業員の能力開発に関する支援の有無については、「支援がある」とする割

合は、58.4％と半数を占める。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「支援がある」

とする割合は高くなる傾向にある（図表 2-4-16）。
「支援がある」とする者を対象に、勤め先企業の具体的な支援内容（複数回答）を尋ねた

ところ、「講習会の受講料などの金銭的な援助」が 88.3％ともっとも多く、次いで、「教育訓

練機関、通信教育等に関する情報提供」（35.3％）、「社内での自主的な勉強会等に対する援助」

（23.4％）、「就業時間の配慮」（19.5％）などとなっている。従業員規模別にみると、規模が

大きくなるほど、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」「社内での自主的な勉強会

等に対する援助」の割合が高くなる傾向にある。一方、おおむね規模が小さくなるほど、「就

業時間の配慮」の割合が高い。「講習会の受講料などの金銭的な援助」の割合はいずれの規模

も 8～9 割となっている（図表 2-4-17）。
図表 2-4-16： 先企業における従業員の能力開発に関する支援の有無（SA、単位＝％）
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【労働者調査】

め勤

図表 2-4-17： め先企業における従業員の能力開発に関する具体的な支援の内容（MA、単

③勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿勢の変化

労働者調査では、5 年前と現在を比較しての勤め先企業における従業員への能力開発に対

する姿勢の変化についても尋ねている。それによれば、従業員への能力開発に対する姿勢に

ついて、「積極的・計」（「積極的になった」「どちらかと言えば積極的になった」の合計）は

77.2％となっており、「消極的・計」（「消極的になった」「どちらかと言えば消極的になった」

の合計）の 18.4％を上回っている（図表 2-4-18）。
図表 2-4-18： 年前と現在を比較しての勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿

④

働者調査では、「能力開発に関するあなたの考え方」について尋ねている。これをまと

めたものが図表 2-4-19 である。

能力開発の考え方（A．人事部局が主導する育成の機会を増加させた方がよい／B．現場や

社員が主導する育成の機会を増加させた方がよい）については、「A．人事部局が主導する育

成の機会を増加させた方がよい」の該当割合（A 計：「A である」「どちらかというと A」の

合計）は 33.2％であり、「B．現場や社員が主導する育成の機会を増加させた方がよい」の該

当割合（B 計：「B である」「どちらかというと B」の合計）は 62.3％となっており、B 計の

割合が A 計の割合を上回っている（図表 2-4-19［1］）。
能力開発の考え方（A．e ラーニング等といった IT を活用した育成の機会を増やして欲し
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合計

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

※勤め先企業において、従業員の能力開発に関して「支援がある」とする者を対象に集計。
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計

合計

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

位＝％）【労働者調査】

勤

勢の変化（SA、単位＝％）【労働者調査】
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能力開発に関する考え方

労
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い／B．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい）について

は、「A．e ラーニング等といった IT を活用した育成の機会を増やして欲しい」の該当割合

（A 計）は 38.3％であり、「B．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増や

して欲しい」の該当割合（B 計）は 56.9％となっており、B 計の割合が A 計の割合を上回っ

ている（図表 2-4-19［2］）。
図表 2-4-19：能力開発に関する考え方（SA、単位＝％）【労働者調査】

⑤

者調査では、「今後、能力開発を活発に進めていくため、あなたが重要だと考える企業

側の支援は何ですか」（上位 5 つまでの複数回答）と尋ねている。それによれば、「人事考課

（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価」が 51.4％
ともっとも多く、次いで、「上長等の育成能力や指導意識の向上」（50.9％）、「経営トップか

らの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる」（44.1％）、「就業時間への

配慮」（42.7％）、「担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代

替できる体制づくり」（41.9％）、「事業展開の方向性や従業員の KPI について認識共有を図

り、従業員が今後を見据えて、自主的に能力開発に取り組みやすい環境を整備」（40.7％）、

「多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資格や能力の明

確化」（38.0％）などとなっている（図表 2-4-20）。
図表 2-4-20： 後、能力開発を活発に進めていくために重要だと考える企業側の支援（5 つ

Ａ
Ａであ

る

どちら

かとい

うとＡ

どちら

かとい

うとＢ

Ｂであ

る
無回答 Ｂ Ａ計 Ｂ計

［1］
Ａ．人事部局が主導する育成の機会を

増加させた方がよい

Ｂ．現場や社員が主導する育成の機会を

増加させた方がよい

［2］
Ａ．eラーニング等といったＩＴを活用

した育成の機会を増やして欲しい

Ｂ．集合研修や座談会といった対面によ

る人材育成の機会を増やして欲しい

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価

上長等の育成能力や指導意識の向上

経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる

就業時間への配慮

担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代替できる体制づくり

事業展開の方向性や従業員のＫＰＩについて認識共有を図り、従業員が今後を見据えて、自主的に

能力開発に取り組みやすい環境を整備

多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資格や能力の明確化

人材育成に係る予算を拡充

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の育成に積極的な上司をより評価

教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

社員同士の自主的な勉強会に対する支援の拡充

国内大学での学びに対する支援の拡充

海外大学への留学に対する支援の拡充

無回答

合計 ）

までの MA、単位＝％）【労働者調査】

今

今後、能力開発を活発に進めていくために重要だと考える企業側の支援

労働
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い／B．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい）について

は、「A．e ラーニング等といった IT を活用した育成の機会を増やして欲しい」の該当割合

（A 計）は 38.3％であり、「B．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増や

して欲しい」の該当割合（B 計）は 56.9％となっており、B 計の割合が A 計の割合を上回っ

ている（図表 2-4-19［2］）。
図表 2-4-19：能力開発に関する考え方（SA、単位＝％）【労働者調査】

⑤

者調査では、「今後、能力開発を活発に進めていくため、あなたが重要だと考える企業

側の支援は何ですか」（上位 5 つまでの複数回答）と尋ねている。それによれば、「人事考課

（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価」が 51.4％
ともっとも多く、次いで、「上長等の育成能力や指導意識の向上」（50.9％）、「経営トップか

らの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる」（44.1％）、「就業時間への

配慮」（42.7％）、「担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代

替できる体制づくり」（41.9％）、「事業展開の方向性や従業員の KPI について認識共有を図

り、従業員が今後を見据えて、自主的に能力開発に取り組みやすい環境を整備」（40.7％）、

「多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資格や能力の明

確化」（38.0％）などとなっている（図表 2-4-20）。
図表 2-4-20： 後、能力開発を活発に進めていくために重要だと考える企業側の支援（5 つ
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［1］
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増加させた方がよい

Ｂ．現場や社員が主導する育成の機会を

増加させた方がよい
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Ａ．eラーニング等といったＩＴを活用

した育成の機会を増やして欲しい

Ｂ．集合研修や座談会といった対面によ

る人材育成の機会を増やして欲しい

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価

上長等の育成能力や指導意識の向上

経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる

就業時間への配慮

担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代替できる体制づくり

事業展開の方向性や従業員のＫＰＩについて認識共有を図り、従業員が今後を見据えて、自主的に

能力開発に取り組みやすい環境を整備

多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資格や能力の明確化

人材育成に係る予算を拡充

人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の育成に積極的な上司をより評価

教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

社員同士の自主的な勉強会に対する支援の拡充

国内大学での学びに対する支援の拡充

海外大学への留学に対する支援の拡充

無回答

合計 ）

までの MA、単位＝％）【労働者調査】

今

今後、能力開発を活発に進めていくために重要だと考える企業側の支援

労働

4-2．自己啓発（労働者調査） 
(1)自己啓発の状況 

労働者調査では、「現在、あなたは自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）

を行っていますか」と尋ねている。それによれば、現在、自己啓発を「行っている」とする

者は 33.6％となっている。これをまとめたものが図表 2-4-21 である。 
自己啓発を「行っている」とする割合を性別にみると、男性が 36.3％、女性が 29.7％で、

男性のほうが割合は高い。性・年齢別にみると、「行っている」とする割合は、男性では、「30
代」「20 代以下」の割合が他の年齢層に比べて高く、女性では、「60 代以上」が他の年齢層

に比べてもっとも低くなっている。従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「行って

いる」とする割合が高くなる傾向にある。 
 

図表 2-4-21：現在、自己啓発実施の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 

 
(2)自己啓発の内容ときっかけ 

自己啓発を「行っている」者を対象に、自己啓発の内容（複数回答）を尋ねたところ、「自

学・自習」が 67.8％でもっとも多く、次いで、「その他の講習会やセミナーの参加」（26.3％）、
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い
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い

無

回

答

行
っ

て

い

る

行
っ

て

い

な

い

無

回

答

合計 合計

＜性別＞ ＜職種＞

男性 管理職（リーダー職を含む）

女性 事務職（一般事務等）

＜性・年齢＞ 事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

男性　２０代以下 技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

男性　３０代 医療・福祉関係専門職

男性　４０代 教育関係専門職

男性　５０代 営業職

男性　６０代以上 販売職

女性　２０代以下 接客・サービス職

女性　３０代 保安職

女性　４０代 製造・生産工程職

女性　５０代 輸送・機械運転職

女性　６０代以上 建設・採掘職

＜従業員規模＞ その他

９９人以下 ＜役職＞

１００～２９９人 役職なし（一般社員）

３００～９９９人 係長・主任相当職

１，０００人以上 課長・課長相当職

＜業種＞ 部長・部長相当職以上

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

自己啓発の実施の有無自己啓発の実施の有無
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「自主的な勉強会や研修会への参加」（19.9％）、「通信教育の受講」（17.0％）などとなって

いる（図表 2-4-22）。

また、自己啓発を「行っている」者を対象に、自己啓発を始めたきっかけ（複数回答）を

図表 2-4-23：自己啓発を始めたきっかけ（MA、単位＝％）【労働者調査】

(3)自己啓発の支援制度の活用状況

①自己啓発での勤め先企業からの支援の有無

次に、自己啓発を「行っている」者を対象に、自己啓発での勤め先企業からの支援の有無

を尋ねたところ、「勤め先企業に支援制度がない」とする割合が 45.8％となっており、「支援

を受けている」が 31.3％、「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」が 21.6％
となっている。

最新の知識・技能にアップデートするため

仕事には関係ないが、一般教養を高めるため

仕事の難易度が上がったことに対応するため

勤め先企業におけるキャリアアップ（昇進・昇格含む）のため

昇進試験や資格取得試験に備えるため

転職に向けた準備

経営トップ等から取り組むよう、呼び掛けがあった

昇進した

配置転換した

開業に向けた準備

上司・同僚が始めた

その他

無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。

大学・大学院

の講座の受講

専修・専門、

各種学校の講

座の受講

公的な職業能

力開発講座の

受講

その他の講習

会やセミナー

の参加

自主的な勉強

会や研修会へ

の参加

通信教育の受

講

自学・自習 その他 無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。

図表 2-4-22：自己啓発の内容（MA、単位＝％）【労働者調査】

尋ねたところ、「最新の知識・技能にアップデートするため」が 39.3％ともっとも多く、次

いで、「仕事には関係ないが、一般教養を高めるため」（37.7％）、「仕事の難易度が上がった

ことに対応するため」（32.7％）などとなっている（図表 2-4-23）。 
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「自主的な勉強会や研修会への参加」（19.9％）、「通信教育の受講」（17.0％）などとなって

いる（図表 2-4-22）。

また、自己啓発を「行っている」者を対象に、自己啓発を始めたきっかけ（複数回答）を

図表 2-4-23：自己啓発を始めたきっかけ（MA、単位＝％）【労働者調査】

(3)自己啓発の支援制度の活用状況

①自己啓発での勤め先企業からの支援の有無

次に、自己啓発を「行っている」者を対象に、自己啓発での勤め先企業からの支援の有無

を尋ねたところ、「勤め先企業に支援制度がない」とする割合が 45.8％となっており、「支援

を受けている」が 31.3％、「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」が 21.6％
となっている。

最新の知識・技能にアップデートするため

仕事には関係ないが、一般教養を高めるため

仕事の難易度が上がったことに対応するため

勤め先企業におけるキャリアアップ（昇進・昇格含む）のため

昇進試験や資格取得試験に備えるため

転職に向けた準備

経営トップ等から取り組むよう、呼び掛けがあった

昇進した

配置転換した

開業に向けた準備

上司・同僚が始めた

その他

無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。

大学・大学院

の講座の受講

専修・専門、

各種学校の講

座の受講

公的な職業能

力開発講座の

受講

その他の講習

会やセミナー

の参加

自主的な勉強

会や研修会へ

の参加

通信教育の受

講

自学・自習 その他 無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。

図表 2-4-22：自己啓発の内容（MA、単位＝％）【労働者調査】

尋ねたところ、「最新の知識・技能にアップデートするため」が 39.3％ともっとも多く、次

いで、「仕事には関係ないが、一般教養を高めるため」（37.7％）、「仕事の難易度が上がった

ことに対応するため」（32.7％）などとなっている（図表 2-4-23）。 

これを性別にみると、「支援を受けている」とする割合は 3 割程度で、その割合にほとん

ど差はみられない。従業員規模別にみると、いずれの規模も「支援を受けている」とする割

合は 3 割程度である。なお、「勤め先企業に支援制度がない」とする割合は、規模が小さく

なるほど高い。 
職種別（n=30 以上）にみると、「販売職」「医療・福祉関係専門職」「管理職（リーダー職

を含む）」などで「支援を受けている」とする割合が高くなっている。 
自己啓発の内容別19にみると、「公的な職業能力開発講座の受講」「通信教育の受講」「その

他の講習会やセミナーの参加」「大学・大学院の講座の受講」などで「支援を受けている」と

する割合が高い（図表 2-4-24）。 
 
図表 2-4-24：自己啓発での勤め先企業からの支援の有無（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 
②自己啓発での具体的な支援内容 

勤め先企業から自己啓発に対して「支援を受けている」とする者を対象に、自己啓発での

                                                 
19 図表 2-4-24 の表側の「自己啓発の内容」は複数回答によるクロス集計であることに留意。  
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が

な

い

無

回

答

合計

＜性別＞

男性

女性

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

＜自己啓発の内容（MA）＞

大学・大学院の講座の受講

専修・専門、各種学校の講座の受講

公的な職業能力開発講座の受講

その他の講習会やセミナーの参加

自主的な勉強会や研修会への参加

通信教育の受講

自学・自習

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。
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具体的な支援内容（複数回答）を尋ねたところ、「講習会の受講料などの金銭的な援助」が

84.0％ともっとも多く、次いで、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」（28.0％）、

「就業時間の配慮」（18.8％）、「社内での自主的な勉強会等に対する援助」（17.0％）などと

なっている（図表 2-4-25）。 

 
図表 2-4-25：自己啓発での具体的な支援内容（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 
③自己啓発で支援を活用していない理由 

他方、自己啓発で「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」とする者を

対象に、自己啓発で支援を活用していない理由（複数回答）を尋ねたところ、「教育訓練機関、

通信教育等に関する情報提供の内容が、自分のニーズに合致しないため」が 43.1％でもっと

も多く、次いで、「支援を受けるための手続きが煩雑」が 15.8％、「支援は一部の従業員のみ

が対象となっているため」（14.0％）などとなっている（図表 2-4-26）20。 

 
図表 2-4-26：自己啓発で支援を活用していない理由（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
                                                 
20 図表 2-4-26 は、「その他」が 22.5％ある。具体的な内容としては、支給対象外（業務外や個人的な勉強等）

や支給資格がない（「定年後」や「入社間もない」等）ことをあげる者がいた。「修得したい内容等が他人に知

られるから」「会社から強制されたくない」等の記述もみられる。自己啓発を自己投資ととらえ、「自己投資は

自己負担すべきとの考え方」を有する者もいた。なお、合格後の支給（例えば、一時金、手当、奨励金、受験料

支給等）であることから、支援対象であっても、支給段階にないため、支援を受けていないケースも多い。その

ほか、多忙や面倒さで申請しなかった者や、支給可否が上長判断であることから申請しなかった者もいた。  

講習会の受講料などの金銭的な援助

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供

就業時間の配慮

社内での自主的な勉強会等に対する援助

教育訓練休暇（有給・無給の両方を含む）の付与

その他

無回答
合計（ ）

※現在、自己啓発を「行っている」者のうち、勤め先企業から「支援を受けている」者を対象に集計。

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供の内容が、自分の

ニーズに合致しないため

支援を受けるための手続きが煩雑

支援は一部の従業員のみが対象となっているため

起業や転職のための準備をしていると認識されるため

その他

無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発を「行っている」者のうち、「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」者を対象に集計。
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具体的な支援内容（複数回答）を尋ねたところ、「講習会の受講料などの金銭的な援助」が

84.0％ともっとも多く、次いで、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」（28.0％）、

「就業時間の配慮」（18.8％）、「社内での自主的な勉強会等に対する援助」（17.0％）などと

なっている（図表 2-4-25）。 

 
図表 2-4-25：自己啓発での具体的な支援内容（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 
③自己啓発で支援を活用していない理由 

他方、自己啓発で「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」とする者を

対象に、自己啓発で支援を活用していない理由（複数回答）を尋ねたところ、「教育訓練機関、

通信教育等に関する情報提供の内容が、自分のニーズに合致しないため」が 43.1％でもっと

も多く、次いで、「支援を受けるための手続きが煩雑」が 15.8％、「支援は一部の従業員のみ

が対象となっているため」（14.0％）などとなっている（図表 2-4-26）20。 

 
図表 2-4-26：自己啓発で支援を活用していない理由（MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
                                                 
20 図表 2-4-26 は、「その他」が 22.5％ある。具体的な内容としては、支給対象外（業務外や個人的な勉強等）

や支給資格がない（「定年後」や「入社間もない」等）ことをあげる者がいた。「修得したい内容等が他人に知

られるから」「会社から強制されたくない」等の記述もみられる。自己啓発を自己投資ととらえ、「自己投資は

自己負担すべきとの考え方」を有する者もいた。なお、合格後の支給（例えば、一時金、手当、奨励金、受験料

支給等）であることから、支援対象であっても、支給段階にないため、支援を受けていないケースも多い。その

ほか、多忙や面倒さで申請しなかった者や、支給可否が上長判断であることから申請しなかった者もいた。  

講習会の受講料などの金銭的な援助

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供

就業時間の配慮

社内での自主的な勉強会等に対する援助

教育訓練休暇（有給・無給の両方を含む）の付与

その他

無回答
合計（ ）

※現在、自己啓発を「行っている」者のうち、勤め先企業から「支援を受けている」者を対象に集計。

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供の内容が、自分の

ニーズに合致しないため

支援を受けるための手続きが煩雑

支援は一部の従業員のみが対象となっているため

起業や転職のための準備をしていると認識されるため

その他

無回答

合計（ ）

※現在、自己啓発を「行っている」者のうち、「勤め先企業に支援制度はあるが、自分は活用していない」者を対象に集計。

(4)自己啓発の効果

さらに、労働者調査では、自己啓発を「行っている」者を対象に、過去 5 年を振り返って、

自己啓発による効果を尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-27 である。それによれば、

各項目での肯定的割合（「そう思う」「ややそう思う」の合計）は、「仕事に要する専門的な知

識・技術が向上した」が 80.8％、「仕事の処理能力・処理スピードが向上した」が 67.0％、

「就労に対するモチベーションが向上した」が 66.9％となっている。

なお、参考として、個人属性別に自己啓発の効果をみたものが図表 2-4-28 である。

自己啓発の内容別にみると、「仕事に要する専門的な知識・技術が向上した」の効果の肯

定的割合が高い項目は、「公的な職業能力開発講座の受講」「自主的な勉強会や研修会への参

加」「その他の講習会やセミナーの参加」などとなっている。「仕事の処理能力・処理スピー

ドが向上した」の効果の肯定的割合は、「公的な職業能力開発講座の受講」「自主的な勉強会

や研修会への参加」「大学・大学院の講座の受講」などで高い。「就労に対するモチベーショ

ンが向上した」の効果の肯定的割合は、「大学・大学院の講座の受講」「公的な職業能力開発

講座の受講」「自主的な勉強会や研修会への参加」などで高くなっている。講座の受講や勉強

会など、費用や時間がかかるもので、効果が高い傾向がみてとれる。

自己啓発の支援の有無別にみると、自己啓発の効果の肯定的割合は、「支援を受けている」

とする者で、「仕事に要する専門的な知識・技術が向上した」（87.8％）、「就労に対するモチ

ベーションが向上した」（74.7％）、「仕事の処理能力・処理スピードが向上した」（72.0％）

ともっとも高くなっている。

自己啓発の「支援を受けている」とする者において、自己啓発支援の内容別21にみると、

いずれの項目においても、肯定的割合の上位となっている支援内容は、「社内での自主的な勉

強会等に対する援助」「就業時間の配慮」「教育訓練休暇（有給・無給の両方を含む）の付与」

などとなっている。

                                                
21 図表 2-4-28 の表側の「自己啓発支援の内容」は複数回答によるクロス集計であることに留意。

仕事に要する専門的な知識・技術が向上した

仕事の処理能力・処理スピードが向上した

就労に対するモチベーションが向上した

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答

※現在、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を「行っている」者を対象に集計。

図表 2-4-27： 5 年を振り返っての自己啓発による効果（n＝4,152、SA、単位＝％）

【労働者調査】

過去
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そ う 思 う

や や そ う 思 う

あ ま り そ う 思 わ な い

そ う 思 わ な い

無 回 答

肯 定 的 割 合

そ う 思 う

や や そ う 思 う

あ ま り そ う 思 わ な い

そ う 思 わ な い

無 回 答

肯 定 的 割 合

そ う 思 う

や や そ う 思 う

あ ま り そ う 思 わ な い

そ う 思 わ な い

無 回 答

肯 定 的 割 合
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そ う 思 う

や や そ う 思 う

あ ま り そ う 思 わ な い

そ う 思 わ な い

無 回 答

肯 定 的 割 合

そ う 思 う

や や そ う 思 う
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(5)自己啓発に対する意欲の変化

労働者調査では、「現在と 5 年前を比較した際、自己啓発に対するあなたの意欲に変化が

あったか教えてください」と尋ねている。

「意欲上昇・計」の割合を性別にみると、男性が 35.6％、女性が 34.1％となっており、ほ

とんど差はみられない。性・年齢別にみると、男女ともに、おおむね年齢が高くなるほど、

「意欲上昇・計」の割合が低くなる傾向にある。従業員規模別にみると、おおむね規模が大

きくなるほど、「意欲上昇・計」の割合が高くなる傾向にある（図表 2-4-29）。

図表 2-4-29：自己啓発に対する意欲の変化（SA、単位＝％）【労働者調査】

(6)自己啓発の課題

労働者調査では、「自己啓発を行う上での課題」（現在、自己啓発を行っていない者につい

ては、自己啓発を行わない理由）（複数回答）を尋ねている。これをまとめたものが図表 2-4-30
である。それによれば、「仕事が忙しく、時間の確保が難しい」が 54.3％ともっとも多く、

次いで、「モチベーションが続かない」（32.8％）、「開始するための費用負担が大きい」（25.1％）、

「継続するための費用負担が大きい」（22.3％）、「効果的な自己啓発の方法が分からない」

（19.7％）、「自己啓発をしていることが、職場で評価されない」（18.6％）などとなっている。
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男性

女性

＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

現在と5年前を比較した際の自己啓発に対する意欲の変化

※「現在と5年前を比較した際の自己啓発に対する意欲の変化」について、「意欲上昇・計」は、「大幅に意欲

上昇」「やや意欲上昇」の合計。「意欲低下・計」は、「大幅に意欲低下」「やや意欲低下」の合計。

それによれば、自己啓発の意欲について、「意欲上昇・計」（「大幅に意欲上昇」「やや意欲

上昇」の合計）の割合は 35.0％となっている。 
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これを自己啓発の実施の有無別にみると、実施の有無にかかわらず、「仕事が忙しく、時

間の確保が難しい」「モチベーションが続かない」が上位となっており、次いで、「行ってい

る」とする者では「継続するための費用負担が大きい」「開始するための費用負担が大きい」

が続き、一方、「行っていない」とする者では、「開始するための費用負担が大きい」「効果的

な自己啓発の方法が分からない」などが続く。両者を比較すると、自己啓発を「行っている」

とする者に比べ、「行っていない」とする者のほうが、「効果的な自己啓発の方法が分からな

い」「モチベーションが続かない」「特に課題（理由）はない」とする割合が高い。

図表 2-4-30： 己啓発を行う上での課題（現在、自己啓発を行っていない者は、自己啓発を

５．管理職への登用状況

5-1．管理職への登用状況（企業調査）

(1) 回答企業の属性

①回答企業の処遇制度

企業調査では、処遇制度22について近いと思われる方式を、①非管理職層と②管理職層に

分けて、現状と今後の見通しを尋ねている。これをまとめたものが図表 2-5-1 である（参考

として、処遇の【現状】について、業種別、従業員規模別にみたものが、図表 2-5-2）。
図表 2-5-1 によれば、まず、①非管理職層について、【現状】では、「能力重視」が 34.4％

ともっとも割合が高く、次いで、「成果・業績重視」が 26.6％、「年功重視」が 22.3％などと

なっている。【今後の見通し】では、「能力重視」が 41.4％ともっとも割合が高く、次いで、

「成果・業績重視」が 32.5％などとなっている。【現状】と【今後の見通し】を比較すると、

【現状】に比べて【今後の見通し】のほうが、「能力重視」「成果・業績重視」の割合が高く

なる一方で、「年功重視」の割合が低くなっている。

                                              
調査票では、「｢年功重視｣は年齢や勤続年数を、｢能力重視｣は発揮された能力や行動を、｢成果・業績重視｣

は数値的な業績や成果・結果を、「職務内容重視」は従事している職務内容を、評価・処遇に大きく反映する制

度とお考えください」と定義している。
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これを自己啓発の実施の有無別にみると、実施の有無にかかわらず、「仕事が忙しく、時

間の確保が難しい」「モチベーションが続かない」が上位となっており、次いで、「行ってい

る」とする者では「継続するための費用負担が大きい」「開始するための費用負担が大きい」

が続き、一方、「行っていない」とする者では、「開始するための費用負担が大きい」「効果的

な自己啓発の方法が分からない」などが続く。両者を比較すると、自己啓発を「行っている」

とする者に比べ、「行っていない」とする者のほうが、「効果的な自己啓発の方法が分からな

い」「モチベーションが続かない」「特に課題（理由）はない」とする割合が高い。

図表 2-4-30： 己啓発を行う上での課題（現在、自己啓発を行っていない者は、自己啓発を

５．管理職への登用状況

5-1．管理職への登用状況（企業調査）

(1) 回答企業の属性

①回答企業の処遇制度

企業調査では、処遇制度22について近いと思われる方式を、①非管理職層と②管理職層に

分けて、現状と今後の見通しを尋ねている。これをまとめたものが図表 2-5-1 である（参考

として、処遇の【現状】について、業種別、従業員規模別にみたものが、図表 2-5-2）。
図表 2-5-1 によれば、まず、①非管理職層について、【現状】では、「能力重視」が 34.4％

ともっとも割合が高く、次いで、「成果・業績重視」が 26.6％、「年功重視」が 22.3％などと

なっている。【今後の見通し】では、「能力重視」が 41.4％ともっとも割合が高く、次いで、

「成果・業績重視」が 32.5％などとなっている。【現状】と【今後の見通し】を比較すると、

【現状】に比べて【今後の見通し】のほうが、「能力重視」「成果・業績重視」の割合が高く

なる一方で、「年功重視」の割合が低くなっている。

                                              
調査票では、「｢年功重視｣は年齢や勤続年数を、｢能力重視｣は発揮された能力や行動を、｢成果・業績重視｣

は数値的な業績や成果・結果を、「職務内容重視」は従事している職務内容を、評価・処遇に大きく反映する制

度とお考えください」と定義している。
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自

次に、②管理職層について、【現状】では、「能力重視」（36.0％）、「成果・業績重視」（34.9％）

の割合が高い。【今後の見通し】については、「成果・業績重視」（40.2％）、「能力重視」（38.5％）

などが高くなっている。【現状】と【今後の見通し】を比較すると、【現状】に比べて【今後

の見通し】のほうが、「成果・業績重視」「能力重視」の割合が高くなる一方で、「年功重視」

の割合が低くなっている。 
 

図表 2-5-1：処遇制度（現状、今後の見通し）（SA、単位＝％）【企業調査】 

 
 

図表 2-5-2：業種・規模別にみた現状の処遇制度（SA、単位＝％）【企業調査】 

 

 
②管理職への登用状況に関する回答企業の属性 

企業調査では、5 年前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進

スピード）について、①課長（相当）職、②部長（相当）職の別で尋ねている。また、5 年

前と現在を比較し、管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異についても尋ねて

いる。これをまとめたものが図表 2-5-3 である。 
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＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業
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製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

①非管理職層　【現状】 ②管理職層　【現状】
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図表 2-5-3： 前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピ
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＜処遇制度：非管理職層【現状】＞
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職務内容重視

①課長（相当）職 ②部長（相当）職

(1)5年前と現在を比較した、

管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）
(2)5年前と現在を比較した、

管理職への登用のタイミングに関する

従業員間の差異の傾向

ド）（SA、単位＝％）及び、管理職への登用のタイミングに関する従業員間

5

の差異（SA、単位＝％）【企業調査】

ー

年

まず、5 年前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）

において、課長（相当）職については、昇進スピードが「早まっている」が 27.7％、「変化

はない」が 63.5％、「遅くなっている」が 6.8％となっている。また、部長（相当）職につい

ては、「早まっている」が 16.1％、「変化はない」が 72.0％、「遅くなっている」が 9.2％と

なっている。課長（相当）職での昇進スピードが「早まっている」とする割合を従業員規模

別にみると、おおむね規模が大きくなるほど高くなる傾向にある。部長（相当）職の昇進ス

ピードにおいても、規模が大きくなるほどわずかではあるが、「早まっている」とする割合が

高くなる傾向にある。 
次に、5 年前と現在を比較しての管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異に

ついては、「従業員間の差異（ばらつき）が大きくなった」が 23.3％、「変わらない」が 70.3％、

「従業員間で均質化した」が 2.0％となっている。これを従業員規模別にみると、規模が大
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図表 2-5-3： 前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピ

早

ま
っ

て

い

る

変

化

は

な

い

遅

く

な
っ

て

い

る

無

回

答

早

ま
っ

て

い

る

変

化

は

な

い

遅

く

な
っ

て

い

る

無

回

答

従

業

員

間

の

差

異（

ば

ら

つ

き）

が

大

き

く

な
っ

た

変

わ

ら

な

い

従

業

員

間

で

均

質

化

し

た

無

回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜処遇制度：非管理職層【現状】＞

年功重視

能力重視

成果・業績重視

職務内容重視

①課長（相当）職 ②部長（相当）職

(1)5年前と現在を比較した、

管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）
(2)5年前と現在を比較した、

管理職への登用のタイミングに関する

従業員間の差異の傾向

ド）（SA、単位＝％）及び、管理職への登用のタイミングに関する従業員間

5

の差異（SA、単位＝％）【企業調査】

ー

年

まず、5 年前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）

において、課長（相当）職については、昇進スピードが「早まっている」が 27.7％、「変化

はない」が 63.5％、「遅くなっている」が 6.8％となっている。また、部長（相当）職につい

ては、「早まっている」が 16.1％、「変化はない」が 72.0％、「遅くなっている」が 9.2％と

なっている。課長（相当）職での昇進スピードが「早まっている」とする割合を従業員規模

別にみると、おおむね規模が大きくなるほど高くなる傾向にある。部長（相当）職の昇進ス

ピードにおいても、規模が大きくなるほどわずかではあるが、「早まっている」とする割合が

高くなる傾向にある。 
次に、5 年前と現在を比較しての管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異に

ついては、「従業員間の差異（ばらつき）が大きくなった」が 23.3％、「変わらない」が 70.3％、

「従業員間で均質化した」が 2.0％となっている。これを従業員規模別にみると、規模が大

きくなるほどわずかではあるが、「従業員間の差異（ばらつき）が大きくなった」とする割合

が高くなる傾向にある。

(2)将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」の状況

企業調査では、「将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を行っています

か」と尋ねている。それによれば、「早期選抜」を「行っている」とする割合は 12.4％とな

                                                
23 図表 2-5-4 は、「その他」が 16.7％ある。具体的な内容としては、定年延長や雇用延長など、社内の高齢化

要因の記述がみられた。「部の数の減少」や「ポスト不足」をあげる企業もある。「年功序列で上役ポストが空

かない」とする企業もあれば、「年功制から能力制への切りかえによる」などの企業もある。「バブル世代でポ

ストが埋まり、下の世代に残らない」「人手不足により現場で従事」などの記述もあった。

 なお、参考として、管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）において

「早まっている」とする割合について、非管理職層の処遇制度の現状別にみると、①課長（相

当）職、②部長（相当）職いずれも、他の処遇制度に比べて、わずかではあるが、「成果・業

績重視」でもっとも高い。また、管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異につ

いて、非管理職層の処遇制度の現状別にみると、「従業員間の差異（ばらつき）が大きくなっ

た」とする割合は、「成果・業績重視」でもっとも高く、次いで、「能力重視」となっている。 

③昇進スピードが遅くなっている企業における昇進が遅くなっている理由

企業調査では、5 年前と現在を比較した管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進

スピード）において、①課長（相当）職、もしくは②部長（相当）職で昇進スピードが「遅

くなっている」と回答した企業を対象に、昇進が遅くなっている理由を尋ねている。

それによれば、「十分な管理能力を備えた人材がいない」が 56.8％ともっとも多く、次い

で、「管理職を担う世代の社員数が多く、選定が困難になっている」（26.5％）、「管理職に就

くことを希望しない社員が増加している」（21.4％）、「総人件費の抑制のため」（17.1％）な

どとなっている（図表 2-5-4）23。

十分な管理能力を備えた人材がいない

管理職を担う世代の社員数が多く、選定が困難になっている

管理職に就くことを希望しない社員が増加している

総人件費の抑制のため

親の介護等、管理職に就けない事情を抱える社員が増加している

その他

無回答
合計 ）

※①課長（相当）職、もしくは②部長相当職で、昇進スピードが「遅くなっている」と回答した企業を対象に集計。

図表 2-5-4： 進スピードが遅くなっている企業における昇進が遅くなっている理由（MA、

単位＝％）【企業調査】

昇
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っている。これを従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「早期選抜」を「行

っている」とする割合が高くなる傾向にある（図表 2-5-5）。 
「早期選抜」を「行っている」とする企業を対象に、「対象者をいつ頃、選定しているか」

尋ねたところ、「入社から 5 年以上 10 年未満」が 34.3％でもっとも割合が高く、次いで、「入

社から 10 年以上」が 27.9％、「入社から 5 年未満」が 24.3％、「採用時点」が 11.4％となっ

ている（図表 2-5-6）。 

 

次に、企業調査では、「早期選抜者に実施している育成メニュー」について、早期選抜者

と一般的な管理職（候補者含む）の対象に分けて尋ねている。それによれば、早期選抜者に

図表 2-5-5： 来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」の有無（SA、単位＝％）

【企業調査】

図表 2-5-6：早期選抜の対象者の選定時期（SA、単位＝％）【企業調査】

行
っ

て

い

る

導

入

を

検

討

中

行
っ

て

お

ら

ず

導

入

予

定

も

な

い 無

回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

合計 ）

採用時点 入社から５年未満 入社から５年以上１０年未満 入社から１０年以上 無回答

※将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を「行っている」と回答した企業を対象に集計。

将
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っている。これを従業員規模別にみると、おおむね規模が大きくなるほど、「早期選抜」を「行

っている」とする割合が高くなる傾向にある（図表 2-5-5）。 
「早期選抜」を「行っている」とする企業を対象に、「対象者をいつ頃、選定しているか」

尋ねたところ、「入社から 5 年以上 10 年未満」が 34.3％でもっとも割合が高く、次いで、「入

社から 10 年以上」が 27.9％、「入社から 5 年未満」が 24.3％、「採用時点」が 11.4％となっ

ている（図表 2-5-6）。 

 

次に、企業調査では、「早期選抜者に実施している育成メニュー」について、早期選抜者

と一般的な管理職（候補者含む）の対象に分けて尋ねている。それによれば、早期選抜者に

図表 2-5-5： 来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」の有無（SA、単位＝％）

【企業調査】

図表 2-5-6：早期選抜の対象者の選定時期（SA、単位＝％）【企業調査】
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討

中

行
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お
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ず

導

入

予

定

も

な

い 無

回

答

合計

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

合計 ）

採用時点 入社から５年未満 入社から５年以上１０年未満 入社から１０年以上 無回答

※将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を「行っている」と回答した企業を対象に集計。

将

(3)管理職の育成・登用上、近年感じている課題

企業調査では、管理職の育成・登用上、近年感じている課題について尋ねている。それに

よれば、「世代等により管理職候補者の能力・資質にムラがある（質的確保が困難な世代があ

る）」が 43.9％ともっとも多く、次いで、「社内人材の多様性が進み、管理職に求められるマ

ついては、「特別なプロジェクトや中枢部門への配置など重要な仕事の経験を積ませる」が

54.6％ともっとも多く、次いで「選抜型研修に優先的に参加させる」（53.2％）、「多様な経験

を積ませるための優先的な配置転換（国内転勤含む）をする」（49.3％）、「経営実務に関する

知識を積極的に習得させる」（43.6％）、「他社との人材交流の機会を積極的に提供する」

（33.9％）などとなっている。 
 一方、一般的な管理職（候補者含む）については、「多様な経験を積ませるための優先的な

配置転換（国内転勤含む）をする」が 35.4％ともっとも多く、次いで、「特別なプロジェク

トや中枢部門への配置など重要な仕事の経験を積ませる」（30.0％）、「経営実務に関する知識

を積極的に習得させる」（25.0％）などとなっている（図表 2-5-7）。 

図表 2-5-7： 期選抜者に実施している育成メニュー（一般的な管理職含む）（n=280、MA、

多様な経験を積ませるための優先的な配置転換（国内転勤含む）をす

る

特別なプロジェクトや中枢部門への配置など重要な仕事の経験を積ま

せる

海外での勤務経験を優先的に積ませる

選抜型研修に優先的に参加させる

経営実務に関する知識を積極的に習得させる

他社との人材交流の機会を積極的に提供する

国外への留学機会（ＭＢＡ等資格取得支援含む）を優先的に与える

国内への留学機会（ＭＢＡ等資格取得支援含む）を優先的に与える

優先的に自己啓発の費用負担をする

その他

実施しているものはない

無回答

早期選抜者

一般的な管理職

※将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を「行っている」と回答した企業を対象に集計。

単位＝％）【企業調査】

早
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ネジメント能力の水準が高まった結果、管理職の業務負担が増えている」（42.0％）、「管理職

に就くことを希望しない若年者が増えている」（34.6％）、「ライン管理職になれなかった人材

の有効活用やモチベーション維持が難しい」（22.4％）、「過去に行った採用抑制に伴い、管理

職の人数確保が困難な世代がある」（21.3％）、「事業展開の不確実性の高まりに伴い、管理職

の計画的・系統的育成が困難になっている」（20.4％）、「メンタルヘルス上や健康上、あるい

は親の介護等の問題を抱える管理職が増えている 」（16.0％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「社内人材の多様性が進み、管理職

に求められるマネジメント能力の水準が高まった結果、管理職の業務負担が増えている」「管

理職に就くことを希望しない若年者が増えている」「ライン管理職になれなかった人材の有効

活用やモチベーション維持が難しい」「バブル期入社世代において、管理職のポスト数が不足

している」などの割合が高くなる傾向にある（図表 2-5-8）。

図表 2-5-8：管理職の育成・登用上、近年感じている課題（MA、単位＝％）【企業調査】

5-2．労働者側からみた管理職への昇進の意向（労働者調査）

(1)
では、「今後、どのような職業生活をおくりたいと思いますか」と尋ねている。

これをまとめたものが図表 2-5-9 である。それによれば、「現在の会社で働き続けたい」が

71.5％と大半を占め、「転職したい」は 16.6％などとなっている。

これを性別にみると、男性に比べ女性のほうが「現在の会社で働き続けたい」とする割合

がわずかに低い（男性 75.5％、女性 65.7％）。女性は男性に比べて、「専業主婦・主夫になり

たい」「転職したい」とする割合がわずかに高い。

性・年齢別にみると、男女いずれも年齢が低くなるほど、「転職したい」とする割合が高

くなる傾向にある。性・勤続年数別にみると、男女いずれも勤続年数が長くなるほど、「現在

の会社で働き続けたい」とする割合が高くなる傾向にある。
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＜従業員規模＞

９９人以下 99 18.2 4.0 13.1 9.1 16.2 30.3 28.3 5.1 15.2 32.3 3.0 23.2

１００～２９９人 1,380 22.2 5.6 20.4 10.9 19.9 46.7 32.6 4.3 14.9 40.3 2.0 10.7

３００～９９９人 569 18.5 9.8 26.2 11.8 26.5 42.7 38.1 6.7 16.5 45.2 0.9 8.8

１，０００人以上 204 14.7 13.7 29.9 7.4 19.1 36.8 41.7 12.3 22.5 49.5 2.9 7.8

管理職への昇進の意向にかかわる回答者の属性

労働者調査
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ネジメント能力の水準が高まった結果、管理職の業務負担が増えている」（42.0％）、「管理職

に就くことを希望しない若年者が増えている」（34.6％）、「ライン管理職になれなかった人材

の有効活用やモチベーション維持が難しい」（22.4％）、「過去に行った採用抑制に伴い、管理

職の人数確保が困難な世代がある」（21.3％）、「事業展開の不確実性の高まりに伴い、管理職

の計画的・系統的育成が困難になっている」（20.4％）、「メンタルヘルス上や健康上、あるい

は親の介護等の問題を抱える管理職が増えている 」（16.0％）などとなっている。

これを従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、「社内人材の多様性が進み、管理職

に求められるマネジメント能力の水準が高まった結果、管理職の業務負担が増えている」「管

理職に就くことを希望しない若年者が増えている」「ライン管理職になれなかった人材の有効

活用やモチベーション維持が難しい」「バブル期入社世代において、管理職のポスト数が不足

している」などの割合が高くなる傾向にある（図表 2-5-8）。

図表 2-5-8：管理職の育成・登用上、近年感じている課題（MA、単位＝％）【企業調査】

5-2．労働者側からみた管理職への昇進の意向（労働者調査）

(1)
では、「今後、どのような職業生活をおくりたいと思いますか」と尋ねている。

これをまとめたものが図表 2-5-9 である。それによれば、「現在の会社で働き続けたい」が

71.5％と大半を占め、「転職したい」は 16.6％などとなっている。

これを性別にみると、男性に比べ女性のほうが「現在の会社で働き続けたい」とする割合

がわずかに低い（男性 75.5％、女性 65.7％）。女性は男性に比べて、「専業主婦・主夫になり

たい」「転職したい」とする割合がわずかに高い。

性・年齢別にみると、男女いずれも年齢が低くなるほど、「転職したい」とする割合が高

くなる傾向にある。性・勤続年数別にみると、男女いずれも勤続年数が長くなるほど、「現在

の会社で働き続けたい」とする割合が高くなる傾向にある。
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管理職への昇進の意向にかかわる回答者の属性

労働者調査

図表 2-5-9：今後の職業生活の意向（SA、単位＝％）【労働者調査】

(2)
①勤め先企業での昇進意向

労働者調査では、今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」とする者を対象
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男性
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＜性・年齢＞

男性　２０代以下

男性　３０代

男性　４０代

男性　５０代

男性　６０代以上

女性　２０代以下

女性　３０代

女性　４０代

女性　５０代

女性　６０代以上

＜性・勤続年数＞

男性　5 年未満

男性　5～10年未満

男性　10～20年未満

男性　20年以上

女性　5 年未満

女性　5～10年未満

女性　10～20年未満

女性　20年以上

＜従業員規模＞

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

＜業種＞

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

＜職種＞

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

建設・採掘職

その他

勤め先企業での昇進意向
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に、「現在勤め先企業で、今後とも働き続けると仮定した場合、どこまで昇進したいと思って

いますか」と尋ねている。これをまとめたものが図表 2-5-10 である。それによれば、「管理

職に昇進したいと思わない」が 52.4％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい（すでに現

在、管理職の方はそれ以上のポストへの昇進）」が 45.9％となっており、両者は半々である。 
 

図表 2-5-10：勤め先企業での昇進意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 

 

 
これを性別にみると、男性では、「管理職に昇進したいと思わない」が 37.5％、「管理職以

上（役員含む）に昇進したい」が 60.7％となっており、女性では、「管理職に昇進したいと

思わない」が 77.4％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」が 21.1％となっている。両
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合計 合計

＜性別＞ ＜職種＞

男性 管理職（リーダー職を含む）

女性 事務職（一般事務等）

＜性・年齢＞ 事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

男性　２０代以下 技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）

男性　３０代 医療・福祉関係専門職

男性　４０代 教育関係専門職

男性　５０代 営業職

男性　６０代以上 販売職

女性　２０代以下 接客・サービス職

女性　３０代 保安職

女性　４０代 製造・生産工程職

女性　５０代 輸送・機械運転職

女性　６０代以上 建設・採掘職

＜性・勤続年数＞ その他

男性　5 年未満 ＜5年先の職業観の希望＞

男性　5～10年未満 Ａである（ゼネラリストとして働きたい）

男性　10～20年未満 どちらかというとＡ

男性　20年以上 どちらかというとＢ

女性　5 年未満 Ｂである（スペシャリストとして働きたい）

女性　5～10年未満 ＜限定正社員＞

女性　10～20年未満 いわゆる正社員

女性　20年以上 限定正社員

＜従業員規模＞ ＜性・限定正社員＞

９９人以下 男性　いわゆる正社員

１００～２９９人 男性　限定正社員

３００～９９９人 女性　いわゆる正社員

１，０００人以上 女性　限定正社員

＜業種＞ ＜役職＞

鉱業、採石業、砂利採取業 役職なし（一般社員）

建設業 係長・主任相当職

製造業 課長・課長相当職

電気・ガス・熱供給・水道業 部長・部長相当職以上

情報通信業 ＜性・役職＞

運輸業、郵便業 男性　役職なし（一般社員）

卸売業、小売業 男性　係長・主任相当職

金融業、保険業 男性　課長・課長相当職

不動産業、物品賃貸業 男性　部長・部長相当職以上

学術研究、専門・技術サービス業 女性　役職なし（一般社員）

宿泊業、飲食サービス業 女性　係長・主任相当職

生活関連サービス業、娯楽業 女性　課長・課長相当職

教育、学習支援業 女性　部長・部長相当職以上

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者を対象に集計。
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に、「現在勤め先企業で、今後とも働き続けると仮定した場合、どこまで昇進したいと思って

いますか」と尋ねている。これをまとめたものが図表 2-5-10 である。それによれば、「管理

職に昇進したいと思わない」が 52.4％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい（すでに現

在、管理職の方はそれ以上のポストへの昇進）」が 45.9％となっており、両者は半々である。 
 

図表 2-5-10：勤め先企業での昇進意向（SA、単位＝％）【労働者調査】 
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＜性・年齢＞ 事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）
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女性　５０代 輸送・機械運転職

女性　６０代以上 建設・採掘職

＜性・勤続年数＞ その他

男性　5 年未満 ＜5年先の職業観の希望＞

男性　5～10年未満 Ａである（ゼネラリストとして働きたい）
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女性　5 年未満 Ｂである（スペシャリストとして働きたい）

女性　5～10年未満 ＜限定正社員＞

女性　10～20年未満 いわゆる正社員

女性　20年以上 限定正社員

＜従業員規模＞ ＜性・限定正社員＞

９９人以下 男性　いわゆる正社員

１００～２９９人 男性　限定正社員

３００～９９９人 女性　いわゆる正社員

１，０００人以上 女性　限定正社員

＜業種＞ ＜役職＞

鉱業、採石業、砂利採取業 役職なし（一般社員）

建設業 係長・主任相当職

製造業 課長・課長相当職

電気・ガス・熱供給・水道業 部長・部長相当職以上

情報通信業 ＜性・役職＞

運輸業、郵便業 男性　役職なし（一般社員）

卸売業、小売業 男性　係長・主任相当職

金融業、保険業 男性　課長・課長相当職

不動産業、物品賃貸業 男性　部長・部長相当職以上

学術研究、専門・技術サービス業 女性　役職なし（一般社員）

宿泊業、飲食サービス業 女性　係長・主任相当職

生活関連サービス業、娯楽業 女性　課長・課長相当職

教育、学習支援業 女性　部長・部長相当職以上

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

サービス業（他に分類されないもの）

その他

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者を対象に集計。

者を比較すると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、男性（37.5％）に比べ、

女性（77.4％）のほうが高い。 
性・年齢別にみると、男性は、年齢が高くなるほど、「管理職に昇進したいと思わない」と

する割合が高くなる傾向にある（とくに、60 代以上で 60.7％ともっとも高い）。一方、女性

は、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、40 代以下では 7 割台、50 代以上層で

は 8 割台と高くなっている。 
また、性・勤続年数別にみると、男性は、勤続年数が長くなるほど、「管理職に昇進したい

と思わない」とする割合が高くなる傾向にある。一方、女性は、「管理職に昇進したいと思わ

ない」とする割合は、どの勤続年数でも 7～8 割程度ある。 
従業員規模別にみると、規模が小さくなるほど、「管理職に昇進したいと思わない」とする

割合が高くなる傾向にある。 
業種別にみると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、「教育、学習支援業」

でもっとも高く、次いで、「医療、福祉」「電気・ガス・熱供給・水道業」などとなっている。 
職種別にみると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、「輸送・機械運転職」

「教育関係専門職」「医療・福祉関係専門職」「製造・生産工程職」などで高くなっている。 
労働者調査では、5 年先を見据えた際の今後の職業観についても尋ねている（A．様々な

業務に対応できるゼネラリストとして働きたい／B．ある分野に特化したスペシャリストと

して働きたい）。5 年先の職業観別にみると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合

は、「ゼネラリストとして働きたい（A である）」に比べて、おおむね「スペシャリストとし

て働きたい（B である）」とする者のほうが高い傾向にある。ただし、「管理職に昇進したい

と思わない」とする割合は、「A である」に比べて、「どちらかというと B」で割合がもっと

も高くなっており、「B である」でやや低下している。おおむねスペシャリスト志向であるほ

ど、「管理職に昇進したいと思わない」とする傾向はみられるものの、スペシャリストとして

働きたい（「B である」）とする者のなかには、管理職以上の昇進を望む者も一定割合でみら

れることがうかがえる。 
限定正社員の別にみると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、「いわゆる正

社員」（50.9％）に比べて、「限定正社員」（72.5％）のほうが高い。性・限定正社員の別にみ

ると、男性では、「いわゆる正社員」（37.0％）に比べて、「限定正社員」（50.9％）のほうが

高い。女性でも、「いわゆる正社員」（76.5％）に比べて、「限定正社員」（83.9％）のほうが

高い。 
役職別にみると、役職が上がるほど、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合

が高い。性・役職別にみると、男女ともに、役職が上がるほど、「管理職以上（役員含む）に

昇進したい」とする割合が高くなる傾向にある。男女にかかわらず、役職が上がるほど、昇

進意向が高まることが示唆される。 
なお、参考として、性・役職に分けて、勤続年数別にみたものが図表 2-5-11 である。まず
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男性では、いずれの役職においても、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は、

勤続年数が長くなるほど低下する傾向にあるものの、役職が上がるほど、低下の幅が少なく

なっている。「役職なし（一般社員）」では、勤続が長くなるほど、「管理職以上（役員含む）

に昇進したい」とする割合は低下し、「20 年以上」で 19.8％となっている。「係長・主任相

当職」では、勤続 20 年未満層において、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割

合は 6 割台で、勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、勤続 20 年以上では 39.0％となっ

ている。同様に、課長・部長職以上でも、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割

合は 7～8 割台で、勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、「20 年以上」では 65.2％とな

っている。

一方、女性も傾向はおおむね同じであり、「役職なし（一般社員）」では、勤続が長くなる

ほど、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は低下する。「係長・主任相当職」

では、勤続 10 年未満層において、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は 4
割弱で、勤続が長くなるほど低下し、「10～20 年未満」で 25.5％、「20 年以上」で 17.8％と

なっている。課長・部長職以上では、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は

4～5 割台で、おおむね勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、「20 年以上」では 40.9％と

なっている。

図表 2-5-11：性・役職・勤続年数別にみた勤め先企業での昇進意向（SA、単位＝％）

【労働者調査】
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合計 8,833 52.4 45.9 1.7 5,537 37.5 60.7 1.8 3,293 77.4 21.1 1.5

<役職・勤続年数＞

役職なし（一般社員） 4,143 66.0 32.9 1.1 1,930 47.5 51.6 0.9 2,212 82.2 16.6 1.2

5 年未満 1,740 58.4 40.7 0.9 863 38.0 61.2 0.8 876 78.5 20.4 1.0

5～10年未満 952 64.6 34.5 0.9 465 44.9 54.4 0.6 487 83.4 15.4 1.2

10～20年未満 941 72.1 26.8 1.2 388 55.9 43.3 0.8 553 83.4 15.2 1.4

20年以上 492 85.0 13.6 1.4 207 77.8 19.8 2.4 285 90.2 9.1 0.7

係長・主任相当職 2,368 50.5 48.1 1.4 1,573 39.4 59.3 1.3 795 72.6 25.9 1.5

5 年未満 238 35.3 63.0 1.7 187 28.9 69.5 1.6 51 58.8 39.2 2.0

5～10年未満 514 38.9 59.7 1.4 368 30.4 68.8 0.8 146 60.3 37.0 2.7

10～20年未満 969 49.0 50.1 0.9 644 36.8 62.4 0.8 325 73.2 25.5 1.2

20年以上 639 68.1 30.0 1.9 369 58.5 39.0 2.4 270 81.1 17.8 1.1

課長・部長職以上 2,301 29.9 67.1 3.0 2,023 26.7 70.3 2.9 276 52.9 43.8 3.3

5 年未満 201 19.4 76.6 4.0 181 16.0 80.1 3.9 20 50.0 45.0 5.0

5～10年未満 237 23.2 74.3 2.5 209 20.1 77.5 2.4 28 46.4 50.0 3.6

10～20年未満 689 27.6 69.8 2.6 589 23.3 73.9 2.9 100 53.0 46.0 1.0

20年以上 1,171 34.3 62.5 3.2 1,042 32.0 65.2 2.9 127 54.3 40.9 4.7

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者を対象に集計。表側の役職「課長・部長職以上」は「課長・課長職」「部

長・部長相当職以上」の合計。

全体
性別

男性 女性
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男性では、いずれの役職においても、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は、

勤続年数が長くなるほど低下する傾向にあるものの、役職が上がるほど、低下の幅が少なく

なっている。「役職なし（一般社員）」では、勤続が長くなるほど、「管理職以上（役員含む）

に昇進したい」とする割合は低下し、「20 年以上」で 19.8％となっている。「係長・主任相

当職」では、勤続 20 年未満層において、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割

合は 6 割台で、勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、勤続 20 年以上では 39.0％となっ

ている。同様に、課長・部長職以上でも、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割

合は 7～8 割台で、勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、「20 年以上」では 65.2％とな

っている。

一方、女性も傾向はおおむね同じであり、「役職なし（一般社員）」では、勤続が長くなる

ほど、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は低下する。「係長・主任相当職」

では、勤続 10 年未満層において、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は 4
割弱で、勤続が長くなるほど低下し、「10～20 年未満」で 25.5％、「20 年以上」で 17.8％と

なっている。課長・部長職以上では、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」とする割合は

4～5 割台で、おおむね勤続が長くなるほどにゆるやかに低下し、「20 年以上」では 40.9％と

なっている。

図表 2-5-11：性・役職・勤続年数別にみた勤め先企業での昇進意向（SA、単位＝％）

【労働者調査】
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合計 8,833 52.4 45.9 1.7 5,537 37.5 60.7 1.8 3,293 77.4 21.1 1.5

<役職・勤続年数＞

役職なし（一般社員） 4,143 66.0 32.9 1.1 1,930 47.5 51.6 0.9 2,212 82.2 16.6 1.2

5 年未満 1,740 58.4 40.7 0.9 863 38.0 61.2 0.8 876 78.5 20.4 1.0

5～10年未満 952 64.6 34.5 0.9 465 44.9 54.4 0.6 487 83.4 15.4 1.2

10～20年未満 941 72.1 26.8 1.2 388 55.9 43.3 0.8 553 83.4 15.2 1.4

20年以上 492 85.0 13.6 1.4 207 77.8 19.8 2.4 285 90.2 9.1 0.7

係長・主任相当職 2,368 50.5 48.1 1.4 1,573 39.4 59.3 1.3 795 72.6 25.9 1.5

5 年未満 238 35.3 63.0 1.7 187 28.9 69.5 1.6 51 58.8 39.2 2.0

5～10年未満 514 38.9 59.7 1.4 368 30.4 68.8 0.8 146 60.3 37.0 2.7

10～20年未満 969 49.0 50.1 0.9 644 36.8 62.4 0.8 325 73.2 25.5 1.2

20年以上 639 68.1 30.0 1.9 369 58.5 39.0 2.4 270 81.1 17.8 1.1

課長・部長職以上 2,301 29.9 67.1 3.0 2,023 26.7 70.3 2.9 276 52.9 43.8 3.3

5 年未満 201 19.4 76.6 4.0 181 16.0 80.1 3.9 20 50.0 45.0 5.0

5～10年未満 237 23.2 74.3 2.5 209 20.1 77.5 2.4 28 46.4 50.0 3.6

10～20年未満 689 27.6 69.8 2.6 589 23.3 73.9 2.9 100 53.0 46.0 1.0

20年以上 1,171 34.3 62.5 3.2 1,042 32.0 65.2 2.9 127 54.3 40.9 4.7

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者を対象に集計。表側の役職「課長・部長職以上」は「課長・課長職」「部

長・部長相当職以上」の合計。

全体
性別

男性 女性

②管理職への昇進を望まない理由 
労働者調査では、「管理職に昇進したいと思わない」と回答した者を対象に、管理職への昇

進を望まない理由（上位 5 つの複数回答）を尋ねている。これをみたものが図表 2-5-12 であ

る。 
 
図表 2-5-12：管理職への昇進を望まない理由（5 つまでの MA、単位＝％）【労働者調査】 

 
 
それによれば、「責任が重くなる」が 69.3％ともっとも多く、次いで、「やるべき仕事が増

え、長時間労働になる」（64.4％）、「現在の職務内容で働き続けたい」（55.8％）、「部下を管

理・指導できる自信がない」（54.3％）、「賃金が上がるが、職責に見合った金額が払われない」

（33.7％）、「仕事と育児の両立が困難になる」（26.1％）などとなっている。 
これを性別にみると、男女ともに、「責任が重くなる」「やるべき仕事が増え、長時間労働

責任が重くなる

やるべき仕事が増え、長時間労働になる

現在の職務内容で働き続けたい

部下を管理・指導できる自信がない

賃金が上がるが、職責に見合った金額が払われない

仕事と育児の両立が困難になる

自分の雇用区分（例：一般職等）では昇進可能性がない

周りに同性の管理職がいない（例：回答者が女性で、周り

に女性管理職がいない等）

定年が近い

仕事と介護の両立が困難になる

賃金が減少する

仕事と病気治療の両立が困難になる

その他

無回答

全体 ）

男性 ）

女性（ ）

【性別】

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のうち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職に昇進し

たいとは思わない」と回答した者を対象に集計。
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になる」「部下を管理・指導できる自信がない」「現在の職務内容で働き続けたい」とする割

合が上位の理由となっている。両者を比較すると、男性に比べ女性のほうが、「周りに同性の

管理職がいない（例：回答者が女性で、周りに女性管理職がいない等）」「仕事と育児の両立

が困難になる」「自分の雇用区分（例：一般職等）では昇進可能性がない」の割合が高い。

③昇進を希望する理由

一方、「管理職以上（役員含む）に昇進したい（すでに現在、管理職の方はそれ以上のポ

ストへの昇進）」と回答した者を対象に、管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（上

位 5 つの複数回答）を尋ねたところ、「賃金が上がる」が 79.9％でもっとも多く、次いで、

「やりがいのある仕事ができる」（69.4％）、「仕事の裁量度が高まる」（65.8％）、「部下を管

理・指導する能力を向上させたい」（56.1％）などとなっている（図表 2-5-13）。

図表 2-5-13： 理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（5 つまでの MA、単位＝％）

④非管理職の管理職への昇進意向

参考として、非管理職（役職なし（一般社員）、係長・主任相当職）の管理職への昇進意向

をみたものが図表 2-5-14 である。また、管理職非希望者の管理職への昇進を望まない理由（5
つまでの複数回答）をまとめたものが図表 2-5-15、管理職希望者の昇進を希望する理由（5
つまでの複数回答）をまとめたものが図表 2-5-16 である。

まず、図表 2-5-14 で、「管理職に昇進したいと思わない」が 60.4％、「管理職以上（役員

含む）に昇進したい」が 38.4％となっている。非管理職に限ると、6 割が管理職に昇進した

いとは思っていない。これを性別にみると、男性では、「管理職に昇進したいと思わない」が

43.8％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」が 55.1％となっており、女性では、「管理

賃金が上がる

やりがいのある仕事ができる

仕事の裁量度が高まる

部下を管理・指導する能力を向上させたい

そのポストのステータスに魅力がある

これまで十分会社に貢献した

そのポストに目標となる者がいる

家族から昇進を期待されている

自分の年齢・勤続では昇進するのが当然だから

自分の雇用区分（例：総合職採用）では昇進するのが普通

その他

無回答

合計 ）

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のうち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職以上（役

員含む）に昇進したい」と回答した者を対象に集計。

【労働者調査】
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になる」「部下を管理・指導できる自信がない」「現在の職務内容で働き続けたい」とする割

合が上位の理由となっている。両者を比較すると、男性に比べ女性のほうが、「周りに同性の

管理職がいない（例：回答者が女性で、周りに女性管理職がいない等）」「仕事と育児の両立

が困難になる」「自分の雇用区分（例：一般職等）では昇進可能性がない」の割合が高い。

③昇進を希望する理由

一方、「管理職以上（役員含む）に昇進したい（すでに現在、管理職の方はそれ以上のポ

ストへの昇進）」と回答した者を対象に、管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（上

位 5 つの複数回答）を尋ねたところ、「賃金が上がる」が 79.9％でもっとも多く、次いで、

「やりがいのある仕事ができる」（69.4％）、「仕事の裁量度が高まる」（65.8％）、「部下を管

理・指導する能力を向上させたい」（56.1％）などとなっている（図表 2-5-13）。

図表 2-5-13： 理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（5 つまでの MA、単位＝％）

④非管理職の管理職への昇進意向

参考として、非管理職（役職なし（一般社員）、係長・主任相当職）の管理職への昇進意向

をみたものが図表 2-5-14 である。また、管理職非希望者の管理職への昇進を望まない理由（5
つまでの複数回答）をまとめたものが図表 2-5-15、管理職希望者の昇進を希望する理由（5
つまでの複数回答）をまとめたものが図表 2-5-16 である。

まず、図表 2-5-14 で、「管理職に昇進したいと思わない」が 60.4％、「管理職以上（役員

含む）に昇進したい」が 38.4％となっている。非管理職に限ると、6 割が管理職に昇進した

いとは思っていない。これを性別にみると、男性では、「管理職に昇進したいと思わない」が

43.8％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」が 55.1％となっており、女性では、「管理

賃金が上がる

やりがいのある仕事ができる

仕事の裁量度が高まる

部下を管理・指導する能力を向上させたい

そのポストのステータスに魅力がある

これまで十分会社に貢献した

そのポストに目標となる者がいる

家族から昇進を期待されている

自分の年齢・勤続では昇進するのが当然だから

自分の雇用区分（例：総合職採用）では昇進するのが普通

その他

無回答

合計 ）

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のうち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職以上（役

員含む）に昇進したい」と回答した者を対象に集計。

【労働者調査】

管

職に昇進したいと思わない」が 79.7％、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」が 19.1％
となっている。両者を比較すると、「管理職に昇進したいと思わない」とする割合は、男性に

比べ、女性のほうが高い。

図表 2-5-15 によれば、「管理職に昇進したいと思わない」と回答した者の管理職への昇進

を望まない理由（上位 5 つの複数回答）は、「責任が重くなる」が 69.8％ともっとも多く、

次いで、「やるべき仕事が増え、長時間労働になる」（64.5％）、「現在の職務内容で働き続け

たい」（56.5％）、「部下を管理・指導できる自信がない」（56.5％）、「賃金が上がるが、職責

に見合った金額が払われない」（33.4％）、「仕事と育児の両立が困難になる」（29.0％）など

となっている。

一方、図表 2-5-16 によれば、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」と回答した者の管

理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（上位 5 つの複数回答）では、「賃金が上がる」

が 81.6％ともっとも多く、「やりがいのある仕事ができる」（68.9％）、「仕事の裁量度が高ま

る」（63.7％）、「部下を管理・指導する能力を向上させたい」（55.6％）などとなっている。

図表2-5-14：非管理職の勤め先企業での昇進意
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む
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た

い

無
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答

合計 6,511 60.4 38.4 1.2

＜性別＞

男性 3,503 43.8 55.1 1.1

女性 3,007 79.7 19.1 1.3

※非管理職（役職なし（一般社員）、係長・主任相当職）に限定した上で、今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者を対象に集計。

図表2-5-15：非管理職の管理職への昇進を望まない理由（5つまでのMA、単位＝％）【労働者調査】
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男性 1,536 74.2 72.8 54.3 60.3 16.4 8.9 8.4 13.0 48.2 0.9 17.9 12.6 9.4 2.2

女性 2,396 67.0 59.1 57.8 54.0 37.1 14.2 4.4 3.2 24.0 28.7 27.7 10.6 7.5 2.0
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合計 2,503 68.9 63.7 55.6 81.6 18.4 16.4 16.3 12.2 29.8 23.2 5.2 6.4

＜性別＞

男性 1,929 67.8 64.7 57.3 82.8 17.0 16.0 19.5 13.2 31.7 23.1 4.3 6.6

女性 573 72.6 60.2 49.7 77.7 23.0 17.6 5.6 9.1 23.6 23.6 8.2 5.6

※非管理職（役職なし（一般社員）、係長・主任相当職）に限定した上で、今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のうち、現在の勤め先企業で

の昇進について、「管理職に昇進したいとは思わない」と回答した者を対象に集計。

※非管理職（役職なし（一般社員）、係長・主任相当職）に限定した上で、今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のう

ち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職以上（役員含む）に昇進したい」と回答した者を対象に集計。

図表2-5-16： 管理職の管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由（5つまでのMA、単位＝％）
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(3)管理職を希望する人材の能力開発で重要な企業側の取組 
労働者調査では、今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」とする者のう

ち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職以上（役員含む）に昇進したい（すでに現

在、管理職の方はそれ以上のポストへの昇進）」と回答した者を対象に、「管理職を希望する

人材の能力開発という観点から、あなたが重要だと思う企業側の取組は何ですか」（上位 3
つの複数回答）と尋ねている。それによれば、「特別なプロジェクトや中枢部門への配置など

重要な仕事の経験を積ませる」が 60.5％ともっとも多く、次いで、「多様な経験を積ませる

ための優先的な配置転換（国内転勤含む）をする」（50.7％）、「経営実務に関する知識を積極

的に習得させる」（48.8％）、「他社との人材交流の機会を積極的に提供する」（35.2％）、「優

先的に自己啓発の費用負担をする」（31.4％）、「選抜型研修に優先的に参加させる」（27.3％）

などとなっている（図表 2-5-17）。 
 

図表 2-5-17： 理職を希望する人材の能力開発で重要な企業側の取組（3 つまでの MA、単

特別なプロジェクトや中枢部門への配置など重要な仕事の経験を積

ませる

多様な経験を積ませるための優先的な配置転換（国内転勤含む）を

する

経営実務に関する知識を積極的に習得させる

他社との人材交流の機会を積極的に提供する

優先的に自己啓発の費用負担をする

選抜型研修に優先的に参加させる

海外での勤務経験を優先的に積ませる

国内への留学機会（ＭＢＡ等資格取得支援含む）を優先的に与える

国外への留学機会（ＭＢＡ等資格取得支援含む）を優先的に与える

その他

無回答

合計（ ）

※今後の職業生活について、「現在の会社で働き続けたい」と回答した者のうち、現在の勤め先企業での昇進について、「管理職以上（役

員含む）に昇進したい」と回答した者を対象に集計。

位＝％）【労働者調査】
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